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要 旨 

  

新型コロナウィルスのために世界はパンデミックになり、国内でも感染の情報が毎日

の話題になっている。一方原発事故から 9年以上経過した現在、原子力への関心は薄れ、

巷で話題になることも少なくなった。本来国の運命を左右するエネルギー政策は最も重

要で喫緊の課題であるが、政府が国会で議論することはほとんどなく、国民も“あなた

任せ”の感覚に留まっている。この小冊子は、日本のエネルギー確保のために原発の実

力や課題を真正面から説明し、一般市民の理解に資することを目的とする。 

 

 東電福島第一原子力発電所の事故後、国内の世論は脱原発に傾いた。政府は国のエネ

ルギー基本計画の中で“原発を可能な限り縮小していく”方針を明示した。この脱原発

世論に阿る政策は、日本が現在保有している原発施設と技術を人材と共に近い将来消滅

させる。もし原発が消滅すれば、経済の活力は削がれ生活レベルは下落し、日本は三等

国に下落するであろう。ここでは原発事故後のマスメディア等によるインフォデミック

と脱原発世論形成による負の影響を考察し、原子力が果たし得る役割と実力を示し、再

生のための課題を提言する。 

 マスメディア等の原発事故に関する報道内容に関しては、国民に最も強く影響したと

考えられる事故直後の 1年間について、週刊誌 4誌（週刊朝日、サンデー毎日、週刊新

潮、週刊文春）、新聞 2 紙（朝日新聞、読売新聞）、テレビ（NHK クローズアップ現代）

の報道記事を調査した。その結果、原発事故の実態・影響・今後の見通し等を比較的正

確に報道したマスメディアがあるものの、出版元の反原子力方針に忠実に沿った報道や

扇情的な文言を使って放射能の怖さを煽る週刊誌記事も多数あった。これらの結果、反

原子力又は脱原発の世論の傾向が事故後 9年経った今も高止まりしている。また、政府

の原発を縮小するエネルギー政策の下で、国民の多くが“いずれ原発はなくなって、再

エネに置き換わる”のムードの中に安住しているように見える。 

 原子力再生を論じる第１段として、原発事故後に採られた安全側過ぎる安全規制がい

かに不合理であったかを強制長期避難、食品安全基準、除染目標の 3点を中心に説明す

る。第２段として、日本に原発が必要な理由をエネルギー安全保障、核燃料サイクル、

地球温暖化対策、経済性の諸視点から説明する。特に日本が島国である地政学的な課題

をどう克服すべきか、再エネ推進のための“不都合な現実”、“再エネ 100%の夢”が如何

に現実離れしているかを説明する。最後に原発再生のための課題として、“エネルギー

政策を国民が考えて選択できる社会にするには”、“放射線のリスクを正しく理解するに

は”の方策を論じ、日本が国際社会に生き残るための提言で締めくくる。     
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第 1章 まえがき 

 

私たちは今コロナウィルスという新しいリスクと闘っている。感染が広がり、死者が

多発し、同時に経済が大きなダメージを受けている。政治家や専門家からの情報、判断

を頼りにしながら早期終息を待っているが、自分の生命の危険、子供や家族への影響、

社会・経済への影響など、自らも考え、判断して行動しなければならない。この戦いは、

ワクチンの開発とひとりひとりの努力によって終息すると期待されている。しかし、コ

ロナ後の社会にも大きなリスクは残っている。その中でも確実に残っているリスクとし

て、地球温暖化とエネルギー安全保障の二つがある。特に島国日本が“エネルギー安全

保障を確保しなければ、私たちの生活と社会は甚大な影響を受ける”と言い切れる。 

地球温暖化のリスクは、今全世界で対策が講じられている。一方、エネルギー安全保

障のリスクは、島国日本が抱える特有の問題である。エネルギー問題は私たちの生命に

関わり、大変重要であるにも拘らず、国会も国民もこのリスクにあまり関心を示さない

し、議論もされない。政府は脱原発世論を慮ったエネルギー政策を採り続けている。本

書では、日本のエネルギー安全保障を中心に、どうすれば将来も継続的にエネルギーが

確保されるのか、電気が絶え間なく提供され、安全で明るい社会を継続できるのかにつ

いて、何が問題点か、対策は何かを考え、筆者の意見を述べたい。 

 

リスクを考え行動する際、正しい情報に基づき正しい判断をすることが大切である。

私たちの決断と行動は自らの責任においてなされなければならない。9 年前に東電福島

原発事故が発生し、その被害状況をマスメディアが膨大な情報として国民に伝えた。国

民は、それらの情報には正しいものや正しくないものもあるが、それらから影響を受け

て脱原発世論に傾いた。一方今の政府は、この脱原発世論の傾向を反映してエネルギー

政策を策定したと考えられる。しかし、“原発を可能な限り縮小していく”政策では日

本のエネルギー安全保障を確保できそうにない。このため、もう一度、原発事故の実態

と影響に立ち返り、脱原発世論形成の原因とその影響を考察し、原発再生へ拓く道筋を

示したい。 

 

2011 年 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地震（マグニチュード 9.0）が発生し、巨大津

波を受けて、東北地方の太平洋沿岸に約 2万人の死者・行方不明者を出す大災害が発生

した。同じく太平洋沿岸に設置されていた東電福島第一原発は、図 1のような津波波浪

高さ 46ｍ（津波高さ 15.7m）の巨大津波を受け、非常用電源系が水没して、炉心冷却が

できなくなってメルトダウンし、大量の放射能を放出する事故（１）を発生した。この原

発事故は、日本では今まで経験したことのない初めての事故であった。当時の政府も、

自民党でなく初めて政権の座についた民主党であった。未経験の事故と行政運営経験の

浅さ等の理由が重なり、事故直後の住民避難の施策が混乱し、環境省や厚生労働省等の



2 

 

行政機関も放射線や放射能に対する避難基準、食品安全基準、除染目標を必要以上に安

全側に定めた。また、一部の週刊誌、新聞、テレビ等のマスメディアは、放射線や放射

能の危険性を過大に報道し、原子力利用のマイナス面のみを強調する記事を多く喧伝し

た。多くの国民には放射線や放射能の知識が不足しており、原発事故の影響は、放射線

被ばくによる実害をはるかに越えて拡大し、結果的に国民の反原子力感情と脱原発世論

を高めてしまった。 

この世論を背景にして現自民党政権は国のエネルギー基本計画（第 5次）に“原子力

発電を可能な限り縮小していく”旨の方針を明記した。政府の方針が変わらない限り、

日本の原発は将来先細りになると予測され、それを支える技術と人材も消滅する危機に

瀕している。一方、隣の中国では 40 基を超える原発が現在稼働中であり、さらに数十

基を増設中である。世界的にも原発は再生可能エネルギー（以下再エネと呼ぶ）と共に

電力確保の重要なパートナーに位置づけられている。また、地球温暖化対策として CO2

削減の世界的な動きがある一方、国際間の紛争が多発する現在、自給率 10％台のエネ

ルギー最貧国日本が生き延びるには、原発の利用が必須であると言わざるを得ない。 

このような背景から、反原子力感情と脱原発世論の強い日本の特異な動きは、必ず国

力の低下、従って国際的な競争力の低下を招き、今の豊かな生活の維持は難しくなると

考えられる。それは戦後の日本の発展の歴史に影を落とすものであり、歴史上負のエポ

ックと位置付けられるであろう。そうならないため、原発事故の影響に関するマスメデ

ィアの事故後約 1年間の報道に焦点を当て、脱原発世論形成とその問題点を考察し、原

発再生の必要性と今後の課題について言及する。 

 

これらの分析と考察は、原発を除外することによるリスクを自ら考える材料にもなる。

リスクを回避するには、予想されるメリット、デメリット、安全性、危険性に係る総合

判断が必要となる。本来、国のエネルギー安全保障のような大きなリスクを抱える課題

に対処するのは、政府や専門家のリーダーの役割のはずである。もし国会で、森友・加

計学園問題や検察官定年延長等の議論は下部組織に任せて、国にとって最大のリスクで

あるエネルギー安全保障について与野党が議論すれば、国会での議論は国民に伝わり各

人も考えるようになるだろう。もちろん、マスメディアも専門家も登場することになろ

う。このままで良いのだろうか。民主主義国家では世論、票という形で私たち個人の判

断が国政に反映される仕組みになっている。この資料が、これから立ち向かう大きなリ

スクを前にして、私たち自身が次世代のために何をしなければならないかを考える機会

に役立てば幸いである。 
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図１ 福島第 1原発を襲う巨大津波    図２ 宮城県名取市を襲う巨大津波 
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第 2章 原発事故後のマスメディアによる脱原発世論形成とその影響 

  

 「放射能のあるところには住みたくない。」、「自分はいいが、子供には 1 ベクレルで

もいやです。」、「主人が仕事で福島の方に行っている。離婚すべきでしょうか。」等々。 

これらは原発事故直後、当時の原子力安全・保安院のコールセンターに実際にかかって

きた電話である。何故こんなことになってしまったのか。冷静に考えれば、科学的には

あり得ない話である。2011 年 3 月の原発事故は、今までに経験したことのないもので

あり、多くの国民を動揺させた。この動揺を加速させ、大きくした原因の一つは、当時

のマスメディアの報道にあったと考えられる。 

 我が国の原子力開発は、1955 年に成立した原子力基本法から具体化している。日本

政府のこの方針は、当時の米国大統領アイゼンハワーが 1953 年に国連で行った原子力

平和利用宣言に基づいていた。当時のマスメディアの代表格であった新聞は、原子力に

対して今と全く異なった姿勢を示していた。例えば、政府が原子力推進に具体的な一歩

を踏み出す以前の 1946 年 1 月に、朝日新聞は社説で「人類は、原子力時代に入ったと

いわれる。・・原子エネルギーの利用が可能になったことは、技術史の上から見て、過

去のいかなる発明をも凌駕する真に画期的な出来事である。」（２）と原子エネルギーの利

用に既にエールを送っている。 

その後原発が日本各地に建設されたが、1979 年の米国スリーマイル島原発事故や

1986年の露国チェルノブイリ原発事故、国内では 1999 年の JCO臨界事故等の影響を受

けて、マスメディアの原子力に対する姿勢に多様な変化が表れた。紆余曲折はあったが、

原発事故の直前 2011 年 3 月には 54 基の原発が全国総電力の約 3 割を供給するまでに

成長していた。特に原発事故の前は、“原子力ルネッサンス”と言われた時期もあった。

当時は世界的なエネルギー消費量の増大、CO2 排出による地球温暖化の防止、石油・天

然ガス価格の高騰が見られ、原発利用の必要性が高まっていたのである。 

ところが、福島原発事故が発生したため、海外でも一時原発利用を見直す動きが出た。

特にドイツでは再エネを推進し、脱原発の政策が採用されているが、電気代の高騰等の

問題が国民を悩ませている。一方、米・英・フランス・露・中国等の諸大国は、原発利

用の政策を基本的に変えていない。その理由は、原発が CO2 を排出せず、地球温暖化阻

止に役立つ安定電源であるとの認識に基づいていると考えられる。 

日本では、原発事故によって国民の原子力に対する世論に変化が表れている。ここで

は、まず日本原子力文化財団等が事故前後に実施した原子力に関する世論調査の結果を

概観する。次に事故後の約 1年間について、主要なマスメディア（週刊誌、新聞、テレ

ビ）が事故やその影響についてどのように報道したかを調べ、内容と傾向を事故前後で

比較して考察する。原発事故については、発生以来膨大な報道がなされているが、特に

事故直後から 1年間の報道の内容と傾向が、その後の国民の世論形成に最も大きく影響

していると考えられるからである。 
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全体をまとめると次のように言えると思う。“原子力”については、事故の前後とも

に、理解するのが難しい等の理由により、否定的なイメージを持つ国民が多い。一方、

“原子力発電”の利用については、事故前に多くの国民に肯定的イメージが多いが、事

故によりその割合が急落している。特に、事故直後の半年間に、事故による被害等の負

の面について膨大な報道活動が行われた。中でも一部マスメディアから数多くの偏見的

な情報、なかには非科学的な記事が報道され、脱原発世論の形成に影響したと考えられ

る。 

 

２．１．原発事故前後の原子力世論の動向 

 

日本原子力文化財団の「原子力」に関する世論調査について 

日本原子力文化財団は、原子力の平和利用に関する知識の啓発普及を行ない、その必

要性についての認識を高め、原子力が明るい文化社会の形成に寄与することを目的とし

て活動している。1969年に日本原子力文化振興財団として設立され、既に 50年余りの

歴史があるが、福島原発事故後の 2014 年に現在の名前に変えている。 

この財団では、2006年度から継続的に「原子力に関する世論調査」が行われており、

2020年 2月に第 14回目の調査結果が報告された（３）。調査では、全国の 15～79歳の男

女 1,200人から、原子力に対するイメージや今後の原子力発電利用等に関する意見を聞

いている。代表的な調査結果を図３原子力に対するイメージと図４今後利用すべきエネ

ルギーに示す。調査での設問は、前者の“原子力”については、「あなたは“原子力”と

いう言葉を聞いたときに、どのようなイメージを思い浮かべますか。次の中からあては

まるものをすべてお選びください。（○はいくつでも）」。後者の“今後利用すべきエ

ネルギー”については、「今後日本は、どのようなエネルギーを利用・活用していけば

よいと思いますか。以下にあげているエネルギーの中から、お選びください。（○はい

くつでも）」であった。 

原子力に対する国民の肯定的イメージ（必要、役に立つ）はもともと高くなく、2011

年の原発事故前には 30～35%と低迷しており、事故後はさらに落ちて 20%のレベルにな

った。一方、“危険”と“不安”の否定的イメージは、原発事故直後に 5～10%の増加が

見られたものの、50～70%の高いレベルをずっと維持している。ただ、最近の 2018 年、

2019 年では原子力のイメージに多少の回復が見られる。一般市民が原子力イメージの

項目を選択する際、エネルギーの重要性を深く認識している者でない限り、“必要”や

“役に立つ”を選択するよりも、“危険”、“不安”、“複雑”などの項目を優先的に選択

しやすいと思われる。 

一方、今後利用すべきエネルギーについては、太陽光と風力の再エネが最も高く、70

～85%のレベルを維持している。原子力発電については、事故前の 36%が事故直後に 16%

まで約 20%急落しており、その低いレベルのまま現在に至っていることが分かる。特に
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2011 年の原発事故前後で再エネの人気の上昇と原発の下落が顕著に見られる。ただ、

太陽光発電は、事故直後に 86.5%のピークを示したものの、2019 年の 75.5%まで 11 ポ

イント漸減した。これらの結果から、再エネは自然環境から得られるので地球に優しい

と思われているため、一般の支持が高いものの、その限界や問題点がだんだん理解され

てきたのではないかと考えられる。 

 

 

    図３ 原子力に対するイメージ 

 

          図４ 今後利用すべきエネルギー 

 

 

（株）原子力安全システム研究所の「原子力発電」に関する世論調査論文について 

 （株）原子力安全システム研究所は、原子力発電の安全性および信頼性の一層の向上

と、社会や環境とのよりよい調和に貢献することを目的に 1992 年に設立されている。

この研究所では、独立・第三者的な立場から、原子力発電の技術的側面と社会的側面の
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両方について幅広い研究の成果が公表されている。 

同研究所の北田淳子は、原発事故の前から継続的に、原発に対して朝日新聞、NHK、

内閣府等が行った世論調査に関する研究を行っており、ここでは 2013 年 3 月の発表論

文（４）を引用する。図５に 1978 年から 2010 年（原発事故の全年）までの 33 年間につ

いて、原子力発電に対する否定意見の推移を示す。同じく、図６には 2011 年 3 月の原

発事故直後から翌 2012年 3月までの 1年間に対する原子力発電否定意見の変化を示す。 

 世論調査での質問内容は調査機関によって微妙に異なる。図５の朝日新聞 A では、

「原発推進に賛成」又は「推進に反対」の 2択とし、「推進に反対」を選択した割合（％）

を示す。また内閣府 B では、「積極的に推進していく/慎重に推進していく/現状を維持

する」と「将来的には廃止していく/早急に廃止していく」のうち、後者を選択した割

合（％）を示す。この調査から言えることは、原発事故以前は全体として原子力発電に

反対する割合は少なく、朝日新聞 B でも 50%かそれ以下、内閣府 B では 20%以下であっ

た。 

ここで注目すべきは、「（原発を）現状維持する」意見は内閣府 Bの調査では否定意見

には入らないが、朝日新聞 A では「原発推進に賛成」の方には入らず、「推進に反対」

（否定意見）の方に傾くのではないかと思われる。この質問文の違いにより、結果とし

て両者の間に 20%程度の意見の開きが表れている。質問文の書き方を操作し、原発反対

の意見をより多くするような朝日新聞の意思も感じられる。このように世論調査では、

質問文の書き方によって、結果が微妙に違ってくることに注意する必要がある。 

 図６では、「増やす」「現状維持」「減らす」「すべて廃止」の 4 択のうち、「減らす」

と「すべて廃止」を選択した意見を否定意見として示している。調査機関で多少の違い

はあるものの、事故発生の 2011年 3月から 6月までの約 3か月の間に否定意見が 40% 

から 70％レベルまで約 30%急激に増加していること、また 2011 年 7 月以降は 70%の高

いレベルがそのまま続いていることが分かる。 
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図５ 福島原発事故までの長期的な原子力発電否定意見の推移 

 

 

     図６ 福島原発事故以降の原子力発電否定意見の推移 

 

      

 日本原子力文化財団と原子力安全システム研究所北田の二つの調査結果は、質問文が

相互に微妙に相違しているので、正確な比較はできないが、概して次のように言える。 

① 国民の“原子力イメージ”は、原発事故の前も後も一貫して否定的な感覚の傾向が

続いている。 
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原子力に対して“危険”、“不安”、“複雑”等の感覚を持つ人が多い理由として、

広島・長崎の原爆による負の影響の他、学校での放射線教育が長く中断していたこ

とが影響しているのではないかと考えられる。戦後まもなく、1951年から中学校理

科で放射線教育が行われていたが、1980 年にこれが消えて 2011 年に復活するまで

約 30年間、放射線教育のブランクがある。この間に義務教育を受けた人は、高等教

育で放射線を勉強した人を除いて、放射線がどんなものであるかを知らずに大人に

なっている。このため、一般の国民は、放射線を出す原子力はなんとなくぶきみで

不安の感情を持っていると思われる。原発事故後には、学習指導要領の改訂に伴っ

て、放射線や原子力が理科や社会科の教科書に多く採りあげられるようになったの

で、この傾向は今後徐々に改善されるのではないかと考えられる。 

 

② 一方、原発利用に対する否定的な意見は、原発事故の前までは割合低かったが、原

発事故後急増している。北田の調査結果では、事故の直前では否定意見が 40%程度

であり、半数以上の国民が原発利用に反対していなかったことを意味する。しかし、

事故により今後のエネルギーとしての原子力への期待が一気に下がり、その傾向は

事故後 9 年経った今もあまり変わっていない。原発に反対する意見の割合が事故後

高止まりしていると言える。 

 原発反対の意見が続いている背景には、事故後多くの避難民の避難生活が続いて

いること、東北の農水産物に対する風評被害が終息していないこと、事故炉の廃炉

作業が続き、汚染水対策が未解決であること等、原発事故による影響が長引いてい

ることがある。また、それらの影響を作り出した原因には、当時の政府の必要以上

に安全側に定めた安全規制や基準、国民が義務教育で放射線を学ばなかったこと、

一部マスメディアの偏向報道姿勢等、多くのファクターが絡んでいると言える。 

  

２．２．マスメディアの原発事故報道 

 

２．２．１．週刊誌の原発事故報道 

 

一般に広く購読されている週刊誌は、読者の知りたい情報やうわさ話を、中には科学

的に根拠のないものを含めて、感覚に訴えるような見出しを付けて報道している。一方

新聞やテレビは、公共的な立場から、比較的正確な情報を伝えているが、どちらかと言

えば無機質的に感情を込めない報道をしている。このため、週刊誌の情報は読む人の心

に響き、良くも悪くも、世論形成に強く影響しているのではないかと考えられる。 

福島県立図書館では 4週刊誌（週刊朝日、サンデー毎日、週刊新潮、週刊文春）の原

発事故に関する掲載記事の見出しを収録している（５）。ここでは、その中から 2011年 3

月 11 日の事故から翌年 3 月までの約 1 年間について、放射線や放射能の影響に関する
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記事を中心にレビューし、それぞれの週刊誌について内容と傾向を比較し、考察する。

なお、これら週刊誌の主な記事を、マスメディアの原発事故報道記事一覧/【週刊誌の

原発事故報道記事】として第 2 章の末尾に時系列に一覧したので、参照されたい。 

 

週刊朝日、サンデー毎日、週刊新潮、週刊文春の４つは、国内で読まれている代表的

な週刊誌であり、表 1 に示す通り、2011 年 4月～2012 年 3 月の 1 年間に合計 656万部

が発行されている。中でも噂の種になりそうな、一般の注意を引く記事を多く載せた週

刊文春の発行部数が最も多く、１年間に 283 万部、平均して毎週 54,400 部の週刊文春

が一般市民に読まれていたことになる。原子力や放射能の難解な解説よりも、その危険

性や怖さを伝える記事の方が読みやすく興味を引くと思われる。詳細は以下の各節で述

べるが、目に見えない放射線や放射能は不気味で“怖い”と感じ、反原子力の世論形成

に影響していった。 

筆者が原発事故後しばらく、原子力規制庁の放射線相談に関与していた際、“ぶらぶ

ら病”や“植物の巨大化”に関する問い合わせがあった。当時なぜそのような非科学的

な話が出るのだろうかと不審に思ったが、後で週刊誌に同様の記事の掲載があったこと

を知った。このようにおかしな報道が事故後数か月から一部の週刊誌に広がった。特に

小さな子供を持つ若い母親から、「自分はいいが、子供には被ばくさせたくない。どう

すればよいか」と言った切実で真剣な質問が多く寄せられた。原発事故の影響について、

どの週刊誌がどのような記事を報道したのかを、具体的に以下で見ていく。 

 

表 1  4週刊誌の発行部数（2011年 4月～2012年 3月）（６） 

週刊誌名称 出版社名 
2011年 4

月～6月  

7月～9

月 

10月～12

月 

2012年 1

月～3月 

2011年 4月

～2012年 3

月合計 

週刊朝日 朝日新聞社 233,334 224,731 220,962 218,250 897,277 

サンデー毎日 毎日新聞社 123,667 116,667 116,667 130,577 487,578 

週刊新潮 新潮社 602,113 583,959 583,731 568,930 2,338,733 

週刊文春 文芸春秋 727,917 710,584 712,000 683,364 2,833,865 

                              計 6,557,423部 

 

 

週刊誌の原発事故報道の内容と傾向について 

 

週刊朝日では、広瀬隆が原発と放射能の危険性に焦点を当てた記事“緊急連載 原発

破局を阻止せよ！”を、事後後すぐ 2011 年 4 月 1 日号の第 1 回目から約 1 年にわたり
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第 48 回まで切れ目なく掲載している。特に、第 1 回目では見出しを「子供の未来奪う

体内被曝の危険性」として放射能の子供に対する危険性を訴えている。また、第 3回目

の 4 月 15 日号では「放射能ばらまく人災に怒りの声を」と強い言葉で使い、その中で

“核最終処理まで 30年もかかる！ 福島原発のデスロード”として特集を組んでいる。

同号には、三嶋伸一は食品汚染の問題“汚染食品被曝量シンプル計算法 なにをどれだ

け食べると危険なのか”を記事にしている。中身を詳しく見れば、ベクレルからシーベ

ルトへの変換を行い、食品基準値程度に汚染した食べ物を食べても安全だとは言ってい

る。しかし、“放射能ばらまく”や“原発のデスロード”などの強烈な見出しの言葉は、

真偽を越えて読者の関心を引き、恐怖心を煽ったのではなかろうか。 

5 月 20 日号では、広瀬隆は「緊急連載７ 原発破局を阻止せよ！ 放射能汚染の学

校 学童疎開を急げ」を書いている。この中で、文科省が定めた学校の放射線基準値（年

間２０ミリシーベルト）について、次のように警鐘を鳴らした。“福島県の親たちが憤

激して立ち上がり、文科省に要請書を提出しました。国は、子どもを持つ親の切実な声

に耳を傾けて、ただちに、この危険きわまりない「安全基準」を即時撤回せよ！ 校庭

の土を入れ替えるなど除染作業が済むまで福島県内の小中学校は授業を中止して、汚染

の少ない地域に学童疎開させなければ危ない。”この報道がなされる少し前の 4月 29日

には、当時の内閣府参与の「20mSv は受け入れがたい」との涙の会見があり、子供の被

ばく問題が広く取り上げられる原因の一つになったと考えられる。 

また、この警鐘に呼応するように、6月には放射能汚染に関して３人の女性が次の記

事を書いている。「政府・東電の情報隠蔽が生む 終わりなき“放射能不安”地獄」（神

田知子ほか）、「福島県内放射能汚染・・小中学校２０ミリシーベルト問題 国の基準に

翻弄される保護者たち」（藍原寛子）、「終わりなき放射能汚染 魚、貝、肉、野菜、果

物、米…食べていいものはこう見分けろ・・」（大貫聡子ほか）。これらの記事は、特に

子供を持つ女性の関心を引き付けることになり、6 月以降も放射能汚染問題が食品と子

供を対象に拡大していくこととなった。 

7月から8月にかけてセシウム汚染牛肉の記事があり、この後も食品汚染の記事は継続 

して報道されている。10月に入ると、「衝撃！原発の敷地外からプルトニウム検出 ストロ

ンチウムは８０キロ圏に拡散」を神田知子ほかが記事にしている。微量に“検出”されることは

科学的にあり得ても、“衝撃！、ストロンチウム80キロ圏に拡散”などの報道を見ると、誰もが

ショックを受け、こんなところには住めないとパニックになるのではないか。知らない人が多い

ようだが、既に今から60年前の1960年代の米ソ冷戦時代に、核兵器を所有する国々が各地

で核実験を行った。このため、世界中がセシウム、プルトニウム、ストロンチウム等で汚染さ

れた歴史がある。このため、微量であって、健康に影響するようなレベルではないが、まだ各

地で今もセシウム、ストロンチウム、プルトニウム等は検出されているのである。 

 放射能の怖さを扇動するような報道が多い中、まともな記事もあった。田原総一朗が8月26

日号に「“脱原発”を唱えるだけで問題は解決するのか」を書いている。“脱原発”を唱えるだ
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けの風潮は危ないとして、再処理・核燃料サイクルや今後のエネルギー政策に関する課題を

挙げ、脱原発の“イズム”の段階はもう終わったとしている。 

 10月以降は原発事故に関する報道の頻度は少なくなり、東電に対する責任追及のような話

題に変わっていった。このように週刊朝日では、広瀬隆の記事を中心にして、原発事故直

後の4月から6月の早い時期から放射能の怖さや食品汚染の危険性を強い言葉で数多く

採りあげている。他の３週刊誌と比較すると、週刊朝日が最も反原子力の色彩の濃い報

道を継続して行っており、脱原発世論の形成に強く影響していると考えられる。 

なお、広瀬氏は 5 月 17 日までの連載記事の内容をまとめて、8 月に単行本「原発破

局を阻止せよ」（７）を出版している。 

  

 

サンデー毎日の報道は、他の週刊誌と同様に当然ながら、原発事故直後は炉心の冷却 

不能から溶融、その後の水素爆発、放射能放出による汚染の拡大等、事故の進行状況を

詳しく記事にしている。ただし、読者の注意を引きそうな過激な見出しや文言、中には

非科学的で、首をかしげるような記事が多い。例えば、「隠ぺいを放置すれば列島は放

射能まみれ」（中沢啓治、3 月 27 日号）、「福島第 1“トリプル・メルトダウン”セシウ

ムの雨降りそそぐ 列島被曝の戦慄」（大場弘行他、6月 5日号）、「我が子を守る“放射

能汚染”解毒法」（大場弘行他、7 月 3 日号）、「お汁粉状態の汚染水は“殺人水”だ」、

「“セシウム米”が実る秋」（徳丸威一郎他、6月 5日号や 8月 7日号）等である。特に

6 月 5日号の表紙と目次は図７に示すとおり刺激的である。 

“セシウムの雨降りそそぐ 列島被曝の戦慄”や“汚染水は殺人水”は、もう日本に

は住めないと多くの読者に感じさせる。編集元の週刊誌を売りたい気持ちは分かるが、

公の出版物としてあまりにも無責任ではないか。なお、中沢啓治は有名な漫画「はだし

のゲン」の執筆者である。 

  
      図７ サンデー毎日 2011年 6月 5日号の表紙と目次 
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9月から年末にかけては、食品汚染の健康への影響について報じる記事が多く掲載さ 

れた。たとえば、「完全保存版 放射能と食 第２弾 “秋の魚は大丈夫？”」（永見恵子、9月

4日号）や「時限爆弾内部被曝で 20年後に現れるがん」（大場弘行、9月 25日号）等であ

る。大場弘行は「2012 年の“放射能”食卓汚染」（2012 年 1 月 15 日号）も報道してい

る。ここでは陸と海での放射能汚染の広がりから、食物摂取による内部被ばくの可能性

に触れ、放医研等の専門家の意見も参照している。中身を見ると具体的な数値も載せて、

比較的冷静な書き方になっている。しかし、見出しからは事故のため翌年の 2012 年も

引き続き食物汚染が消えないであろうとの印象を感覚的に訴えている。 

 

これらサンデー毎日の見出しの言葉は、一般の読者、なかでも子供を育てる女性の感

情に直接響き、放射能の怖さと食物汚染への関心を高め、必要以上にその恐怖心を煽っ

ている。確かに事故直後はセシウムを含んだ雨も降ったであろうし、事故前よりも放射

線被ばくが高くなったのは事実であるが、肝心のどこまで被曝すれば健康に影響するの

かについてはほとんど書かれていない。書いてあっても、記事の終わりの方に少し触れ

ているだけである。普通の読者は見出しの“列島被曝の戦慄”（図５）を見れば、“危な

いから早く逃げよう”、“日本は大丈夫か？”と思うであろう。 

大場弘行の記事“放射能汚染解毒法”（7 月 3 日号）の後、生田哲が「家族のための

“放射能を解毒する”食事」（2011年 12月 16 日、講談社）、金谷節子が「今ある放射能

を消す食事」（2011 年 10月 11日、主婦と生活社）、伊藤伸彦が「家族を守る！！放射性

物質を除く食事」（2011 年 10 月 7 日、ローレンスムック）をそれぞれ単行本として出

版している。放射能を解毒できるのかと筆者も疑ったが、中身を読むと放射能を体内か

ら早く排出する方法のようだ。いずれにしても、放射線や放射能の“量”について言及

せず、悪影響だけを報道する姿勢は合理的ではない。多数の避難者が各地で長期にわた

って苦労することになった被害の現実を考えると、この報道姿勢は犯罪に値するのでは

なかろうか。福島県民が事故によって受けた被ばく量（推定値）は健康に影響する程の

レベルでないことが、早い時期から分かっていたのである。 

 

 

週刊新潮の報道には、週刊朝日やサンデー毎日とは異なる姿勢を感じとることができる。

事故発生後 2 週間経った 3 月 24 日号には、他の週刊誌と同様に東北地方の津波被害と

原発事故の特集を載せてはいるものの、その中に櫻井よしこの「コラム 日本ルネッサ

ンス 第 453 回 国難の克服を日本再生につなげよ」の記事が含まれている。彼女はこ

の連載コラムの中で、継続的に次のように訴えている。「第 457 回 最悪の原発事故、

情報公開の徹底を」（4月 21日号）、「第 460回 健康被害解決への専門家の声」（5月 19

日号）、「第 462 回 放射能除去で国土復興を目指せ」（6 月 2 日号）、「第 467 回 原発

安全対策、国民に明確に示せ」（7 月 7 日号）、「第 478 回 原発抜きで日本は生き残れ
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るのか」（9月 29日号）等である。この週刊誌では、事故後の最も早い時期から、原発

事故という国難を克服して将来へつなげる政策の必要性を説いている。この報道姿勢は、

週刊新潮以外の週刊誌には見られない。 

また、週刊新潮には放射線被曝を科学的に理解するための解説記事が多く掲載されて

いる。例えば、中川恵一は、3月 31日に「コラム がんの練習帳 第 94回 原発事故

と発がんリスク」を載せている。この連載コラム“がんの練習帳”では、「第 96回 放

射性ヨウ素は“期間限定”」（4 月 14 日）、「第 97 回 放射線量の“しきい値”がカギ」

（4月 21日号）、「第 99回“海外避難”は逆効果？」（5月 5-12日号）、「第 120 回 “過

剰”なガン検診」（10月 13日号）等、世間でうわさになった時期に合わせて、放射線の

身体への影響を分かり易く解説している。なお、“がんの練習帳”は新潮社から単行本

としても出版されている。 

週刊新潮には、原発事故に対する政府の対応への批判や放射能の怖さを煽る記事への

反論等も掲載された。例えば、「国民 7 割が呆れている“菅総理”無様な危機管理」や

「放射能教育を排除した“日教組”の功罪」（4月 28 日号）がある。ここでは放射能教

育について、“必要以上に怖がってしまったのは無知のゆえだ。日教組が排除してしま

ったので学校では放射能教育を受けていない。教育現場では原子力は危険だということ

だけを教えてきた”と書かれている。また、「日本中に不安をまき散らす“年間 1 ミリ

シーベルト”男“放射能ヒステリー”を煽る“武田邦彦（中部大学教授）”の正体」（7

月 28日号）もある。 

余談であるが、このころ反原子力の著書が数多く発刊された。武田邦彦は、2011 年 6

月の著作「エネルギーと原発のウソをすべて話そう」の中で“電気が足りないから原発？”

等はすべてウソと書いている。また、飯田哲也も同年 9月の著作「原発がなくても電力

は足りる！」に“検証！電力不足キャンペーン５つのウソ”として、“原発がないと電

気料金が月 1,000 円上がるのウソ”、“自然エネルギーは高コストのウソ”等と書いた。 

その後の経過から分かるように、これらのウソのほとんどが“ウソ”であることが証明

されている。 

2011 年秋には、週刊朝日もサンデー毎日も食物汚染による内部被ばくやがんへの恐

怖を多く報道しているが、週刊新潮では逆に国民を安心させるような報道も載せている。

例えば、9 月 1 日号の記事「大検証！ セシウムではガンにならないーWHO と国連科学

委員会によるチェルノブイリ報告書」、「12 万人のセシウム内部被曝の子ども、に健康

被害はなかった」等である。 

このように週刊新潮は他の３週刊誌と比較して、理性的で科学的根拠のある記事を数 

多く報道する姿勢を貫いている。原発事故の影響について、放射能の身体への影響を解

説することに留まらず、原発が将来の社会や産業に対してどのような役目を果たすのか

等、広い視点から原子力を論じていることに特色がある。 
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週刊文春では、記事の見出しに読者の興味を引くような過激な文言を使い、“小誌だ 

けが書ける”などとうたった記事が多い。記事を最後まで読むと、多くはそれほどおか

しいものではないが、放射線や原子力を知らない素人には見出しだけで強い負の印象が

残ってしまうのではないか。例えば、「“原発大パニック”東京からさっさと逃げ出す外

資と共同通信」（3 月 31日号）、「小誌だけが書ける“放射能汚染”本当の危機」（5月 19日

号）、「東京電力の大ウソ放射能地獄に日本は堕ちた “最初は下痢、ぶらぶら病。出血そし

て老化へ・・・”」（肥田舜太郎、5 月 26 日号）、「東日本大震災“隠されたスキャンダル” 放射

能汚染福島で不気味な植物巨大化進行中」（12月 29日号）等である。特に最後の“植物巨大

化進行中“の報道は科学的に不合理に思い、筆者も疑問に思って記事を読むと、最後に”放

射能との関係は定かではないが“などと小さく断っている。原子力に関する知識をほ

とんど持たない一般の国民がこのような見出しを見た場合、放射能の怖さに驚き、負

の感覚が長く残るであろう。記事の編集者は、面白い見出しを出せば週刊誌は売れる

だろうとの感覚であろうが、それが波及する影響の大きさを考えると、全く無責任な

商業主義と言わざるを得ない。 

 さらに、5 月 5-12 日ゴールデンウィーク特大号では、図８に示す通り、“本誌が掴

んで書かなかった全情報”とうたって、「福島原発戦慄ドキュメント 世界を震撼させ

た 45 日間」を中吊り広告として宣伝している。同じ特大号には、「“放射能汚染”福島

で何がおこっているのか 20 キロ圏立ち入り禁止、母乳、野菜、魚・・・」として、食物汚染の恐

怖も訴えている。 

週刊文春では“東京電力のウソ”の言葉を使った記事や、国の政策を非難する報道が

多い。東電については、前述 5月 26日号の「東京電力の大ウソ放射能地獄に日本は堕ち

た・・」の他にも、「ウソと放射能を垂れ流す東京電力に“公開質問状” ２９００ページ“事故デ

ータ”に重大疑問」（桜井 淳、6 月 23 日号）、「大特集 東電と放射能悪いヤツら 放射能被

曝野菜の真実 “出荷制限全面解除”本当にいいのか？」（浅川芳裕、7月 7日号）等である。

国の政策に対する非難では、「ワイド特集熱い胸騒ぎ セシウム汚染牛出荷政府は〝確信犯

〟だ！」（青沼陽一郎、7月 21日号）、「総力特集 新聞・ＴＶがまったく報じない“国家の危機” 

潜入ルポ“放射能汚染牛”農家が告発する“致命的な無策” ・・」（青沼陽一郎、8月 4日号）、

「菅直人原発事故福島県民２００万人を見捨てた大罪 米軍が調査した“高濃度汚染地域”通

告を無視」（8月 11-18日夏の特大号）、「ＴＨＩＳ ＷＥＥＫ 社会 原発の放射線被害へ募る不

安線量計・・ 枝野経産相よ、東電をなぜ破綻処理しない」（小宮一慶、9 月 29 日号）等であ

る。 
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  図８ 週刊文春 2011 年 5月 5-12日ゴールデンウィーク特大号中吊り広告 

 

 週刊文春のこれらの掲載記事からは、事故を起こした東電と政府の政策を、弱い庶民に替

わって“鉄槌を下す“のような姿勢が読み取れる。しかし、”ではどうすれば良いのか“につい

ては書かず、言いっぱなしのままである。この週刊誌がどれほどの知識と良識を持って報道

しているのか全く疑わしい。刺激的な見出しと内容から、国民の原発嫌いを助長するのに最

も大きく影響した週刊誌と考えられる。 

 

 

２．２．２．新聞の原発事故報道 

  

代表的な国民紙である朝日新聞と読売新聞の 2紙を採りあげ、原発事故直後から約 1

年間について原発事故とその影響、特に放射線や放射能に関する掲載記事を中心にして

縦覧し、考察する。朝日新聞の記事についてはインターネットから“原発関連記事一覧
（７）”を、読売新聞については“ヨミダス歴史館（８）”からそれぞれ検索した。両新聞の

報道では、週刊誌と比較してより真摯で正確な記事が掲載されているが、それぞれの新

聞社により、重点的に報道する内容にかなりの相違がある。朝日新聞は、原発事故によ

る国民の被害状況を詳しく伝え、反原子力の傾向の強い記事を掲載している。一方読売

新聞は、もちろん被害状況にも触れてはいるが、放射線や放射能に関する科学的解説や

原発事故からの復興に関する意見も含めて、社会に対する原子力の役割を認識した記事

を多く掲載している。 

各新聞の主な記事をマスメディアの原発事故報道記事一覧/【新聞の原発事故報道記

事】として第 2章の末尾に時系列に一覧したので、参照されたい。 

 

新聞の原発事故報道の内容と傾向について 

 

朝日新聞（８）の原発事故に関する報道回数は、当然ながら事故直後の 2011 年 3 月中
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旬から 10 月までの約半年間が最も多く、その後翌年の 2 月まで漸減し、丁度 1 年後の

2012 年 3 月 11 日前後にのみ一時的に増えている。特に事故直後の 3 月 12 日から 2 週

間は、毎日複数の記事で事故の進展と影響を詳細に報道している。3 月 12 日には、放

射性物質放出の可能性、正門付近は 20 倍、炉心溶融の可能性、住民避難を報道し、翌

13 日には、原発の爆発、保安院も東電も混乱、15 日には、当時の菅首相の東電現場へ

の訪れ等の記事になっている。 

3月の事故直後から 4月前半までの記事では、事故の進展状況を中心に詳しく報道し

ている。その後 4 月中旬からは食品汚染に関する記事が出始め、「コメ作付け禁止基準

を発表 土壌汚染、近く地域設定」（4月 9日）、「日本産食品の輸入規制、約５０カ国・

地域に 外務省」（4 月 12 日）、「福島県産のタケノコと山菜、基準超える放射性物

質」（5月 1 日）等が報道された。 

国内ではこれら食品汚染に関する報道が 4月から行われているが、国際放射線防護委

員会（ICRP）は、既に「被曝限度量の緩和提案 国際放射線防護委、移住回避促す」（3

月 26 日）の記事にある通り、日本政府に勧告を行っている。新聞では、“日本の現在

の基準は、一律に１ミリシーベルト。福島第一原発事故の影響が収まっても、放射能汚

染は続く可能性があると指摘し、汚染地域の住民が移住しなくてもいいよう、日本政府

に配慮を求めた形だ。”と報道している。 

5月に入ると、早くも原発反対の記事「原発反対、原子力委に意見急増 事故後に６

５００件」（5月 2日）等が出始めている。食品汚染については、「福島県産のタケノ

コと山菜、基準超える放射性物質」（5月 1日）、「福島の牛１万頭、２４都道府県に

受け皿 乳牛は殺処分」（5月 9日）等の記事がある。また、事故で放出された放射能

による汚染の広がりを「福島第一、土壌汚染８００平方キロ 琵琶湖の１．２倍」（5

月 11日）の記事に図９を加えて報道している。 

 

図９ 環境・食品への汚染ニュース（朝日新聞 201 年 5月 11日） 
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新聞の“土壌汚染琵琶湖の 1.2倍”、“チェルノブイリ原発の強制移住レベル以上”等 

の見出しを読めば、普通の国民は恐怖を覚えるであろう。汚染のレベルを数値で示し、

そこに住んだ場合にどの程度健康に影響するのかを示すことが大切である。しかし、朝

日新聞はそれをしていない。報道の意図が、国民の反原子力の感情の増幅につなげるも

のと考えてもおかしくないのではないか。 

 特に 5月から 6月にかけて“原発反対”に関する記事を集中的に報道している。5月

では、「原発反対、原子力委に意見急増 事故後に６５００件」（5月 2日）、「原発立

地１３道県、より否定的な傾向 朝日新聞世論調査」（5月 27日）。6月に入ると、「将

来的に“脱原発”賛成７４％ 朝日新聞世論調査」（6月 13日）、「“脱原発”求め１

千万人署名開始 鎌田慧さんら呼びかけ」（6月 16 日）、「“脱原発”全国弁護団結成

へ 秋にも各地で一斉訴訟」（6 月 17日）、「関電筆頭株主の大阪市長“脱原発”宣言 

社長にも伝達へ」（6月 18日）、「滋賀・嘉田知事“卒原発”訴え “安全は信じられ

ない”」（6月 21 日）、「福島県知事、脱原発を明示 県議会で姿勢転換を表明」（6

月 27 日）等である。その後も“朝日新聞世論調査”の反原子力の結果を記事にしてい

る。なお、4月 29日には、当時の小佐古内閣府参与の「20mSvは受け入れがたい」との

涙の会見があり、その反響が大きく、朝日新聞はその流れに乗ったように感じられる。 

 余談になるが小佐古参与の発言の経緯はこうである。当日、衆議院議員会館にて参与

辞意を表明する記者会見で、涙をうかべながら「私のヒューマニズムからしても受け入

れがたい」とし、特に学校の校庭利用基準である年間 20 ミリシーベルトについては、

「この数値を、乳児・幼児・小学生にまで求めることは、学問上の見地からのみならず・・・

私は受け入れることができません。」と述べた。原発で働く作業員の緊急時被曝線量限

度を年 100 ミリシーベルトから年 250 ミリシーベルトに引き上げたことについても反

対している。公職にある専門家のこの発言は、内容の真偽を越えて、反原子力又は嫌原

子力の世論の拡大に大きな影響を与えたと考えられる。なお、20mSv とは、ICRP が原発

事故時等の緊急時のために定めた基準 20～100mSv/年のうち、一番低い基準である。 

7 月には子供を放射能から守る全国ネットが結成された記事、8 月には“セシウム”

の名称が食品汚染の報道記事に現れ、9月に入ると放射能の除染問題がクローズアップ

された。10月には朝日新聞社の調査結果として、“全国土の３％が 1ミリシーベルト超

汚染している”旨の記事や“子供の甲状腺検査始まる”が報道されている。11 月以降に

なると原発事故に関する記事は量的に減少し、12 月の食品安全基準策定（一般食品

100Bq/kg 等）や学校給食には 40Bq/kg が検討されている等の記事が出ている。2012 年

1 月、2 月には避難者の現状や学校での原子力教育に関する記事が報道され、3 月には

住民のストレス、シイタケ出荷停止、世界各地での脱原発集会等の記事がある。 

朝日新聞では、自社の世論調査結果や海外の反原子力運動を多く採りあげ、国内外の

大多数が脱原発の方向に動いているような報道を行っている。前節でも述べたが、世論

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A8%98%E8%80%85%E4%BC%9A%E8%A6%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A0%A1%E5%BA%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B9%B3%E5%85%90
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%BC%E5%85%90
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%8F%E5%AD%A6%E7%94%9F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%A6%E5%95%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%BC%E3%83%99%E3%83%AB%E3%83%88
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調査では質問文の微妙な違いが結果に影響するので、慎重に読み取ることが大切である。 

 

読売新聞（９）の原発事故に関する報道回数も、事故直後の 2011 年 3 月中旬から 5 月上

旬までの約２か月間が最も多く、それ以降翌年 1 月までの半年間は少なくなっており、

その後 2 月から事故後 1 年目の 3 月 11 日にかけて一時的に増加している。特に事故直

後の 3 月 12 日から 3 月末までの 2 週間は、朝日新聞と同じく、毎日複数の記事で事故

の進展と影響を逐一報道している。 

報道内容の傾向を見ると、事故の進展状況や被害に関する情報はもちろん多い。しか

し、被災者への支援を呼びかける社説や放射線・放射能に関する解説等を 3 月中に集中

的に行っていることに特色がある。例えば、社説としては、「東日本巨大地震 原発事

故の対応を誤るな」（3 月 13 日）、「救助と支援 被災者へ十分な生活物資を」（3 月 14

日）、「計画停電 説明不足が招いた首都大混乱」（3月 15日）、「燃料不足 買いだめせ

ず被災地に物資を」（3月 17日）、「震災一週間 医療品供給と診療充実を急げ」（3月 19

日）、「放射能漏出 監視を強化し“食”の不安防げ」（3月 21 日）等である。また、放

射線・放射能に関する一般市民の理解促進のため、「ミリ・シーベルト」（3 月 14 日）、

「放射性物質」（3月 16日）の記事や、「過度に心配せずに 佐々木康人・日本アイソト

ープ協会常務理事」（3月 18日）の記事等が報道された。このように、読売新聞は社説

も使って、社をあげて原発事故からの回復に取り組んでおり、朝日新聞との姿勢の違い

が鮮明である。 

 このような姿勢はその後も続き、4 月にはチェルノブイリ原発の教訓、5 月には輸出

品に対する風評被害対策、6 月には原発事故賠償による被害救済に関する社説を、8 月

には復興体制の確率に関する社説を掲載している。特に後者の社説では、「読売緊急提

言 新首相の下で復興体制確立を」（8月 11 日）として、“・・国の責任で原発を順次、

再稼働させて行くべきである。太陽光等の自然エネルギーの普及を目指す方向は正しい

が、直ちに主要な電力源になることは期待できない”と述べている。当時の政府が、こ

れらの記事の意図するところを正確に理解し、適切な政策を実行しておれば、原発事故

の影響ははるかに少なく抑えられたのではないかと悔やまれる。 

9 月以降 12 月までの 3 か月間は、事故の被害に関する記事は少なくなり、翌年 1 月

から 2月にかけて、“復興”に関する記事が多く掲載された。例えば、“震災からの復興 

東北の新たな発展につなげよ”（2012 年 1月 4日社説）、「電力改革“競争”争点 ３識

者に聞くー特集」（2 月 8 日）、「第 7 回東北サミット 震災復興へ６県一丸―特集」（2

月 22日）、「復興・防災に 3.3兆円 都道府県予算案 がれき処理 汚染対策」（2月 23

日）等である。また、3月 11日は社説「鎮魂の月 重い教訓を明日への備えに」を報道

している。 

 

これらの報道記事から、朝日新聞と読売新聞の報道姿勢に大きな違いがあることが鮮
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明に分かる。朝日新聞は原発事故の進展状況や放出された放射能による被害状況を詳細

に報道している。一方、読売新聞はもちろん事故の進展状況や影響も報道しているが、

それだけではなく放射能や原発に関する科学的な知識を解説したり、復興のために社説

を組んだりしている。また、同じ報道対象についても、朝日新聞の方が放射能に対する

一般の不安を大きくするような書き方になっている。例えば、2011年 3月 20 日の朝日

新聞の報道では「【Ｑ＆Ａ】農作物から放射能、食べても平気？」としているのに対し

て、同日付の読売新聞では「＜解＞“飲食物摂取制限に関する指標”」を記事にしてい

る。これを読んだ読者は、朝日新聞では農作物に放射能が含まれるので、食べたり飲ん

だりすると問題があるのではないかと不安になり、神経質になりやすい。一方、読売新

聞では汚染された飲食物の危険度を知ることができ、自ら判断することができる。購読

する新聞によって、同じ対象であっても、読者へ与えるインパクトは全く異なる。 

特に対照的な報道姿勢が 2011年秋の 9月から 12月にかけて表れている。読売新聞に 

はこの間に原発事故の被害状況に関する記事は非常に少なく、「“震災便乗商法”ご用心 

放射能不安あおる 復興支援名目」（9 月 21 日）や「東日本大震災 明日への掲示板」 

（12月 22日）等、復興のための記事が多い。特に「明日への掲示板」には、一般市 

民の復興支援に関する情報提供が毎月記事になって報道された。一方、朝日新聞では、 

同じ時期に放射能による食品汚染や土地の除染問題を集中的に採りあげて報道してい 

る。例えば、「“コメ、東電が買い上げてほしい”嘆く基準超え農家」（9月 24 日）,「子 

どもの甲状腺検査始まる ３６万人に生涯実施 福島県」（10月 9日）、「年１ミリシ 

ーベルト超す汚染、８都県で国土の３％」（10月 11日）、「牛肉から規制値の３倍近 

いセシウム 岐阜で販売」（10月 20日）、「乾燥シイタケから基準超えセシウム」（11 

月 5日）、「ストロンチウム、４６２兆ベクレルが海に流出」（12月 18日）等である。 

報道の趣旨は、読者の注意を喚起することであろうが、“だから健康にどの程度影響す 

るのか”といった大切な内容はほとんど記事の中にないのである。 

 

このように放射線被ばくや放射能汚染、東電や政府の情報隠しやミスなどを突く悪い

ニュースばかりが毎日のように報道されると、放射線リスクがさも高いかのような印象

を作り出してしまう。その結果、多くの人は、わずかな被ばくでも健康影響を心配する

神経過敏に陥りやすい。その結果、小さなリスクにも多額の費用をともなう対策を要求

するようになり、結果的に税金の無駄遣いが発生することになる。今でも長期目標１ｍ

Sv を達成するために膨大な費用を使って除染作業が続けられているのは、その代表的

な例である。新聞の報道内容を最後まで読めば、全くのウソやミスは少ないのだが、取

り扱う対象の見出しや書き方から読者を偏った方向に導く力を持っていると考えられ

る。 

これも余談であるが、原発事故直後多くの外国人が日本を脱出した。例えば、在日フ

ランス大使館は、日本在住フランス人に対し、東京にとどまる必要のない場合「直ちに
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帰国あるいは日本の南部に避難するよう」勧告し、エール・フランス機まで用意した。

しかし、東京の年間自然放射線量は 2mSv 程度であって、原発事故時に瞬間的な増加は

観測されたものの、すぐに平常値に戻っている。一方フランスの年間平均放射線量は約

3mSv であるので、母国に逃げ帰ったフランス人は東京よりもよけいに被ばくしたこと

になる。いずれも放射線量は低いので、健康に影響の出るレベルではない。 

 

 なお、2011 年度の朝日新聞の発行部数は約 770 万部、読売新聞は約 980 万部であっ

た。従って、国民の総人口約 1.2億人のうち、約 15%の人が朝日新聞か読売新聞を購読

している計算になる。普通の家族は 2～3人で構成されているので、国民の 30%（3人に

1 人）程度が朝日新聞に日々目を通していると推定される。最近は新聞を購読しない若

年層が増えているので、中高年はもっと高い確率で朝日新聞か読売新聞を毎日読んでお

り、その報道の影響は無視し得ないと考えられる。 

 

 

２．２．３．テレビの原発事故報道 

  

国内では代表的なテレビ番組である“NHKクローズアップ現代”を採りあげ、原発事

故直後から約 1年間について原発事故とその影響に関する報道をチェックし、特に放射

線や放射能の影響に関する報道を中心に、内容と傾向について考察した。この番組の調

査は、「NHKクローズアップ現代プラス」（https://www.nhk.or.jp/gendai/ archives/）

を検索することによって行った。 

NHKクローズアップ現代のうち、原発事故報道に関する番組をマスメディアの原発事

故報道記事一覧/【テレビ：NHK クローズアップ現代の原発事故報道】として第 2 章の

末尾に時系列に一覧したので、参照されたい。 

 

テレビ（NHK クローズアップ現代）の原発事故報道の内容と傾向について 

 

2011 年 3 月 11 日の事故発生後しばらく、NHK のクローズアップ現代では大地震と津

波による被害状況を中心に報道しており、初めて原発事故の報道を特集として行ったの

は 3月 24日の「原発事故 広がる波紋」であった。その内容は、“事故が終息せず長期

化していく中、住民の避難や放射能汚染が広がっている、生活に欠かせない水や食品は

いまどうなっているのか？”であり、さらに“放射性物質の影響は？専門家は今のとこ

ろ健康に影響のあるレベルではないと指摘しているなかで、番組では正確な情報をわか

りやすく伝え、私たちはどうすべきなのか探っていく”としている。 

その後、4 月には地元を失いたくない避難者の状況、5 月には町の復活に動き出した

浪江町商工会青年部メンバーの活動、6月には政府の指示による浜岡原発の停止や福島

https://www.nhk.or/
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の被害者救済等の報道が続き、7 月下旬に入ると牛肉の放射能汚染、8 月の福島全県民

被ばく調査の報道等となっている。このテレビ番組では、目まぐるしく動く政府の安全

対策と事故の影響を受けた被災者の苦境に焦点を当てた報道となっている。 

9 月下旬頃から 11 月にかけては、食品の放射能汚染や放射線の身体への影響に関す

る情報に焦点を当てて、次のようなテーマで報道している。「放射能から子どもを守り

たい」（9 月 26 日）、「安全を守れるか 食品の放射能検査」（10 月 3 日）、「どう教える

“放射線”」（10月 11日）、「どうなる福島のコメ」（10 月 31日）、「黒毛和牛オーナー 7

万人の悲鳴」（11月 7日）、「放射性物質を減らせ」（11月 8日）等である。特に 9月 26

日のクローズアップ現代では“子供を放射能から守りたい”として 30～40 歳台の母親

がネットワークで 200 以上の団体でつながり、賛同者は 1600 人以上に発展したと詳し

く伝えた。ここでは、食品を独自に測定したり、「子供だけは特別の配慮を」と公聴会

に駆けつけ、専門家の意見を聞いて政府の意見募集に投稿したり、厚労相にも直接訴え

る等積極的な活動であったと伝えている。 

この食品放射能汚染に関するテレビ報道は、前述の週刊誌の掲載時期に連動して行 

われているように感じられる。週刊朝日の 9 月 16 日号では広瀬隆他の“止まらない放

射能拡散、広がる食品汚染・・”、同じく広瀬の 9 月 23日号“首都圏の放射能と汚染食

品の恐怖”の記事がある。また、サンデー毎日 8月 21-28日号の“誰が放射能から“食

卓”を守るのか？“（萩原博子）や週刊文春 9月 1日号の”イワシ、桃、茶葉、牛肉・・「放射

線」が検出された！“（青沼陽一郎）等が掲載されている。このように、特に 2011 年 9 月下旬

頃から食品の放射能汚染の話題が週刊誌やテレビで大きく広がり、小さい子供を持つ女性ら

の感性に触れ、国民の反原子力の世論形成に大きく影響していったのではないかと考えられ

る。 

2012 年に入ると、原発事故報道は一段落した感じで、放射線が高いホットスポット

が残っている話、原発事故に対する賠償問題、電力不足に対応するビジネスの課題、放

射能汚染に関する安全基準等、比較的冷静な目で事故の影響と対策を考える話題に移っ

ていった。 

 

 

２．３．マスメディアによる原発事故報道の問題点 

 

マスメディアは、当然ながらその役目として、原発事故の進展とその影響を刻々と

国民に報道した。放射線被ばくを避けるための住民の避難、食品の放射能汚染の健康

影響と対策、土壌の汚染拡大と除染活動、農業・畜産業・漁業等への影響等、被害の

実態と対応の詳細を伝えてきた。事故から 9年経った今でも、多くの課題が残されて

いる。避難者がまだ多く避難先で暮らしている。福島産の農水産物に対する風評被害

はまだ終息していない。国民の膨大な税金を使って除染作業が続いている。事故炉か
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ら出た処理水（一般には“汚染水”と呼ばれている）は溜まったままで海洋放出が出

来ていない。このように事故の影響が長期間続いていることが、結果的に脱原発の世

論形成に大きく影響していると考えられる。国民の脱原発世論の傾向は、事故後 1年

を経ずに高まり、それが今も高まったままである。 

脱原発世論の高まりに変化が少なく、高止まりのままになっている原因の一つにマ

スメディアの報道姿勢があると考えられる。マスメディアは、日々起きる災害の細部

におよぶ報道にこだわり、しかも売れる記事を書くとの商業主義が基本にあるため、

結果的に原発事故の全体像を伝えることを疎かにしていたのではないか。一部の専門

家から放射線の健康への影響等の解説が行われてはいたが、読者の興味は“危険で怖

い”記事の方により多く向けられたであろう。また、マスメディア自身にも、原子力

のような新しい科学技術の知識や、その知識を持つ人材を保有していないために、全

体を見通したバランスある情報を発信できなかったとも言えるのではないか。 

一般の国民が知りたいことは、日々の動きはもちろんだが、もっと大切なのは、原

発事故の全体像ではないだろうか。当時の民主党政権の枝野官房長官が「直ちに影響

はない」の発言を繰り返したが、放射線被ばくのレベルはどの程度なのか、被ばくが

どこまでなら安全なのか等、肝心なことは言わなかった。国民が本当に知りたいこと

は、「直ちに影響ないが、将来は危ないのか？」、「原発事故で最悪想定される被害

はどこまでなのか？」、「放射線被ばくの影響はどこまでなら大丈夫なのか？」、

「避難しなければならない基準は何なのか？」等であったと思う。 

これらの国民の疑問や心配に対して、政府・原子力委員会・原子力安全委員会等国

の責任ある機関は、充分な専門組織と専門家を抱えながら、どこも公式見解を出さな

かったし、今も出していない。例えば、「放射線被ばくは 100 ミリシーベルトを越え

なければ身体に影響は表れない。」と公式に発表し、さらに「100 ミリシーベルトを

一度に被ばくした場合には、ガン死の比率が 0.5%増加する。これは広島・長崎の原爆

の疫学調査や医学的な研究データに基づいている。」等と解説すべきではなかったか

と思う。今から思えば、日本原子力学会も組織として早期にその種の情報を発信すべ

きであったと思うが、やはり政府や国の責任ある組織からの発言の方が、確かな重み

があるはずである。 

 瀬川至朗は読売新聞オンラインで、事故の全体像の発信欠如について次のような意 

見を発信している（１０）。“私が周囲（家族、学生、大学関係者、メディア関係者）と話 

をしたかぎりでは、「政府や東電は本当のことを言っていない」「新聞やテレビは政府 

や東電の発表をそのまま書いているだけ」という不満の声が強かった。・・フランス放 

射線防護・原子力安全研究所（ＩＲＳＮ）は、福島第一原発の最悪のシナリオとして「溶 

解した炉心の放射能生成物の１００パーセントが大気中に放出されたという大惨事事 

態」を想定し、周囲の放射能汚染をシミュレーションしている。この場合でも、原発か 

ら３０キロ以遠では、甲状腺がん防止のためのヨード剤服用は不要との結果をネットで 
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紹介している。“  

また、英国でも東電福島事故発生後、早くも5日後に英国政府主席科学顧問が事故の

最悪想定と見通しを発表した（１１）。その内容は、“核燃料冷却失敗で溶融・爆発もあ

り得る”、“チェルノブイリ事故とは違う”、“メルトダウン最悪想定でも30㎞避難

で十分”、“東京からの脱出は必要なし”等であった。 

わが国の場合も、このような大局観が国の責任ある組織から早期に発信されていれ

ば国民が過剰に動揺することを防げたのではないか。“科学にだまされた”と言われ

るような原子力界、政府、専門家の信頼失墜につながることなく、脱原発世論の高止

まりを防げたのではないか。また、放射能を必要以上に怖がる国民の方にも問題があ

り、その原因は義務教育で放射線や原子力を学んでいないことにある。これは教育問

題に発展するので別途検討したい。 

 

 

２．４．マスメディアによる脱原発世論形成とその影響（まとめ） 

 

2011年 3月 11日の東電福島第一原発の事故以来、世論は反原子力又は脱原発の方

向に傾き、9 年経過した 2020年の今もその傾向が消えそうにない。この世論の形成に

は原発事故とその影響を報道したマスメディアの寄与が大きいと考えられ、次の週刊

誌、新聞およびテレビの報道について、最も大きく影響したと考えられる事故後約 1

年間の内容と傾向を調査した。 

   週刊誌（4誌）：週刊朝日、サンデー毎日、週刊新潮、週刊文春 

   新聞（2紙）：朝日新聞、読売新聞 

   テレビ：NHK“クローズアップ現代” 

調査の結果を俯瞰し、これらのマスメディアが国民の脱原発世論形成にどのように影

響したかについて、筆者の意見と考察を以下にまとめた。 

 

（１） 調査した新聞とテレビは、公共のメディアとして、原発事故の進展や東電・国

の対策、またその影響を、週刊誌より比較的冷静に正確に報道していたと考え

られる。一方週刊誌は、出版元によりそれぞれ取り挙げる記事の内容に偏りが

あり、“怖さ”を煽る見出しが多く使われていた。代表例として、2011年 5月

の大型連休の直前に発売され、多くの読者に読まれることを想定した各週刊誌

の見出しは次の通りであった。 

週刊朝日：「スクープ福島原発で異常高数値！ 東電が公表しない衝撃の

放射線量データ」、今西憲之ほか、2011年 5月 6-13 日号 

サンデー毎日：「風評被害は政府がつくる 農産物、大気のずさんな測定」、

－、2011年 5月 8-15日合併号 
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週刊新潮：「コラム がんの練習帳 第 99回 “海外避難”は逆効果？」、

中川恵一（5月 5-12日号） 

週刊文春：「“東日本大震災”本誌が掴んで書かなかった全事情 “放射能汚染”

福島で何がおこっているのか 20 キロ圏立ち入り禁止、母乳、野菜、

魚・・・」、――（5月 5-12日号） 

4 週刊誌ともに放射線や放射能の影響に関する報道であるが、それぞれ読者への

インパクトが異なるであろう。週刊朝日は、東電でも公表できないような“衝撃の放

射線量データ”があり、非常に危険であることを訴えている。サンデー毎日は農作物

や大気中の放射性物質測定が“ずさん”であり、結果として政府が風評被害を作っ

ていると非難している。週刊新潮では、当時被ばくを恐れて海外に多くの人が避難し

たが、放射線がより高い所に避難すれば逆効果になると解説している。週刊文春で

は、福島では放射能汚染で母乳も野菜も魚も危ないことを“本誌が掴んで書かなか

った全事情”を見出しで訴えている。 

 読者が週刊新潮の海外避難の記事を読めば、当時の福島の放射線被ばくや放射

能汚染に関する相場観がつかめると思われるが、他の週刊誌を読んだ場合、素人

には福島は“危ない”、“危険だ”の印象だけが残るのではないかと考えられる。  

 

（２） 政府は原発事故とその影響の推移に従って対応策を発出している。主な対応策

は、発出順に住民避難、食品汚染への対策、土地の除染、復興のための施策等

である。マスメディアは、当然これらを追いかけて記事を編集して報道してい

る。しかし、特に 4週刊誌については、発行元によって重点的に報道する政府

対応策や被害状況に明らかな相違が認められた。 

週刊朝日：放射線・放射能の危険性を理由に、東電や政府が原発を推進し 

てきた責任を追及する姿勢で統一されている。特に広瀬隆の緊 

急連載記事“原発破局を阻止せよ！“が中心になり、反原子力 

の主張を継続して展開している。週刊朝日のこの傾向は、同じ 

発行元の朝日新聞の掲載記事の傾向にも通じている。 

サンデー毎日：土壌汚染、食品汚染、風評に関して、放射線・放射能による

被害情報を重点的に報道している。例えば、「セシウムの雨降りそ

そぐ 列島被曝の戦慄」（大場弘行他、6 月 5 日号）、「“セシウム

米”が実る秋」（徳丸威一郎他、8月 7日号）や「2012 年の“放射

能”食卓汚染」（大場弘行、2012年 1月 15日号）等である。 

週刊新潮：放射線・放射能の科学的知識や原子力の役割等について、専門

家の意見を交えた解説記事が多い。中川恵一、宮崎慶次、長瀧

重信らによる解説記事が継続して報道された。また事故からの
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再興や原発の必要性に関する櫻井よしこの論考も多数掲載され

た。全体として事故からの早期再興を望む姿勢が感じられる。 

週刊文春：放射能の怖さを過激な見出しで報道しており、全体を通して無責

任な商業主義的姿勢が感じられる。例えば、「東京電力の大ウソ 

放射能地獄に日本は堕ちた “最初は下痢、ぶらぶら病。出血そして

老化へ・・・”」（肥田舜太郎、5 月 26 日号）等である。発行部数は 4 週

刊誌中週刊文春が最も多い。 

 

（３） 原発が存在することへの反対、または脱原発の主張を最も強く発信した新聞は

朝日新聞であり、その姿勢は週刊朝日の報道内容にも通じている。朝日新聞で

は、次のような記事を掲載して、国民の世論が反原子力に傾いていることを繰

り返し記事にしている。 

    「原発反対、原子力委に意見急増 事故後に６５００件」（5月 2 日） 

「原発立地１３道県、より否定的な傾向 朝日新聞世論調査」（5 月 27日） 

「将来的に“脱原発”賛成７４％ 朝日新聞世論調査」（6月 13日） 

「“脱原発”全国弁護団結成へ 秋にも各地で一斉訴訟」（6月 17 日） 

「福島県知事、脱原発を明示 県議会で姿勢転換を表明」（6月 27 日） 

「教科書、原発の負の側面を強調 各社が訂正申請」（12月 16日） 

    「世界各地で脱原発集会“フクシマを忘れるな”」（2012 年 3月 12日） 

   朝日新聞社の世論調査については、“客観を装った偏向”だとする批判(１２)もあ

る。前節で述べた通り、調査に使う質問文の書き方操作によって微妙に結果が異

なることもあり得る。世論調査の質問文まで遡って調べれば、微妙な違いを理解

できようが、一般の国民は大新聞の調査結果は世論を正確に反映していると信じ

るのではなかろうか。 

（４） 新聞は、朝日も読売も事故直後の約 1か月間は連日事故の進展状況や政府の対

応を冷静に報道しており、両紙の間に大きな差は認められない。当然ながら週

に 1回発行する週刊誌と比較して情報量は格段に多い。しかし、その後の 11

か月間の報道内容を見比べると朝日と読売の報道傾向の違いが明らかに認めら

れた。 

朝日新聞では、避難民や地元の農業・林業・漁業従事者に対する放射能の影

響と生活の窮状を詳しく伝える記事が多い。例えば次のような報道であり、原

発事故が地元住民を巻き込む大変な影響を与えたことを強調しており、前項の

世論調査結果に関する報道と表裏一体となっているように感じられる。 

「コメ作付け禁止基準を発表 土壌汚染、近く地域設定」（4月 9日） 

「海に流れた汚染水、４７００兆ベクレル 低濃度の３万倍」（4月 21日）  

「福島県産のタケノコと山菜、基準超える放射性物質」（5月 1日） 
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「放射能から守りたい 小中学生の県外避難広がる 福島」（5月 30日） 

「縮む福島 県外避難３．６万人、失業４．６万人」（7月 10日） 

「福島全域の牛の出荷停止指示 菅政権 検査体制整うまで」（7月 19日） 

「妊娠中の被曝、子どもへの影響は 福島の７千組調査検討」（8月 12日） 

「コメの全袋検査を検討 セシウム基準超の福島市大波地区」（11 月 20日） 

    「“福島在住はストレス”８割 福島、共同世論調査」（2012 年 3月 6日）、 

等々。 

一方読売新聞には、事故直後の早い時期から原子力や放射能の科学と身体へ

の影響を解説する記事が多く、福島の復興やそのための政府施策に対する社説

も多数掲載されている。例えば次のような報道であるが、朝日新聞にはこの種

の社説や記事は極めて少ない。読売新聞は、社として事故に取り組み、原発と

社会のかかわりを展望して論じる姿勢を貫いている。 

（社説）「東日本巨大地震 原発事故の対応を誤るな」（3月 13日） 

 ＜解＞「放射性物質」（3月 16日） 

「農家風評被害を懸念、放射性物質検出 専門家“人体に影響ない”」（3月 20

日） 

 ＜解＞「飲食物摂取制限に関する指標」（3月 20日） 

（社説）「放射能漏出 監視を強化し“食”の不安防げ」（3月 21日） 

    「基礎からわかる原子力発電（上）＝特集」（3月 30日） 

    ｛論点｝「原発事故 輸出品に風評 正確・迅速な情報海外へ（寄稿）」（4月

19日） 

    （社説）「観光の復興 “日本は安全”を PRしたい」（5月 19日） 

    （社説）「放射能汚染 綿密な健康調査で不安を拭え」（5月 24日） 

（社説）「原発事故賠償 東電と政府は被害救済を急げ」（6月 1日） 

｛震災復興 読売新聞社緊急提言｝（8月 11 日） 

    （社説）「震災からの復興 東北の新たな発展につなげよ」2012 年 1 月 4 日、 

等々。 

（５） テレビ NHK の“クローズアップ現代”では、他のマスメディアと同様、事故後

数か月間は放射能汚染の広がりや避難住民の苦境等を詳しく報道している。そ

の後は、放射能で汚染された食品や放射線被ばくによる身体への影響に関する

報道が中心になっている。例えば、2011年 9月 26日報道の「放射能から子ど

もを守りたい ～母親たちのネットワーク～」では、母親たちのネットワーク

活動（200 余の団体、賛同者は 1600 人以上）を紹介している。また、放映の見

出しが“視聴者に問いかける形”になっていることが多い。それが視聴率を上

げる手段とも考えられるが、一般の視聴者は問いかけられると、“何か問題が

あるのではないか”、“本当のところはどうなっているのだろうか”と興味を感
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じると同時に不安も感じるのではないだろうか。例えば次のような見出しがあ

り、いずれも視聴者に問いかけている。 

「牛肉になぜ ～広がる放射能汚染～」（7月 25日）、 

「全県民被ばく調査 ～不安は解消できるか～」（8月 3日） 

「安全を守れるか 食品の放射能検査」（10月 3日） 

「どうなる福島のコメ」（10月 31日） 

    このように“クローズアップ現代”では、市民に寄り添う形で、その被害や 

   苦境を採りあげて詳細に報道している。一方、原子力の役割や意義、事故から 

   の復興等を正面から取り扱い、真剣に考える報道はほとんど見られなかった。 

このことは、読売新聞や週刊新潮の報道姿勢とは大きく異なっているように感

じられる。 

  

NHKの報道については、小島正美（元毎日新聞記者）が“メディアを読み解く力”
（１３）の中で、“NHK は優れた番組も数多く制作して一般には公正・中立と信じら

れているが、それは大間違いだ”と批判している。例として 2011 年 12 月 28 日

放映の“追跡-真相ファイル 低線量被ばく・揺らぐ国際基準”のドキュメンタリ

ー番組での間違いを指摘した。ここでは“原発の近くに住む人たちの間では低い

放射線量でもガンが増えている、また ICRP の基準を曲解して“原発を推進する

人たちで作った国際組織（ICRP）が、低い放射線量のリスクを緩めたままにして

きた”と報道している。この番組については SNW/エネルギー問題に発言する会が

NHKに訂正を求めて何度も抗議（１４）しているが、そのような経緯はテレビでは報

道されていない。 

 

２．５．マスメディア以外の原発事故報道と影響～インターネットの活用 

 

最近はインターネット技術の発展に伴い、メール、フェイスブック、ツイッター等

を利用した情報の発信受信が普通に行われるようになった。特に 2011年 3 月の事故

は、今までに経験したことのない原子力発電所に関わる事故であり、国民の不安と関

心がインターネットを活用した情報の流れを加速したように感じる。従来の新聞、テ

レビ、週刊誌等のマスメディアだけでは物足らず、「本当は原発で何が起きているの

か？」「東電や政府は隠しているのではないか」、「放射能はどこまで危険なのか？本当

のことを知りたい。」、「小さな子どもは大丈夫なのか？」等々、より詳しい情報を知り

たいとの思いから、ネット上の様々なサイトにアクセスする人たちが増加した。これ

らに対して詳しい情報、専門的な情報、あるいは批判や冷やかし等、様々な情報が発

信され、それを多数のユーザーがフォローして、膨大な情報が交換されるようになっ

た。 
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こんな具体例がある。早野龍五（東大教授）（２８）は、福島原発事故の翌日（2011 年 

3 月 12 日）から東京電力や県・市町村の発表している放射線に関するデータを集め

てグラフにしツイートしたところ、たちまちフォロワーが 3,000件から約 15 万件に

急増した。多くの人たちがこのような情報 を求めていることが分かり、彼は集計・分

析したデータを順次公開していった。しかし、被ばくの健康影響に対する一般の恐れ

が何年経っても容易に消えないことを実感し、今きちんと教育しておかないと今後何

十年も払しょくできないことになるとの思いもあって、福島の高校生とフランスの高

校生との意見交換会を企図した。 

伊藤守は、この新しい現象を著書「ドキュメント テレビは原発事故をどう伝えたの

か」（１５）の中で次のように言っている。“３．１１原発事故は、結果的に、市民とメデ

ィアの関係を決定的に変えた。・・テレビと市民との間の関係を決定的に変える歴史的

なターニングポイントとなった。今まではマスメディアから市民が情報を受け取り、

ほぼ同一の情報を共有する構造であったが、これからは市民自らが情報を中継し、発

信することで情報の拡散性が増した。” 

このような情報の流れの変化は、一般人が多くの情報や知識を迅速に受け取ること

ができる意味で大変好ましいように思われる。しかし、前節で示したように、週刊朝

日の反原子力の主張や週刊文春等の放射能の危険性を煽るような情報も、うわさや不

正確な情報も交えて、即座に読者に届くことになる。一般に普通の市民は、“安全な

話”より、“危険な話”や“怖い話”の方により強く興味を示す傾向がある。この情報

交換の増大現象も、結果的に反原子力世論の傾向を早めた要因になるのではないかと

考えられる。 

 

この情報の流れの変化は、他方では原子力の専門家を通して、原発事故とその影響

の実態を国民に正しく知らせることにも役立ったように感じられる。特に原発事故の

場合は、メディアに放射線や原子炉に関する深い専門知識がなければ、正確な情報を

発信することは難しい。このため、メディアが大学や在野の原子力専門家の意見を聞

く場面が多くなった。この現象に関して、宮崎緑は千葉商科大学の学内誌「紀要」の

中で次のように書いている（１６）。“東日本大震災による福島原子力発電所の事故を巡っ

て、ネットコミュニティがもう一段機能を進化させたことが明らかになった。メディ

アで要請される専門家たちが先にネット上で発言の調整を行い、統一見解を普及させ

る効果が認められたのである。これはメディアの編集権を一部吸い上げる機能といえ

よう。換言すれば情報流通でマスメディアより上位の位置を占める結果となったと言

っても過言ではない。・・マスメディアより優位に立った意思決定の新しいパラダイム

を見出すことができるのである。” 

 このように原発事故に関する情報の流れの変化を考察すると、次のことが言えるよ

うに思う。一部の週刊誌、新聞、テレビのマスメディアが放射能の危険性を煽り、政
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府の原発政策を非難し、それらの情報がネットて迅速に拡散したため、脱原発の世論

が急速に形成されることに寄与した。一方では原子力の専門家がマスメディアやネッ

ト情報を調整する機能を果たしている。例えば、「エネルギー問題に発言する会」（１７）

や「日本原子力学会シニアネットワーク連絡会」（１８）の会員は、原子力界での体験を

基にして、営利団体に所属していない立場から、原発事故の科学的分析や原子力の役

割や意義について自由に発言している。 

  

最近の新型コロナウィルスの世界的な猛威に対して、民間の専門家や識者がネット

を使って、効果のありそうな対策を種々伝えている。また、3密やソーシャル・ディ

スタンスを確保するために、学校ではネット授業、会社ではネット会議が頻繁に行わ

れるようになり、これらが定着するかも知れない。国際エネルギー機関（IEA）のビロ

ル事務局長は、「新型コロナウィルスがもたらした危機によって、電力の供給保証がこ

れまで以上に重要欠くべからざるものであることが再認識された」と 3月 22 日

LinkedInに投稿したと公表している。コロナウィルスの危機による経済活動の途絶

で、数百万の人々が自宅にこもってテレワークで仕事をこなし、買い物は電子商取引

サイトに頼っているが、これらは全て信頼性の高い電力供給によって支えられてい

る。世界を巻き込んだコロナウィルス問題は、はからずも電力確保の重要性を我々に

再認識させている、との主旨である。この変化が今後の社会にどのように影響するか

はまだ明らかではないが、生活の豊かさにプラスの方向に作用することを期待した

い。 

 

 

 

マスメディアの原発事故報道記事一覧 

 

【週刊誌の原発事故報道記事】 

 

週刊朝日 

・「緊急復刊アサヒグラフ東北関東大震災全記録２０１１．３．１１」、2011 年 3 月 30

日号  

・「緊急連載１ 原発破局を阻止せよ！ 子供の未来奪う体内被曝の危険性」、広瀬隆、

2011年 4月 1日号 

・「体内被曝の真実 ホウレンソウ、牛乳…ほんとに大丈夫なの！？」、国府田英之ほか、

2011年 4月 1日号 

・「緊急連載２ 原発破局を阻止せよ！ 食物連鎖で濃縮 放射能の危険な罠」、広瀬隆、

2011年 4月 8日号 
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・「緊急連載３ 原発破局を阻止せよ！ 放射能ばらまく人災に怒りの声を」、広瀬隆、

2011年 4月 15日号 

・「汚染食品被曝量シンプル計算法 なにをどれだけ食べると危険なのか」、三嶋伸一、

2011年 4月 15日号 

・「“安定した”は真っ赤な“嘘” 福島原発３度目の水素爆発の危険性 推進派からも

“政府は無策”と批判の声」、三嶋伸一ほか、2011 年 4月 22 日号 

・「“放射能がうつるう～！”イジメ始まった福島差別の愚」、神田知子ほか、2011年4月29日号 

・「スクープ福島原発で異常高数値！ 東電が公表しない衝撃の放射線量データ」、今西

憲之ほか、2011年 5 月 6-13日号 

・「緊急連載７ 原発破局を阻止せよ！ 放射能汚染の学校 学童疎開を急げ」、広瀬隆、

2011年 5月 20日号 

・「政府・東電の情報隠蔽が生む 終わりなき「放射能不安」地獄 梅雨・猛暑・台風

シーズン間近 放射能から身を守れ！」、神田知子ほか、2011 年 6月 3日号  

・「福島県内放射能汚染 専門家も“ありえない” 小中学校２０ミリシーベルト問題 国の基準

に翻弄される保護者たち」、藍原寛子、2011年6月3日号 

・「終わりなき放射能汚染 魚、貝、肉、野菜、果物、米…食べていいものはこう見分けろ じ

わじわ広がる土壌・海水汚染 食品安全検査は機材も人も足りずにお手上げ」、大貫聡子

ほか、2011年6月10日号 

・「数値一挙掲載 あなたの街の放射能汚染 福島・宮城・岩手 中学校の雨どいの下で45.1

マイクロシーベルト」、大貫聡子ほか、2011年6月24日号 

・「原発破局を阻止せよ！１４ 福島の汚染深刻 学童疎開に協力を」、広瀬隆、2011 年

7月 8日号 

・「放射能の食品被害 ついに西日本へ 本紙デスクも食べていたセシウム汚染牛肉」、上

田耕司ほか、2011年7月29日号 

・「セシウム牛肉全国へ 食肉メーカー、スーパー、百貨店、料理店などを直撃！ “おたくの

肉は大丈夫？“」、神田知子ほか、2011年8月5日号 

・「放射能 ２百キロ圏でがん患者４０万人！？ ＥＣＲＲバスビー博士が警告」、きくちゆみ、

2011年8月12日号 

・「田原総一朗のギロン堂 そこが聞きたい！ 連載６５０ “脱原発”を唱えるだけで問題は解

決するのか」、田原総一朗、2011年8月26日号 

・「原発破局を阻止せよ！ スペシャル対談 止まらない放射能拡散、広がる食品汚染、

迫る大地震・・“原発は現地で止めるしかない」、広瀬隆ほか、2011 年 9月 16日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ２５ 首都圏の放射能と汚染食品の恐怖」、広瀬隆ほか、

2011年 9月 23日号 

・「衝撃！原発の敷地外からプルトニウム検出 ストロンチウムは８０キロ圏に拡散」、神田

知子ほか、2011年10月21日号 
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・「原発破局を阻止せよ！ スペシャル対談 東電はごまかしている！“津波前から原

発は制御不能だった”の決定的証拠」、広瀬隆ほか、2011年 11月 4日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ３２ 食品にセシウムを入れたのは誰だ！」、広瀬隆ほか、

2011年 11 月 11日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ３９ 除染後も続く汚染、今からでも避難を」、広瀬隆ほか、

2011年 12 月 30日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ４０ 東電が責任放棄 追認する国の狂気」、広瀬隆、2012年1

月6-13日号 

・「しがみつく女 連載１４８ イチャモンはやめてくれ “追跡！真相ファイル 低

線量被ばく 揺らぐ国際基準”」、室井佑月、2012 年 2月 24日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ４６ 再稼働を阻止するために ５ 子供だましのウソが

横行する」、広瀬隆ほか、2012年 2月 24日号 

・「原発破局を阻止せよ！ ４８ 福島第一と浜岡 末期的事故の予感」、広瀬隆ほか、

2012年 3月 9日号 

・「発掘スクープ！ 福島第一原発最高幹部が語った 封印された放射能汚染地図 

“北海道から静岡まで”の恐ろしい中身」、本誌取材班、2012 年 3月 16日号 

・「１キロあたり１００ベクレル ４月１日、セシウム新基準値の適用開始 食卓から消える魚は

これだ！」、国府田英之、2012年4月6日号 

 

サンデー毎日 

・「世界最大級 M9.0 東日本大震災 原発“溶解”戦慄の放射能汚染」、武内亮、2011 年

3月 27 日号 

・「隠ぺいを放置すれば列島は放射能まみれ」、中沢啓治、2011年 3月 27 日号 

・「緊急増刊 東日本大震災〔１〕 巨大津波襲来 死者・行方不明２万人庁 福島第

一原発炉心 

融解」、2011年4月2日号 

・「放射線降る街をゆく[南相馬市][双葉町][伊達市月舘町]」、広河隆一、2011年4月10日特

大号, 

・「“フクシマ”激震 官邸・保安院・東電“悪トモダチ作戦”１０の隠蔽」、田倉直彦

他、2011年 4月 17日号 

・「高濃度汚染水 ＧＷには１２万トンに倍増するも処理のメドなし！」、藤後野里子、2011年

4月24日号 

・「放射能とがん 最低限これだけ知らないと危ない」、村田久美、2011年 5月 1日号 

・「風評被害は政府がつくる 農産物、大気のずさんな測定」、－、2011年5月8-15日合併号 

・ 「浜岡停止はそんなに大英断か 今すぐ止めるべき原発」、藤後野里子ほか、2011年5月

29日号 
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・「メルトダウン“福島第１”“死の水”９万トンの行方 未知なる恐怖 地下水被曝」、

山田厚俊ほか、2011年5月29日号 

・「福島第 1“トリプル・メルトダウン”セシウムの雨降りそそぐ 列島被曝の戦慄」、

大場弘行他、2011 年 6月 5日号 

・「お汁粉状態の汚染水は“殺人水”だ」、徳丸威一郎、2011 年 6月 5日号 

・「フクシマ・シンドローム 福島の子どもは“学童疎開”」、大場弘行、2011年6月12日号 

・「フクシマが哭いている 低線量・内部被ばくから身を守る」、藤後野理子、2011 年 6

月 19日号 

・「我が子を守る“放射能汚染”解毒法」、大場弘行他、2011 年 7月 3日号 

・「内部被曝に克つ“食の防衛”」、徳丸威一郎ほか、2011年7月17日号 

・「政経外科 “反原発”の声が上がる理由を一度でも考えたことがあるか」、佐高信、2011 年

7月 24 日号 

・「“放射能”と闘うニッポンの母」、大場弘行、2011 年 7月 24 日号 

・「“セシウム米”が実る秋」、徳丸威一郎他、2011 年 8月 7 日号 

・「幸せな老後の一歩 すべてが後手後手に回る原発事故への対応 一体、誰が放射能

から“食卓”を守るのか？」、萩原博子、2011年 8 月 21-28日号 

・「“放射能”溜め込む森林」、藤後野里子、2011年8月21-28日号 

・「完全保存版 放射能と食 第２弾 “秋の魚は大丈夫？”」、永見恵子、2011年9月4日号 

・「完全保存版 放射能と食 第３弾＜実りの秋 食卓再点検＞」、奥村隆、2011年 9月

11日号 

・「関東圏１８０地点放射能汚染地図 都心に潜むチェルノブイリ級」、徳丸威一郎ほか、

2011年 9月 18日号 

・「時限爆弾 内部被曝で 20年後に現れるがん」、大場弘行、2011 年 9月 25 日号 

・「放射能から逃げる移住急増中 失敗しない“田舎暮らし”」、藤後野里子、2011 年 9

月 25日号 

・「鉢呂“放射能をつけたぞ”報道の検証」、山田厚俊、2011 年 10 月 2日号 

・「最凶“プルトニウム”２５４億ベクレルはどこまで飛んだのか」、徳丸威一郎、2011

年 10月 23 日号 

・「首都圏に降り注いだストロンチウム」、奥村隆ほか、2011 年 10 月 30日号 

・「１都１１県汚染地図で一目瞭然 新米の安全度」、大場弘行ほか、2011 年 11月 6日

増大号 

・「１００ベクレル超の“危ない食品”激増 放射性物質“暫定規制値”見直しの死角」、

徳丸威一郎ほか、2011年 11月 20日号 

・「１都８県８３自治体の“放射能検査” 子どもの給食は本当に安全か」、大場弘行ほ

か、2011年 11月 27 日号 

・「検査で分からない“危険な放射性物質”」、奥村隆、2011 年 12月 18日号 
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・「福島産忌避は風評被害でなく消費者の知恵」、秋山豊寛、2011 年 12月 25 日号 

・「牛乳汚染スパイラルから子どもを守れ」、「おせち料理、モチはどこまで大丈夫か？」、

－、2012年 1月 1-8 日号 

・「2012年の“放射能”食卓汚染」、大場弘行、2012 年 1月 15日号 

・「放射能で発がん危険度“女性は男性の 1.5倍”」、土方細秩子、2012年 2 月 12日号 

・「東京湾に放射能汚泥堆積中 汚染は北方領土から伊豆半島まで」、大場弘行、2011 年

3月 18 日号 

・「チェルノブイリ、福島、広島・・・災後１年に問う原発と放射能」、木下昌明、2011

年 3月 25日特大号 

・「食品放射能“新基準”で浮上 “要注意”は牛肉、シイタケ、川魚」、大場弘行、2011

年 4月 22日特大号 

 

週刊新潮 

・「未曾有のマグニチュード 9.0 東北沿岸部壊滅 “巨大地震”暴虐の爪痕」（見出し）、

2011年 3月 24日号 

  「東工大卒だから視察を強行した“菅総理”禁断のパフォーマンス」、 

「コラム 日本ルネッサンス 第 453 回 国難の克服を日本再生につなげよ」、桜井

よしこ 

・原発パニック! 放射能より怖い“流言流語”! 日本列島を席巻した“デマ”と“噂”

に惑った」、－、2011年 3月 31日号 

・「コラム がんの練習帳 第 94 回 原発事故と発がんリスク」、中川恵一、2011 年 3

月 31日号 

・「毎日牛乳 1 トンを堆肥に捨てる“福島酪農家”の嘆き」、南慎二（撮影）、2011 年 4

月 7日号 

・「コラム がんの練習帳 第 96回 放射性ヨウ素は“期間限定”」、中川恵一、2011 年

4月 14 日号 

・「コラム がんの練習帳 第 97回 放射線量の“しきい値”がカギ」、「福島県の魚と

野菜は 100 キロ食べてもガンになれない」、中川恵一、2011 年 4月 21日号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 457回 最悪の原発事故、情報公開の徹底を」、櫻井

よしこ、2011 年 4月 21日号 

・「国民 7 割が呆れている“菅総理”無様な危機管理」、「福島ナンバーなら落書きされ

る深刻な“放射能差別”」、「放射能教育を排除した“日教組”の功罪」、――、2011 年

4月 28 日号 

・「“再臨界”の 1号機で“水蒸気、爆発”から地球被曝が起きる」、小出裕章、2011 年

4月 28 日号 

・「“再臨界”なく“爆発”を防ぎながら収束へ」、宮崎慶次、2011 年 4月 28 日号 
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・「コラム がんの練習帳 第 99 回 “海外避難”は逆効果？」、中川恵一、2011 年 5

月 5-12日号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 460 回 健康被害解決への専門家の声」、桜井よし

こ、2011年 5月 19日号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 462回 放射能除去で国土復興を目指せ」、桜井よし

こ、2011年 6月 2日号 

・「知られざるフクシマ“20 キロ圏内”絶望に支配される牛の悲劇」、－、2011 年 6 月

16日号 

・「“菅政権”どの面下げて安全宣言! マッチポンプと世間が嗤う! 全ての“原子力発電

所”停止で日本の明日」、－、2011 年 6月 30日号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 467回 原発安全対策、国民に明確に示せ」、桜井よ

しこ、2011 年 7月 7 日号 

・「復興予算“20 兆円”で東北がゴーストタウンになる！」原田泰、2011 年 7 月 28 日

号 

・「日本中に不安をまき散らす“年間 1 ミリシーベルト”男“放射能ヒステリー”を煽

る“武田邦彦（中部大学教授）”の正体」、――、2011 年 7月 28日号 

・「テンポ ビジネス “放射能汚染”懸念が煽る“2010 年産米”価格」、――、2011 年

8月 11-18 日号 

・「大検証！ セシウムではガンにならないーWHO と国連科学委員会によるチェルノブ

イリ報告書」、――、2011 年 9月 1日号 

・「12 万人のセシウム内部被曝の子ども、に健康被害はなかった」、長瀧重信、2011 年

9月 1日号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 478回 原発抜きで日本は生き残れるのか」、櫻井よ

しこ、2011 年 9月 29日号 

・「コラム がんの練習帳 第 120 回 “過剰”なガン検診」、中川恵一、2011 年 10月

13日号 

・「福島・コメ作り名人でも苦戦する“風評被害”」、伊藤諭、2011 年 11月 24日号 

・「御用学者と呼ばれて“第 3 弾”原子力と放射能の専門学者座談会 放射線への過大

評価は、すなわち他のリスクに対する過小評価である」、澤田哲生他、2011 年 12 月 8

日号 

・「コラム がんの練習帳 第 130 回 ヒトの体も“放射線源”」、中川恵一、2011年 12

月 22日号 

・「無闇に恐れない！新刊専門書放射線の健康影響を平易に解説」、－、2012 年 2月 2日

号 

・「コラム 日本ルネッサンス 第 499回 原発事故克服に専門家を活用せよ」、桜井よ

しこ、2011 年 3月 1 日号 
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「“補償金リッチ”で“避難準備区域”解除でも自宅に帰らない」、――、2012年 3月 8

日震災１周年追悼号 

・「御用学者と呼ばれて 第 4 弾 原子力と放射能の専門学者座談会 決定版“低線量

被曝と内部被曝”の正しい知識」、松原純子他、2012 年 3月 8日震災１周年追悼号 

・「脱原発で人がもっと死ぬ！『「反原発」の不都合な真実』」、－、2012 年 3 月 15日号 

・「コラム がんの練習帳 第 142 回 “リスク”を見る目を養う」、中川恵一、2012 年

3月 22 日号 

・「コラム がんの練習帳 第 143 回 “飯舘村”再生のために」、中川恵一、2012 号年

3月 29 日号 

「コラム がんの練習帳 第 145回 復興を妨げる“がれき受け入れ拒否”」、中川恵一、

2012年 4月 12日号 

 

週刊文春 

・「CATCH UP 危機的状態が続く福島第一原発事故 瓦礫と煙の中の終わりの見えない

戦い」、――、2011 年 3月 31日号 

・「総力検証世界を震撼させたレベル 5“原発大パニック”東京からさっさと逃げ出す外

資と共同通信」、――、2011 年 3月 31 日号 

・「CATCH UP 育てて、採って、搾って、捨てて 放射性物質検出の四県で原乳、野菜が

出荷制限に」、田中茂、2011 年 4月 7日号 

・「放射性物質“汚染食品”風評か、本当に危ないのか 産地徹底ルポ 野菜、牛乳の

次は米、魚が消える！？」、青沼陽一郎、2011年 4 月 7日号 

・「CATCH UP 新聞・テレビでわからない大震災➀ 避難所になった宮城・女川原発 混迷

の福島原発とは何が違ったのか？」、田中茂、2011年 4月 14日号 

・「CATCH UP 故郷を奪われた人々の届かない想い“俺はここにずっといるよ” 最悪の汚染区

域、飯舘村の現在」、飯田勇、2011年 4月 21日号 

・「“東日本大震災”本誌が掴んで書かなかった全事情 “放射能汚染”福島で何がおこってい

るのか 20キロ圏立ち入り禁止、母乳、野菜、魚・・・」、――、2011年 5月 5-12日号  

・「総力特集小誌だけが書ける“放射能汚染”本当の危機 放射能恐怖報道どこまでエスカレ

ートするのか」、――、2011年 5月 19日号 

・「東京電力の大ウソ放射能地獄に日本は堕ちた 隠されていたメルトダウン、作業員にも死

者が出た」、――、2011年 5月 26日号 

・「東京電力の大ウソ放射能地獄に日本は堕ちた “最初は下痢、ぶらぶら病。出血そして老

化へ・・・” 内部被曝患者 6,000 人を診た医師が警告する」、肥田舜太郎、2011 年 5 月 26

日号 

・「東京電力の大ウソ放射能地獄に日本は堕ちた 菅政権が妨害した海洋調査の恐るべき

“放射能汚染データ”」、上杉隆、2011年 5月 26日号 
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・「総力特集東京電力“放射性物質”終わりのない恐怖 原発“海産物汚染”戦慄データを全

公開！」、上杉隆、2011年 6月 2日号 

・「渾身ルポ後編 チェルノブイリで起こったことはフクシマで起きる」、青沼陽一、2011 年 6 月

2日号 

・「“震災復興”白熱５大討論！ 原子力か、自然エネルギーか／財源は国債か、増税か／電

力不足には計画停電か、節電か／国主導か、地方主導か／農業、漁業の賠償…一線を

どこで引くか」、－、2011年 6月 9日号 

・「衝撃レポート放射能と日本のコメ 福島で何が起こっているのか わずか１カ所の土壌検

査で市内の田植えは始められた」、青沼陽一郎、2011年 6月 16日号 

・「ウソと放射能を垂れ流す東京電力に“公開質問状” ２９００ページ“事故データ”に重大疑

問」、桜井 淳、2011年 6月 23日号 

・「総力特集堕落したケモノたちの群れ ５時間で停止“汚染水浄化なんて夢のまた夢” 原発

作業員が告発する“灼熱の地獄”」、鈴木智彦、2011年 6月 30日号 

・「CATCH UP メルトダウンから１００日原発３０キロ圏内の酪農家に密着２カ月 終りのない汚

染、何も見えない未来」、郡山総一郎、2011年 6月 30日号 

・「大特集 東電と放射能悪いヤツら 放射能被曝野菜の真実 “出荷制限全面解除”本当に

いいのか？」、浅川芳裕、2011年 7月 7日号 

・「ワイド特集熱い胸騒ぎ セシウム汚染牛出荷政府は〝確信犯〟だ！」、青沼陽一郎、2011

年 7月 21日号 

・「総力特集 新聞・ＴＶがまったく報じない“国家の危機” 潜入ルポ“放射能汚染牛”農家が

告発する“致命的な無策” 問題の稲ワラはここから全国にバラまかれた」、青沼陽一郎、

2011年 8月 4日号 

・「菅直人原発事故福島県民２００万人を見捨てた大罪 米軍が調査した“高濃度汚染地域”

通告を無視」、－、2011年 8月 11-18日夏の特大号 

・「都内スーパーを徹底調査！イワシ、桃、茶葉、牛肉・・・“放射線”が検出された！ “108 品

目”完全リスト」、青沼陽一郎、2011年 9月 1日号 

・「文春図書館 今週の必読 かってない汚染に直面。われわれはどうすればいい？“放射能

に生きる”武田邦彦」、河崎貴一、2011年 9月 8日号 

・「ＴＨＩＳ ＷＥＥＫ 社会 原発の放射線被害へ募る不安線量計、病院の検査の信頼度 枝

野経産相よ、東電をなぜ破綻処理しない」、小宮一慶、2011年 9月 29日号 

・「命懸け潜入ルポ 福島第一原発“絶望の現場”で働いた！ 初めて明らかになる驚愕の事

実」、鈴木 智彦、2011年 10月 13日号 

・「山から放射能が降ってくる福島市“最悪の被曝地帯”」、青沼陽一郎、2011 年 10 月 13 日

号 

・「CATCH UP 不肖・宮嶋の被災地異聞 津波は自然までも狂わせたのか 川では鮭か釣り放

題、ススキとともに桜咲く」、宮嶋茂樹、2011年 10月 20日号 
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・「“海の放射能汚染”漁師たちの闘い 福島、宮城、茨城、千葉漁港縦断ルポ」、青沼陽一郎、

2011年 11月 10日号 

・「スギ花粉にセシウムがついて来る！？ 花粉症対策に深刻な問題提起」、青沼陽一郎、

2011年 12月 15日号 

・「東日本大震災“隠されたスキャンダル” 放射能汚染福島で不気味な植物巨大化進行中」、

――、2911年 12月 29日号 

・「東京電力と放射能の“タブー”すべて話そう」、坂本龍一ほか、2012 年 1 月 19 日新春特大

号 

・「CATCH UP脱原発へのカウントダウン」、三宅史郎、2012年 2月 9日号 

・「セシウム“スギ花粉”が放射性物質を日本に拡散する」、青沼陽一郎、2012年 3月 1日号 

・「“東日本大震災”終わらない恐怖と一瞬の光 “４歳児と７歳児に『甲状腺がん』の疑い！” 

私はこう考える 山下福島医大副学長の〝安全講話〟御用学者は即刻退場せよ」、伊藤

隼也、2012年 3月 8日号 

・「“原発廃炉”40年後に待つ“地獄絵図” 汚染廃棄物の捨て場がない」、東京新聞原発取材

班、2012年 3月 15日号 

・「“震災復興”不都合すぎる真実」、田中康夫ほか、2012年 4月 5日号 

 

 

【新聞の原発事故報道記事】 

 

朝日新聞（２３） 

・2011年 3月 12日「放射性物質放出の可能性 福島原発、格納容器の弁開放へ」 

・2011年 3月 12日「制御室 1千倍の放射線 正門付近は 20倍 福島第一原発」：政府

は原発から半径３キロ以内としていた避難指示を半径１０キロに拡大した。 

・2011年 3月 12日「福島第一原発１号機、炉心溶融の可能性 安全・保安院」 

・2011年 3月 12日「不安抱え“とにかく西へ” 福島原発周辺４万人超避難」 

・2011年 3月 13日「確認中・わからない…原発爆発、保安院も東電も混乱」 

・2011年 3月 14日「３号機の爆発、数百メートルの噴煙 福島第一原発」 

・2011年 3月 15日「首相、東電訪れ“どうなってるんだ” 危機管理後手後手」：「テ

レビで爆発が放映されているのに、官邸には１時間くらい連絡がなかった。一体どう

なっているんだ」「あなたたちしかいないでしょう。撤退などありえない。覚悟を決

めて下さい。撤退した時は、東電は１００％つぶれます」と述べた。 

・2011年 3月 16日「高い放射線量、復旧阻む ４号機 米軍にヘリ散水要請へ」 

・2011年 3月 17日「避難所など震災関連死２７人 医療設備不足や寒さ響く」 

・2011年 3月 17日「放射能に汚染された飲料水・食品規制へ 厚労省が基準値」 

・2011年 3月 19日「農産品から暫定規制値超える放射能“健康に影響ない値”」 
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・2011年 3月 20日「【Ｑ＆Ａ】農作物から放射能、食べても平気？」 

・2011年 3月 20日「北茨城市のホウレンソウ、ヨウ素検出 規制値の１２倍」 

・2011年 3月 21日「水道水から基準値３倍超す放射性ヨウ素 福島・飯舘村」 

・2011年 3月 24日「“お水までも…”子ども連れ、西へ西へ」：東京都葛飾区の主婦

宇都（うと）歩さん（３１）は、３カ月の長男を連れて大阪市内の夫の実家を頼って

やってきた。東京ではミネラルウオーターを使って料理をし、風呂には入らなかった

という。「地震だけなら大丈夫だったけど、お水まで駄目とは。（放射性物質は）目に

見えないものなので不安」とこぼした。 

・2011年 3月 26日「海水から基準濃度の１２５０倍放射性物質 福島第一原発」 

・2011年 3 月 26日「被曝限度量の緩和提案 国際放射線防護委、移住回避促す」：日 

本の現在の基準は、一律に１ミリシーベルト。福島第一原発事故の影響が収まっても、

放射能汚染は続く可能性があると指摘し、汚染地域の住民が移住しなくてもいいよう、

日本政府に配慮を求めた形だ。 

・2011年 3月 26日「“魚食べて心配ない” 原子力安全委、海水汚染巡り見解」 

・2011年 4月 2日「大気中の放射線量、各地で低下傾向続く」 

・2011年 4月 9日「コメ作付け禁止基準を発表 土壌汚染、近く地域設定」 

・2011年 4月 12日「日本産食品の輸入規制、約５０カ国・地域に 外務省」 

・2011年 4月 14日「福島沖コウナゴ、基準大幅に上回る放射性物質」 

・2011年 4月 21日「海に流れた汚染水、４７００兆ベクレル 低濃度の３万倍」 

・2011年 5月 1日「福島県産のタケノコと山菜、基準超える放射性物質」 

・2011年 5月 2日「原発反対、原子力委に意見急増 事故後に６５００件」 

・2011年 5月 9日「福島の牛１万頭、２４都道府県に受け皿 乳牛は殺処分」 

・2011年 5月 11日「福島第一、土壌汚染８００平方キロ 琵琶湖の１．２倍」    

・2011年 5月 27日「原発立地１３道県、より否定的な傾向 朝日新聞世論調査」 

・2011年 5月 30日「放射能から守りたい 小中学生の県外避難広がる 福島」 

・2011年 6月 7日「母乳から再び微量の放射性物質 福島在住の７人」 

・2011年 6月 13日「将来的に「脱原発」賛成７４％ 朝日新聞世論調査」 

・2011年 6月 16日「「脱原発」求め１千万人署名開始 鎌田慧さんら呼びかけ」 

・2011年 6月 17日「「脱原発」全国弁護団結成へ 秋にも各地で一斉訴訟」 

・2011年 6月 18日「関電筆頭株主の大阪市長「脱原発」宣言 社長にも伝達へ」 

・2011年 6月 21日「滋賀・嘉田知事「卒原発」訴え 「安全は信じられない」」 

・2011年 6月 27日「福島県知事、脱原発を明示 県議会で姿勢転換を表明」 

・2011年 7月 10日「縮む福島 県外避難３．６万人、失業４．６万人」 

・2011年 7月 11日「妊婦・子ども優先の内部被曝検査始まる」 

・2011年 7月 12日「出荷の６頭は５都府県に セシウム検出牛、一部は販売」 

・2011年 7月 12日「食品からの被曝「相当小さい」 厚労省審議会が見解」 
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・2011年 7月 13日「子を放射能から守る全国ネット結成 独自に食品安全基準」 

・2011年 7月 13日「汚染牛肉８都道府県で４３８キロ消費 流通の３割」 

・2011年 7月 19日「えさ汚染牛、計６４８頭に 山形・新潟でも見つかる」 

・2011年 7 月 19日「汚染わら調査、全都道府県に拡大 農水相発表」、「福島全域の

牛の出荷停止指示 菅政権 検査体制整うまで」 

・2011年 7月 24日「汚染わらを食べた牛、１４道県で２５７０頭出荷」 

・2011年 7月 25日「福島の子ども３６万人甲状腺検査 県民全員に健康手帳」 

・2011年 7月 28日「放射能基準超え牛３１頭 わら汚染受け全国調査中間集計」 

・2011年 8月 1日「検査済み国産牛の販売開始 イオン、本州・四国６００店」 

・2011年 8月 2日「コメの放射線検査、収穫前後の２段階で 農水省方針」 

・2011年 8月 12日「妊娠中の被曝、子どもへの影響は 福島の７千組調査検討」 

・2011年 8月 26日「除染に予算２２００億円 今秋以降の作業本格化向け」 

・2011年 8月 27日「原発事故の放出セシウム、原爆の１６８倍 保安院公表」 

・2011年 8月 29日「神奈川・南足柄の茶、出荷停止解除 セシウム基準下回る」 

・2011年 9月 3日「福島の野生キノコ、基準の５６倍セシウム」 

・2011年 9月 5日「首都圏で除染の動き広がる 住民の声受け国に先行」 

・2011年 9 月 7日「「東北の野菜や牛肉、健康壊す」教授発言に一関市長抗議」：岩手

県一関市の勝部修市長は６日、読売テレビ（大阪市）系列の番組で中部大の武田邦彦

教授が一関市を挙げて「東北の野菜や牛肉を食べたら健康を壊す」などとした発言を

取り消すよう抗議のメールを送った。 

・2011年 9月 14日「「食料と放射能」に高い関心 全国紙５紙調査」 

・2011年 9月 24日「「コメ、東電が買い上げてほしい」嘆く基準超え農家」 

・2011年 10月 9日「子どもの甲状腺検査始まる ３６万人に生涯実施 福島県」 

・2011年 10月 10 日「国の除染基準、１ミリシーベルトに引き下げ 環境省案」 

・2011年 10月 11日「年１ミリシーベルト超す汚染、８都県で国土の３％」：東京電力

福島第一原発の事故で放出された放射性物質による被曝（ひばく）線量が年１ミリシ

ーベルト以上の地域は、８都県で約１万３千平方キロ（日本の面積の約３％）に及ぶ

ことが朝日新聞社の集計で分かった。環境省は１０日に国の責任による除染地域を年

１ミリシーベルト以上とする基本方針案を決めた。同省は当初、年５ミリシーベルト

以上を基準とし、範囲を福島県内約１８００平方キロとしてきたが、７倍に膨らむ計

算だ。 

・2011年 10月 15 日「横浜市検査でもストロンチウム検出 港北区の側溝」 

・2011年 10月 19 日「放射性物質の汚染マップ、全国対象に作製へ 文科相発言」 

・2011年 10月 20 日「牛肉から規制値の３倍近いセシウム 岐阜で販売」 

・2011年 11 月 5日「乾燥シイタケから基準超えセシウム 横浜市の公園で加工」 

・2011年 11 月 20 日「コメの全袋検査を検討 セシウム基準超の福島市大波地区」 
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・2011年 12月 1日「給食に放射能基準 １キロ４０ベクレル 東日本１７都県」 

・2011年 12月 7日「長期帰還困難区域を設定へ 原発避難地域を３区分に再編・2011

年 10月 20 日」 

・2011年 12 月 16 日「教科書、原発の負の側面を強調 各社が訂正申請」 

・2011年 12 月 18 日「ストロンチウム、４６２兆ベクレルが海に流出」 

・2011年 12 月 20 日「被曝した母から生まれた子、健康調査を拡大 環境省」 

・2011年 12月 23日「一般食品の放射能、１００ベクレル 新基準案を了承」：食品に

含まれる放射性物質の新たな基準案が２２日、厚生労働省の審議会で了承された。「一

般食品」は１キロ当たり１００ベクレル、「乳児用食品」と「牛乳」は５０ベクレル、

「飲料水」は１０ベクレル。新基準は原則、来年４月１日から適用される予定だ。 

・2012 年 1月 22日「原発教育、事故後も交付金 辞退の自治体相次ぐ」 

・2012 年 1月 25日「子の甲状腺調査、「問題ない」大半 福島県が中間報告」 

・2012 年 2月 2日「食品の放射線新基準「厳しすぎる」 文科省審議会」 

・2012 年 2月 15日「栃木２市の原木シイタケ出荷停止 基準超す放射能検出」 

・2012 年 2月 29日「セシウム放出４京ベクレル 従来推計の２倍 気象研」 

・2012 年 3月 6日「「福島在住はストレス」８割 福島、共同世論調査」 

・2012 年 3月 8日「宮城・丸森町のシイタケ出荷停止 基準超のセシウム検出」 

・2012 年 3月 8日「２０～３０キロ圏でプルトニウム２４１ 原発事故原因か」 

・2012 年 3月 12日「世界各地で脱原発集会 「フクシマを忘れるな」」 

・2012 年 3月 12日「原発再開「反対」が５７％ 朝日新聞世論調査」 

・2012 年 3月 23日「福島など５県産の肉・卵の輸出再開へ 香港向け」 

・2012年 4月 10日「栃木・千葉のシイタケ、出荷停止を拡大」 

 

読売新聞（２４） 

・2011年 3月 13日「東日本巨大地震 電力不足 300 万世帯分停電、地域ごと 1日 3時

間」 

・2011年 3月 13日「東日本巨大地震“日本人の秩序の敬服”中国紙が震災大扱い」 

・2011年 3月 13日（社説）「東日本巨大地震 原発事故の対応を誤るな」 

・2011年 3月 14日「東日本巨大地震 計画停電最大 6時間 鉄道、医療機関も＝神奈

川」 

・2011年 3月 14日「東日本巨大地震 被災他“水、米が足りない”物資不足深刻」 

・2011年 3月 14日＜解＞「ミリ・シーベルト」 

・2011年 3月 14日（社説）「救助と支援 被災者へ十分な生活物資を」 

・2011年 3月 14日「福島原発爆発 放射性物質拡散の恐れ 保安院“20キロ内 屋内

避難を”」  

・2011年 3月 15日「備蓄石油を放出」 
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・2011年 3月 15日「自衛隊・米軍共同作業進む 緊密協力同盟アピール」 

・2011年 3月 15日（社説）「計画停電 説明不足が招いた首都大混乱」 

・2011年 3月 16日「東日本巨大地震 都内でも放射線量急増 自治体“落ち着いて行

動を”＝東京」 

・2011年 3月 16日「福島第一原発 放射能対策冷静に 不要不急の外出避ける」  

・2011年 3月 16日「日銀 20兆円追加供給 地震による市場混乱防止」 

・2011年 3月 16日＜解＞「放射性物質」 

・2011年 3月 17日（社説）「燃料不足 買いだめせず被災地に物資を」 

・2011年 3月 18日「水道水飲用“問題なし”」＝東京 

・2011年 3月 18日「過度に心配せずに 佐々木康人・日本アイソトープ協会常務理事」 

・2011年 3月 18日「東電 火力発電増強へ 設備新設、休止中は再稼働」 

・2011年 3月 19日「福島から続々避難“放射能の影響心配”＝神奈川」 

・2011年 3月 19日（社説）「震災一週間 医療品供給と診療充実を急げ」 

・2011年 3月 20日「各地の放射線量」 

・2011年 3 月 20日「農家 風評被害を懸念、放射性物質検出 専門家“人体に影響な

い”」 

・2011年 3月 20日「福島県の 4万 2000人 全身除染基準以下」 

・2011年 3月 20日＜解＞「飲食物摂取制限に関する指標」 

・2011年 3 月 21日（社説）「放射能漏出 監視を強化し“食”の不安防げ」：東京電力

福島第一原子力発電所の事故は、沈静化を目指して、懸命の作業が進められてい

る。・・・東京都などで水道水から放射性物質が検出された。ごく微量で健康に影響

はない。・・・水道水は浄水の過程で、放射性物質をほぼ除去できる。摂取しても直

ちに健康に影響するほどの量ではない。冷静に対応しよう。・・・風評被害を防ぐた

めに、政府や都道府県は、検査の徹底で安全が確保できることを、国民に繰り返し、

丁寧に説明すべきだ。 

・2011年 3月 26日「外国人出国 2万人増 成田から 19 万人＝千葉」 

・2011 年 3 月 28 日「海外から支援続々 日本側、調整に時間申し出、生かし切れず」 

・2011年 3月 30日「基礎からわかる原子力発電（上）＝特集」 

・2011年 4月 10日「東日本大震災 放射能 影響広がる 風や雨に乗り拡散」 

・2011年 4月 10日｛検証・東日本大震災｝（１）福島第一原発事故＝その２（連載） 

・2011年 4月 10日｛大震災・世界の教訓｝（１）チェルノブイリ原発（連載） 

・2011年 4月 10日（社説）「トモダチ作戦、日米同盟深化の重要な一歩だ」 

・2011年 4 月 14日「“当面住めない”首相発言 与野党に波紋“住民感情逆なで”“不

用意だ”」 

・2011年 4 月 19日「大震災の課題考える 電力、防災、放射能 東洋大が緊急シンポ

＝東京」 
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・2011 年 4 月 19 日｛論点｝「原発事故 輸出品に風評 正確・迅速な情報海外へ 佐

藤玖美氏（寄稿）」  

・2011年 4月 22日「県外避難者に差別被害 教室で陰口、不登校に 福島ナンバーお

断り＝福島」 

・2011年 5月 12日「“日本の信頼”取り戻せ 海外での風評被害対策 食品、工業品・・ 

効果まだ」 

・2011年 5月 19日（社説）「観光の復興 “日本は安全”を PRしたい」 

・2011 年 5 月 21 日｛論点｝「大震災の教訓と課題 新たな原発テロ対策必要 湊間巌

氏（寄稿）」 

・2011年 5月 24日（社説）「放射能汚染 綿密な健康調査で不安を拭え」 

・2011年 6月 1日（社説）「原発事故賠償 東電と政府は被害救済を急げ」 

・2011年 6月 21日「海水浴場“風評”に悲鳴 “予約 9割減”茨城の旅館」 

・2011年 7月 25日「放射能不安あおる不審業者」（除染うたう 50万円器具 ネット通

販で測定器届かず） 

・2011年 8 月 11日｛震災復興 読売新聞社緊急提言｝＝その２（復興特区、孤独死防

ぐ絆作り、除染作業を本格化・・） 

・2011年 8月 11日（社説）「読売緊急提言 新首相の下で復興体制確立を」 

・2011年 9月 2日「東日本大震災 明日への掲示板」 

・2011年 9月 9日「東日本大震災 6か月 福島 大移動 放射能“脱出”続くー特集」 

・2011年 9月 21日「“震災便乗商法”ご用心 放射能不安あおる 復興支援名目」 

・2011年 12月 22日「東日本大震災 明日への掲示板」＊毎月“明日への掲示板”で情

報提供している 

・2012 年 1月 4日（社説）「震災からの復興 東北の新たな発展につなげよ」 

・2012 年 1月 11日「東日本大震災 10か月 人口流出 地域に試練―特集」 

・2012 年 1月 29日「低線量被曝 生活への影響はーその２」 

・2012 年 2月 8日「電力改革“競争”争点 ３識者に聞くー特集」 

・2012 年 2月 22日「第 7回東北サミット 震災復興へ６県一丸―特集」 

・2012年 2月 23 日「復興・防災に 3.3兆円 都道府県予算案 がれき処理 汚染対策」 

・2012 年 3月 2日「東日本大震災 1年 食の安全 出荷停止 30食品超すー特集」 

・2012 年 3月 2日「東日本大震災 1年 がれき・除染 3県がれき処理 5.6%ー特集」 

・2012 年 3月 11日（社説）「鎮魂の月 重い教訓を明日への備えに」 

・2012 年 3月 11日「東日本大震災 1年 大量がれき 復興の妨げ」 

・2012 年 3月 13日｛再生へ｝「細野豪志環境・原発相 がれき処理 日本全体で」 

・2012 年 3月 16日｛復興掲示板｝ 

・2012 年 3月 25日｛復興掲示板｝ 

・2012年 3月 28日「高校教科書ページ 12％増 文科省検定 震災・原発事故記述来春
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から使用」 

 

 

【テレビ：NHK クローズアップ現代の原発事故報道】 

・2011 年 3 月 24 日「原発事故 広がる波紋」：原発事故が終息せず長期化する中、周

辺地域の被害も広がり続けている。放射性物質が福島県内だけでなく周辺地域でも相次

いで測定。避難や屋内退避の対象になっていない半径３０キロ圏外の市町村の中にも、

物資の不足から集団移転など考え始めたところがある。更に周辺地域の野菜や水道水に

も放射性物質が検出され始め、影響は更に広がる様相を見せている。私たちの生活に欠

かせない水や食品はいまどうなっているのか？放射性物質の影響は？専門家は今のと

ころ健康の影響に影響のあるレベルではないと指摘しているなかで、番組では正確な情

報をわかりやすく伝え、私たちはどうすべきなのか探っていく。 

 

・2011年 4月 7日「町を失いたくない～福島・浪江町 原発事故の避難者たち」：地震、

津波、そして、原発事故が襲った福島県浪江町。住民約二万人の殆どが福島第一原発か

ら 20 キロ以内に暮らしていたため、いつ終わるともしれない避難生活が続いている。

未曾有の苦難に直面し「故郷・浪江町を決して失いたくない」という思いで堅くつなが

る人々を通して、原発事故に直面した地元の町の今を追う。 

 

・2011年 5 月 11日「故郷（ふるさと）はどうなるのか～福島・浪江町 原発事故に直 

面する人々～」：地震と津波、そして原発事故に見舞われてから２か月を迎える福島県

浪江町。最新の調査で町の放射線量が高いことも判明し、避難生活が年単位に及ぶ恐れ

も高まってきた。そうしたなかでも希望を捨てずに動きだしたのが、町の将来を担うと

期待されていた商工会青年部のメンバーだ。町の復活をあきらめない人々の姿を追う。 

      
図１０ 2011 年 5月 11日      図１１ 2011 年 6月 7日 

 

・2011年 6 月 7日「原発停止 広がる波紋」：先月、異例の政治判断によって停止した

中部電力の浜岡原発。「今後３０年以内に８７％の確率で起きる」とされる東海地震の

想定震源域のほぼ真ん中にあり、国は津波に備えた防波壁の設置などの対策が完了する
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まで運転を停止すべきだとしている。原発と共生してきた地元・御前崎市には大きな動

揺が広がっている。これまで国がエネルギー政策の柱としてきた原発を今後どうするの

か、という大きな問題をも投げかけている浜岡原発の停止。その波紋を追う。 

 

・2011年 7 月 14日「“原発被害者”進まぬ救済」：事故による被害者救済は「原子力損

害賠償法」に基づいて行われることになっている。しかし賠償の時期や範囲、金額、ま

た情報提供を誰が行うかなどは具体的に決められていない。実効性ある原発事故被害者

の救済のあり方を探る。 

 

・2011 年 7 月 25 日「牛肉になぜ ～広がる放射能汚染～」：牛肉から国の暫定基準値

を超える放射性セシウムが検出された問題。えさとして与えられた稲わらが原因と見ら

れ、その後、放射性物質を含んだ稲わらが全国で次々と見つかっている。いま各地で牛

肉の買い控えが起き、牛肉の価格は一気に暴落。生産者への影響は深刻だ。原発事故の

あと屋外で保管されていた稲わらが危険だという国の通知を知らず、汚染されたわらを

購入していた農家は、牛の大量処分を余儀なくされ、廃業の危機に直面。安全なえさを

与えていた農家も、国の「出荷制限」によって、経営が立ちゆかなくなっている。汚染

はどのように拡大し、なぜ防ぐことができなかったのか。そして、被災地の肉牛農家は

これからどうなるのか。広がる放射能汚染の波紋を追う。 

 

・2011年 8月 3日「全県民被ばく調査 ～不安は解消できるか～」：原発事故を受けて

福島県が行う事を決めた、全県民２０２万人を対象にした異例の健康調査。その先行調

査の結果が、７月末から住民に伝えられている。この調査は、住民に安心を与えるのを

目的の一つにして福島県が実施を決め、広島や長崎の放射線被ばくの専門家からなる検

討チームによって進められている。チームは、安全の線引きをどのように行い、福島県

民はその結果をどのように受け止めているのか。未知の低線量被ばくの中で、私たちは

どう“安全”を捉えていくべきなのかを考える。 

 

・2011年 9月 7日「町をどう存続させるか ～岐路に立つ原発避難者たち～」：震災か

ら半年、原発事故で被災した自治体で、町の将来を巡り激しい議論が起きている。放射

性物質による深刻な汚染が明らかになった浪江町では、故郷への帰還を目標に掲げる役

場に対し、商工会青年部を中心とする子供を持つ若い経営者たちが異議を唱え、敢えて、

『故郷には戻らない』と宣言。政府が来年１月までに示すとした『帰宅見通し』を待た

ずにはじまった町民と役場の激論を追いながら、原発被災地の復興に今何が必要なのか

を考える。 

 

・2011 年 9 月 26 日「放射能から子どもを守りたい ～母親たちのネットワーク～」：
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事故から半年あまり。食品、土壌などから次々に放射性物質が検出される中、「子供を

放射能から守りたい」と、30～40 代のごく普通の母親達がネットワークでつながり活

動している。今や 200 余の団体、賛同者は 1600 人以上に発展。行政が測らない食品を

独自に測定。国が被ばくの上限として、内部・外部合わせて「生涯 100 ミリシーベルト」

という基準を設けようとする中、母親達は、「子供だけは特別の配慮を」と公聴会に駆

けつけ、国内だけでなく海外の専門家にも直接意見を聞き、政府の意見募集に積極的に

投稿、今月末には厚労相にも直接訴える。立ち上がった母親達に密着。どうしたら子供

を放射能から守れるか考える。 

   

・2011 年 10 月 3 日「安全を守れるか 食品の放射能検査」：事故以降、食品から検出

されるようになった放射性物質に消費者の不安は尽きない。先月、厚生労働省が行った

抜き打ち検査で、千葉や埼玉のお茶から国の暫定基準値・1キロあたり 500 ベクレルを

超える放射性セシウムを検出。基準は超えないものの、５００ベクレルに近い数値が出

た食品を販売するかどうか、苦悩している。もはや日常から切り離すことのできない食

品と放射能。食の安全とどう向き合っていけばいいのか、考える。 

 

・2011年 10月 11日「どう教える“放射線”」：学習指導要領の改訂により、来年度から

中学校の理科で放射線に関する教育が 31 年ぶりに本格的に復活する。しかし教師のほ

とんどは指導経験が皆無の上、ベクレル、シーベルト、グレイなど放射性物質にまつわ

る単位を理解させるだけでも難しい。福島第一原発の事故以来、溢れる放射線の情報の

中から、正しい知識をいかに教えていくのか、教育現場では既に模索が始まっている。

いたずらな不安や恐怖の原因となる“思い込み”を生まないように、実際に土壌の放射

線測定実験に取り組む中学校や、ザリガニなど子どもに馴染みある生き物の観察授業を

通して被曝とは何かを教える小学校など、放射線に関するより深い理解を促す授業を試

みる教育現場を取材。動き始めた放射線教育の最前線を伝える。 

 

・2011年 10月 31日「どうなる福島のコメ」：今月中旬、全部で１７００か所に及ぶ放

射能検査を終え、「安全宣言」が出された福島のコメ。安全なはずのコメが売れない現

実に、産地はどう立ち向かえばいいのか。苦悩するコメ業者に密着。 
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     図１２ 2011 年 11月 7日    図１３ 2011 年 11月 8日 

・2011年 11月 7日「黒毛和牛オーナー 7万人の悲鳴」：黒毛和牛のオーナーを募り、

配当をアピールして７万人を超える市民から出資金を集めたまま倒産した『安愚楽牧場』

（栃木・那須塩原）。負債額は 4300 億円にのぼり、出資金が戻ってくる目処もたってい

ない。被害は消費者だけでなく、畜産農家にも広がっている。３００軒余りの畜産農家

が「廃業せざるを得ない」と窮状を訴える。日本の黒毛和牛のシェア２０％を占めると

される「安愚楽牧場」の破たんの深層に迫る。 

 

・2011 年 11 月 8 日「放射性物質を減らせ」：福島県内の農家たちが、国や自治体に頼

らず、自ら放射能汚染の測定と農地の除染に取り組み、農業再生を図ろうと立ち上がっ

た。日本人は放射能汚染にどう立ち向かっていくべきなのか。動き出した農家たちの格

闘を通して探る。 

 

・2011年 12月 1日「救えたはずの命～“寝たきり避難”の課題～」：事態を重く見た全

国老人福祉施設協議会は、東北の被災三県を対象に、寝たきりの高齢者の避難に関する

実態調査に乗り出している。これまで明らかになっただけでも２００人以上が避難の際

に犠牲になっていた。番組では、“寝たきりの高齢者”を救うために何が必要なのか検

証していく。 

 

・2011年 12月 12日「知られざる“都市濃縮”」：東日本大震災から９か月。いま首都圏

各地で、高い放射線量が計測される「新たなホットスポット」が次々に見つかっている。

茨城県では、避難の目安、毎時３．８マイクロシーベルトに匹敵する場所が見つかり、

住民の間に不安が広がっている。千葉県柏市では、ごみを１００分の１に減らせる最新

の焼却施設で、焼却灰から高濃度の放射性物質が検出された。番組では、「都市特有の

放射能濃縮」をリポート。解決策を探っていく。 

 

・2012 年 1 月 23 日「原発賠償 遠い生活再建」：東京電力福島第一原発事故の損害賠

償。手続きの開始から４か月、被害者からは東京電力の賠償が十分ではなく、生活再建

ができないという声が高まっている。そうした中、注目されるのが国の「原子力損害賠

償紛争解決センター」。避難が長期化する中、被害者は“新たな一歩”を踏み出すため

の賠償を受けられるのか、その課題を探る。 

 

・2012年 2 月 7日「動き出した電力ビジネス」：震災での原発事故、春からの電気料金

値上げなどを受け、電力会社ではないＰＰＳ（特定規模電気事業者）に企業や自治体か

ら問い合わせが急増している。巨大工場をもつメーカーなどは、電力不足は慢性化する

と見て発電事業にビジネスチャンスを見出す。電力供給が大きな転機を迎える中の動き
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を追い、今後の行方を見つめる。 

 

・2012年 2 月 29日「“原発情報”クライシス～日本は何を問われたか～」：福島第一原

発事故からまもなく１年。外交の研究者や元検事総長など民間の専門家集団からなる

「民間事故調」は、独自の事故調査報告書を２月末に公表する。ＮＨＫは４か月にわた

って民間事故調に密着取材。グローバル化された世界で起きた原発の事故の対応に、日

本は何が求められたのか。民間事故調の報告書から検証する。 

 

・2012年 4 月 10日「広がる放射能“独自基準”」：４月、一般食品に含まれる放射性セ

シウムの基準値が「１ｋｇあたり１００ベクレル」となった。国はこれまで暫定基準値

「５００ベクレル」でも健康に影響はないとしてきたが「より一層の安全・安心の確保

のため」として導入された。ところが流通業界では「この基準値では消費者の安心は得

られない」と「５０ベクレル」などといった、さらに低い「独自基準」を設けるケース

が相次いでいる。生産者はより厳しい局面に立たされる一方で、消費者は放射性物質の

含まれる食品とどう付き合っていくのか選択を迫られる。新しい基準値が流通や家庭に

どのような影響をもたらすのか考える。 

 

・2012年 6月 20日「“里山”汚染メカニズムを解明せよ」 

・2012年 9月 11日「原発避難解除はいつ 苦悩する町と住民」 

・2012年 11月 21 日「原発直下に活断層？ 問われる国の判断」 

・2013年 1月 30日「原発事故 進まない“不動産賠償”」 

・2013年 4月 23日「あふれる汚染水 福島第一原発で何が」 

・2013年 7月 11日「激増する野生動物～福島の生態系に何が～」 

・2013年 9月 11日「最新報告“汚染水クライシス”」原発事故から２年半。福島第一

原発は、いま、メルトダウン以来“最大の危機”を迎えている。１日３００トンもの

汚染水の海への流出、タンクからの高濃度汚染水の漏えい…。 

・2014年 1月 22日「故郷はどうなる 除染廃棄物に揺れる福島」 

・2014年 2月 26日「“よりどころ”はどこに？～原発避難から 3年・浪江町の選択

～」 

・2014年 3月 5日「原発事故にどう備えるか 検証 避難計画」   

・2014年 5月 29日「原発事故の“指定廃棄物” 行き場はどこへ」 

・2014年 7月 7日「原発新基準 安全は守られるのか」 

・2014年 8月 27日「原発事故 住民の安全どう守る」 
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第３章．原発再生への課題 

 

 今まで経験したことのない原発事故を経験して、福島県を中心に多くの住民が避難

した。土地も放射能で汚染して住めなくなり、福島産食品の不買運動が起こり、風評

被害が国内外に拡大した。これらを報道するマスメディアの映像を見て、記事を読ん

だ国民の多くは、“あんな危ない原発はもう要らない“の印象を持ったと思われる。し

かし、本当にそれだけでいいのだろうか。一時の感情に合わせて、日本は原発なしで

これからもやっていけるのだろうか。それで次世代に対して責任を果たせるのか。 

この章では、最初に原発事故時の安全規制に焦点を当て、それが必要以上に安全側に 

設定されたため、どのような影響を生むことになったのかを見る。次になぜ原発が日

本に必要なのかについて、エネルギー安全保障、核燃料サイクルの活用、地球温暖化

対策、経済性等の各視点から検討する。最後に、今消えそうになっている原発を再生

させるための課題は何かについて筆者の考えをまとめる。 

 放射能に関して面白い実話がある。わが国には各地に温泉がある。なかにはラジウ

ム温泉として名高い三朝温泉や玉川温泉があり、多くの国民に愛されている。温泉法

という法律があり、温泉水中の放射能濃度があるレベル以上でなければ“ラジウム温

泉”と呼んではならないと定められている。一方、原子力施設から出る排水について

は、原子炉等規制法に基づいて排水中許容濃度が定められており、このレベル以下で

なければ排水できないという安全規制である。ところが、温泉法で定められた放射能

濃度は、原子力施設の排水中許容濃度より約 3倍も高いのである。要するに、温泉客

は“いい湯だな！”と、原子力施設の排水より 3倍以上も濃い放射能を含んだ温泉を

楽しんでいることになる。筆者が核燃料工場で働いていた頃、何故このような矛盾が

原子力にだけ向けられているのかと、不合理を感じていた。いい加減に放射能恐怖症

から抜け出たいものである。 

 

３．１．原発事故の影響を大きくした安全規制 

  

原発事故の発生後、当時の民主党政権は国民を守る目的で強制避難、汚染食品に対す 

る安全基準、除染目標等の安全規制を次々に施行した。しかし、これらは必要以上に

安全側に設定された。このため、安全規制はその趣旨に反して、被災者の混乱を招

き、災害を長期化させ、被害を大きくさせる要因になったと考えられる。原発事故に

対する安全規制の目的は、放射線や放射能による国民の被害を防ぐことにあるが、そ

れらを遵守するための困難さ、犠牲、コスト等のマイナス面を正確に予測しなかっ

た、あるいはできなかったのが実態であろう。福島原発事故が国内では初めての大き

な原発事故であったため、原子炉での事故の進展、建屋の水素爆発、住民の避難、放

出放射能による汚染の拡大、農林水産物の汚染等による被害を正確に予測することが
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困難であった。当時の安全規制のためにどのような影響が出たか、その影響がどのよ

うに長期化しているかを以下で見ていきたい。 

 

３．１．１．長期強制避難は必要であったのか？ 

 放射線被ばくが 100mSv 以下であれば、有意な健康障害は認められていない（１９）。こ

れは広島・長崎の原爆被害の後長年行われた疫学調査、チェルノブイリ原発事故の影

響、その他多くの放射線被ばくに関する医療研究等から得られた結論で、国際的に認

められている。また、被ばくによるガン発症のリスクも、飲酒、喫煙、運動不足等、

日常生活における種々のリスクと比較して高くないことが一般に認められている（２

０）。原発事故発生の直後には、近隣住民がどれほど被ばくするのか定量的には分から

なかったので、緊急避難は止むを得なかったであろう。しかし、その後放射線量率が

急速に低下したことが、各地に設置されていた計測器等から明らかになってきた(２

１)。事故直後の数日間は場所によって放射線量率が高かったが、その後急速に低下し

たので、100mSvに届くほどの被ばくの確率はほとんどなかったはずである。もし、推

定被ばく線量が 100mSvを越えない多くの住民の避難解除をもっと早く行っていたら、

その後の影響の拡大を食い止められたのではないかと悔やまれる（２２）。 

 住民の避難指示も、国や県によってたびたび発出されたので、避難対象区域の混乱

が大きくなった。2011年 3月 11日 19時 3分に国が原子力緊急事態宣言を発令した

後、20 時 50分には福島県が半径 2ｋｍ圏内に、21 時 23分国が半径 3ｋｍ圏内に、翌

12 日 5 時 44分国が半径 10ｋｍ圏内に、18時 25分国が半径 20ｋｍ圏内に、それぞれ

避難指示を発出している。その後計画的避難区域の基準が 20mSvとされたが、子供へ

の影響を懸念した内閣府参与の涙の会見からはじまり、チェルノブイリでも 5mSv にし

たので福島ももっと低くすべきとの声が強まり、結局 5mSvが実質的な避難解除の条件

になってしまった。 

一般住民の被ばくは、健康に影響を与えるレベルよりはるかに低かった。これについ

ては、専門家やジャーナリストが個人の立場で、早い時期から新聞や週刊誌またはイ

ンターネットを使って警鐘を鳴らしていた。例えば、中川恵一は、週刊新潮の中で

「原発事故と発がんリスク」（2011 年 3月 31日号）や「“海外避難”は逆効果？」（5

月 5-12日号）を伝え、「被ばくと発がんの真実」を本にまとめている（２３）。服部禎男

は「“放射能は怖い”のウソ～親子で考える放射線の Q&A」（2011年 8月 25 日）を出版

した（２４）。また、小島正美はジャーナリストの立場から「誤解だらけの放射能ニュー

ス」（2012 年 1月 27日）を出版している（２５）。 

しかし、政府の責任ある機関、例えば原子力安全の専門家集団を抱える原子力規制委

員会（当時は原子力安全委員会）は、組織として放射線被ばくの健康への影響に関す

る明確な解説又は安全宣言を発出しなかった。専門家の個人的な説明よりも、信頼で

きる機関の情報の方が国民に対して説得力があるであろう。信頼できる正確な情報が
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タイムリーに発出されていれば、多くの避難住残民は自分たちの置かれた状況を科学

的に把握でき、早期に帰還したであろうし、多数の震災関連死をもっと食い止めるこ

とができたのではないか。帰還が早ければ、農耕地の荒廃を食い止めることができ、

元の居住地のインフラも大きく破壊されなかったし、多くの若者も戻って活気を取り

戻し、早期復興が出来たのではないかと大変残念に思われる。 

 福島県が 2013年 12月に行った事故時の放射線被ばくに関する全県民調査（２６）によ

れば、表２に示す通り、住民の約 95%が 2mSv 以下であり、最高は 25mSvであったと報

告されている。また、原発事故による避難者数の推移（２７）は表３のとおり、2011年

12 月では 33.3万人、2013 年 12月には 29.8 万人であり、事故後 9年経った令和 2年

3 月（2020 年 3月）現在でも 4.7万人である。各地の空間線量や土地の汚染は時間と

ともに拡散し、減衰していくので、予想される被ばく線量はますます低くなる。しか

し、残念ながら実態として、長期避難による家族離散や離婚等の悲劇が多数発生して

いる。住民自身も、被ばくを少なくすることによるメリットと、被ばくを避けるため

に負わなければならない他のリスクとの両方をバランスよく考えるべきであると思わ

れるが、実際はそのようになっていない。 

震災関連死については、復興庁が 2019年 9月現在、福島県で 2,286 人、全国で 3,739

人あったと報告している。震災関連死には、強制的に避難させられた入院患者や高齢

者、職を失ったり故郷を追われて悲観して自殺した方々も多数含まれている。放射線

による被害は、そのための実害よりも、それを恐れたり避けたりするための被害の方

がはるかに大きくなった。国民の多くが、義務教育で放射線を教えられず、科学的な

知識を持たなかったことが、このようなバランスを欠いたパニックに陥らせる原因に

なったのではないかと考えられる。 

まとめると、原発事故直後の強制避難は止むを得なかったが、高齢者や入院患者等の

弱者への配慮が必要であった。各地の放射線レベルは、比較的早い時期から測定によ

り分かっていたので、長期強制避難はほとんど必要でなく、順次解除すべきであった

と言える。 

放射線の健康への影響に関する解説書は多数出版されている（２８）。例えば、中村仁信

の「「低量放射線は怖くない」は平易で分かり易い。やや専門的になるが、日本保健物

理学会の「専門家が答える 暮らしの放射線 Q&A」は、被災地の住民からの具体的な質

問に対してそれぞれ丁寧に答えている。また、専門家でない普通の市民が、目に見え

ない放射線や放射能の恐怖に立ち向かうための心のあり様や考え方について役に立つ

と思われる参考書として、一ノ瀬正樹の「放射能問題に立ち向かう哲学」、早野龍五ほ

かの「知ろうとすること」を挙げたい。 
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        表２ 福島県民の被ばく線量調査結果 

 

 
  

 

        表３ 原発事故後の避難者数の推移  
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３．１．２．食品安全基準は厳し過ぎたのではないか？ 

 原発事故により、大量の放射能が放出され、原子力発電所の敷地を越えて広く拡散

した。このため政府は、放出放射能によって汚染した食品を飲食し、体内に入って内

部被ばくすることを制限するため、食品安全基準を定めた。当初は食品からの被ばく

線量を年間 5mSvに相当する暫定食品安全基準を定めた。しかしこれを 2012 年 4月に

さらに安全側の年間 1mSv に改定し、現在に至っている。その内容は、一般食品に対し

ては 100Bq/kg、乳児用食品と牛乳には 50Bq/kg、飲料水には 10Bq/l である。 

日本の安全基準は、表４に示す通り米国や EU の基準と比べると桁違いに厳しい。米国

では、年間の食品による許容被ばく線量を 5mSvとして、一律の基準 1,200Bq/kgを定

めている。また EUでは、同じく年間 1mSv を許容被ばく線量とし、食品の種類によっ

て 400～1,250Bq/kg を安全基準と定めている。これらと比較すると日本の基準は 10～

100倍厳しいのである。日本の厳しさはこれだけではない。内部被ばくに対する許容

被ばく線量を算出する過程で、人が食べる食品の中に汚染された食品がどれだけ混入

するかの割合を、日本では 50～100%と仮定している。一方、米国では 30%、EUでは

10%とそれぞれ仮定している。つまり、欧米では毎日食べる食品の中に汚染食品が 10

～30%の割合で含まれていると仮定しているのに対して、日本では 50～100%の割合で

汚染食品を食べていると、より安全側に仮定しているのである。 

日本の食品安全基準が桁外れに厳しく、安全側に定められた背景には、放射線や放射

能を過敏に怖がる強い世論に配慮して、行政がこれに応える形になったと考えられ

る。より厳しくすればより安全であろうと、安易に定められた規制は、その趣旨に反

して、被ばくを避けるための被害を拡大する結果となった。厳しい食品安全基準に基

づく食品のスクリーニング、出荷制限、摂取制限は、東北地方の農林水産物に大きな

ダメージを与えた。例えば、食品スクリーニングのために、福島県ではコメの全量全

袋検査を実施することになった。県内の関係自治体では、国の基準が 100Bq/kg なの

で、その半分の 50Bq/kgを検査基準に定めた。毎年コメは約 1,000 万袋獲れるので、

これらを測定するため、各検査所に備える極低線量測定用の放射線測定設備に約 40億

円かかり、検査実務に毎年約 50億円かかると報告されている（２９）。ここ数年はスクリ

ーニングで引っかかるコメはないと報告されているが、それでも福島産のコメは敬遠

されており、他の産地のコメより安く買いたたかれている。風評被害により、東北産

食品の買い控えが広がり、海外の多くの国でも輸入禁止等の措置を採り、それがまだ

続いている。 

消費者庁が発表した 2014 年の実態調査（３０）では、食品中の放射性物質を気にする人

の割合が 70%、そのうち福島県産食品の購入をためらう人が 19.6%もあった。同じく消

費者庁が 2019年に行った実態調査でも、福島県産食品の購入をためらう人が、事故後

8 年経っても、12.5%もあったとしており、風評被害が容易には消えていないことを示

している。庭で育てた野菜、山でとった旬のわらびや竹の子、海や川で釣った魚
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等々、「食べても大丈夫ですか？」の問い合わせが、原子力規制庁が開設した放射線相

談窓口に原発事故後数年間数多く寄せられた。厚生労働省が食品安全基準を定めた時

ここまで被害が広がるとは考えていなかったのではないか。当時は“より安全側だか

ら良い”と考えられたのだろうが、安全側過ぎてもダメなのである。 

 もともと人はみな自然界から放射線を受け、放射能を含んだ食べ物を食べて生活し

ている。これは原発事故が発生したからではなく、大昔からの科学的事実である。日

本人は宇宙から、大地から、食物等のすべてから、平均年間 2.09mSv の放射線を浴び

て生活している。これには、体内に存在する約 7,000Bq の放射能による内部被ばくも

含まれている。世界平均の被ばく量は年間 2.42mSv であり、多くが石造りの家に住ん

でいるためにラドンの寄与が多いと言われている。科学的に 100mSv 以上の被ばくを受

けないと健康に影響は出ないことと考え合わせると、日本の食品安全基準は必要以上

に厳し過ぎると言える。日本の政府は、いったん決めると中々修正しないことが多い

が、汚染食品の安全基準については、長引く風評被害を終息させるため、少なくとも

欧米の国際的な基準に早く緩和修正してほしい。 

 

表４ 食品安全基準の国際比較（厚労省「食品中の放射性物質の新たな基準につい

て」より） 

  

 

  

３．１．３．除染目標 1mSv も厳し過ぎるのではないか？ 

 2012年秋、当時の政府は原発事故による土地の放射能汚染を除くため、年間の追加 

被ばく線量（自然界にある放射線による被ばく以外の被ばく）が長期的に１mSv 以下

となる除染目標を定め、これが現在も適用されている。１mSv は自然環境に存在する
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放射線のレベルであり、ここまで除染するのは難しい。国内では場所によって自然放

射線は増減するし、海外では何倍も高い場所があるが、人々は健康に暮らしている。

そこまで除染することによって、どのような便益が得られるのかを十分検討しなかっ

たのではないか。放射線は低ければ低い方が良いとの安易な判断があったように思わ

れる。長期目標１mSv/年は修正されずに、原発事故後 9年の今日まで維持されたた

め、多額の血税が土地や家屋等の除染作業に使われている。すでに産総研は、2013年

7 月に福島県で実施する除染費用の推定総額が 5兆円を超えると発表(３１)しているし、

日本原子力学会でも 6～8兆円と試算していた(３２)。最近では、朝日新聞 2019 年 3月 9

日の記事“福島第一事故の対応に最大 81兆円 シンクタンクが試算”によれば、民間

シンクタンク「日本経済研究センター」が除染に 20兆円かかるとしている。このよう

に、除染によってどのような効果が期待されるかを明確に評価しないまま、コストだ

けがますます増大しているのが実態である。 

日本の自然放射線による被ばくは、図１４に示す通り、全国平均で年間 0.99mSv（ラ

ドン吸入による被ばくを除く）であるが、場所によって増減する。神奈川県では平均

0.81mSv、比較的高い岐阜県では平均 1.19mSvが測定されている。この違いは、ウラン

を微量に含む花崗岩が地表近くに分布しているかどうか等、土地の組成の違いが原因

と考えられている。 

図１５に世界各国の年間平均自然放射線量を示す。ここに表示された被ばく線量は、

土地に固有のものの他に、飲食物による内部被ばくも含まれている。日本では年間平

均 2.09mSvであるが、海外では国によって大きく変化し、北欧の国々での被ばくは 3

～5mSv のレベルにあって、日本より 2倍程度高い。ブラジルやイラン等では年間

100mSvを超える高い地域も報告されている。しかし、これらの国々のがん発症率や死

亡率が他の地域と比べて有意に高くないことが一般に知られている。 

100mSv以下の被ばくが健康にほとんど影響しないことから判断して、1mSv まで除染 

する意味があるのだろうか。多くの地域では除染目標が独り歩きして、「1mSv まで除

染した土地でなければ住めない」等の声も聞こえる。原子力規制庁の放射線相談窓口

には、この時期、「自宅の周りを除染してもらったのだが、家の中の放射線レベルが下

がらない。どうすれば良いか」とか、特に赤ちゃんを持つ若い母親からは「私は我慢

しますが、子どもには被ばくさせたくない」や「子どものため 1ベクレルもいやで

す。放射能のない所に移りたいです」等、実際に多くの切実な質問や相談があった。 

 福島の事故被災者の放射能に対する過剰反応と同じような現象が、1986 年のチェル 

ノブイリ原発事故の後にも発生しており、国連科学委員会（UNSCEAR）（３３）や世界保健

機構（WHO）も、福島での影響の拡大を懸念していた。日本の義務教育では長年にわた

って放射線や原子力が授業に採りあげられなかった。このことが国民の理性的な判断

を難しくしていると考えられる。自然現象として、放射能はいつもどこにでも存在す

るのだ 
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から、普通の生活では低いレベルの放射線を怖がる必要がないという科学的な事実

を、政府や責任ある機関がもっと国民に分かり易く説明すべきであった。また、除染

の長期目標を比較的達成可能な 5mSv 程度に見直し（３４）、便益をほとんど期待できない

1mSvまでの除染活動に、膨大なコストに国民の血税を使うべきではない。 

国民が低線量を必要以上に恐れることについて、既に一部の専門家が警鐘を鳴らして

た。2012年 5月には、森谷正規が「1ミリシーベルトの呪縛」（３５）の中で、“放射線は

怖い”という空気が蔓延しているが、“放射線の影響はほとんどないのが真実”と説明

している。また、事故後 5年経っても除染活動が行われている現実に対して、中村仁

信も雑誌“正論”（2016年 5月号）の記事「強制的避難は不要だった～無駄な除染は

即刻止を」（３６）の中で、日常に存在する自然放射線程度の低レベル放射線による被ば

くを恐れることの非合理性を強調している。 

日常生活を営む上で、私たちは様々なリスクに遭遇している。交通事故に巻き込まれ

る、コロナに感染する、喫煙や運動不足による健康障害等々、身の回りにリスクは限

りなく存在するが、一つのリスクだけをゼロにしようとすれば、他のリスクを大きく

させ、犠牲を払うことになる。例えば、低レベルの放射線被ばくを避けるために、長

期避難をする場合を考えてみよう。避難した人は、故郷を離れた新しい環境になじま

なければならない。夫は仕事で避難できない場合は、妻は一人暮らしをするか、離婚

までするか、あるいは家族離れ離れに暮らすことを選択するか、子供は転校させるの

か等々、負の面との妥協が必要になるであろう。このように、私たちは日常生活で発

生する様々なリスクと妥協しながら、バランスある判断を下すこと必要なのである。 

 

 
図１４ 日本の自然界からの放射線量分布（日本原子力文化財団資料） 
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図１５ 世界各国の年間平均自然放射線被ばく線量の比較 

  

 

３．２．日本に原発が必要な理由 

       

人は食べ物がないと死ぬ。日本の食物の自給率はいま約 40%である。残りの 60%を海 

外の国々から輸入して凌いでいる。エネルギーについても同じことが言える。エネル

ギーがないと、電気がなくなって停電になったり、燃料が不足して車が動かなくなっ

たり、工場も稼働できなくなる。そうすると社会的な弱者から人は死ぬ。そんなこと

にならないため、エネルギーの元になる石油や LNG を海外から買って凌いでいる。日

本のエネルギー自給率はいま約 10%しかないので、残りの 90%を海外から輸入してい

る。一般の国民は、食べ物もエネルギーも豊かにあり、不自由を感じないので、当然

のこととしてそれ以上は考えないのが普通であろう。 

しかし、誰が食料不足にならないように努力しているのか、誰がエネルギー不足にな

らない対策を立て、実行しているのかを考えてほしい。食料不足の場合は、人道的な

視点が絡むので、今の国際間の友好関係から割合容易に解決できよう。しかし、エネ

ルギーの場合は、国際間の政治や経済、さらに覇権や生き残り競争がからんでくるの

で、それを継続的に且つ経済的に確保することは大変難しくなる。これから日本のエ

ネルギーの一翼を担うべき原子力に対して、自分は反対しても、お上がうまくやって

くれるだろうでは原子力は消滅するであろう。民主国家の政府は世論を大切にするか

らである。原子力が消滅した時、原子力に反対した世論は責任を取ってくれるのだろ

うか。 

この章では、日本のエネルギー確保のために原子力がなぜ重要かを説明し、脱原発世 
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論に流されることが如何に無責任であるかを論じる。明るい未来を次世代に残すこと

が我々の使命であると考えるからである。 

 

３．２．１．エネルギー安全保障の確保 

 

（１）いま世界中が新型コロナウィルスの被害を受けている 

今年東京で開催される予定だったオリンピックも 1年延期と決まった。中国、米国、

ヨーロッパの各国が入国制限や移動禁止令を出した。中国やヨーロッパの一部の国で

はこれらの制限を解除する動きもあるが、近年経験したことのない緊急事態に変わり

はない。安倍首相は 2020 年 4月 7日、新型コロナウィルスの感染拡大に対応する緊急

経済対策の財政支出が 39 兆円と過去最大になると表明した。この経済対策は 2008年

のリーマン・ショックの際の財政支出 15.4 兆円を超える巨額である。町から人が消

え、レストランが閉店し、観光客が減り、経済に影響が出て、株価は大幅に下落し

た。コロナウィルスにより世界の経済活動が停滞している。 

新型コロナウィルスの影響は早く表れるので誰でもすぐ分かる。2019 年 12 月中国で

発生したコロナウィルスに感染して亡くなった世界の死者は、2020 年 5月初旬までの

半年間に約 28万人となった。これは影響の一部であり、まだ拡大の様相を示してい

る。店や工場が閉鎖されたため、職を失い食べる物にも事欠く人たちが多く出た。ネ

ットカフェが閉まったので、寝る場所がなくなった人もいる。保育園がクローズした

ので幼児の世話をするために働けない主婦たちもいる。自動車工場の操業停止や製鉄

所の高炉が止まったので、工場の利益が減り、夏のボーナスは減額となろう。経済へ

の影響は今後ますます大きくなると予想される。 

 

（２）エネルギーが不足すれば、経済が動かなくなり、生活も成り立たない 

新型コロナウィルスの影響はすぐ分かるが、エネルギーへの影響はなかなか分からな

い。気が付いていないと言った方が正確かも知れない。日本では、電気はどこの家で

も使っているし、コンセントにプラグを差し込めば部屋は明るくなるし、エアコンか

ら快適な風が流れてくる。ガスコンロの栓をひねればお湯は沸くし、すき焼きをしな

がら家庭団らんができる。ガソリンスタンドで時々注油をすれば、車でどこへでも行

ける。この便利さを誰もが当然のこととしている。しかし、このことは世界では普通

ではない。インドでは今も国民の 5分の１の 2.4億人が電気のない生活をしている（３

７）。アフリカでも 6.3 億人がいまでも未電化と報告されている（３８）。 

日本のエネルギー自給率は 2019年現在約 10％である。エネルギーを生み出す石油、

石炭、LNG（液化天然ガス）は、国内にはほとんど産出しないので、総消費量の 9割を

海外から輸入しているのが実態である。食料の自給率も約 40%しかないので、同じよ

うな問題を抱えている。食料の場合は、約 60%を海外から調達しなければ、日本は飢
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餓状態になり、弱者から犠牲者が多数出るようになる。食料が不足する場合の影響は

分かり易い。毎日 3度の食事で目に見えているからだ。しかし、エネルギーが不足す

る場合の影響は分かり難い。エネルギーの元になる石炭、石油、LNG は日常生活では

あまりなじみがない。せいぜい 1か月に数回、ガソリンスタンドに寄って車に給油し

てもらうか、冬に灯油を購入する時ぐらいである。電気もコンセントをさせばよいの

で、コンセントに来るまでの電気の経路のことまで、普通の人は考えない。 

もし、石油や LNG が海外から輸入できなくなれば、しばらくは備蓄したもので賄う

が、それもなくなれば停電が起き、工場の操業短縮も起きるであろう。産業は低迷

し、今の豊かな生活はできなくなる。もちろん、そのような事態にならないために、

他の電源を使うことになろうし、節電も行うなどあらゆる対策が実行されることにな

ろう。しかし、エネルギーの輸入が長期間途絶したらどうなるか。その非常事態を日

本は経験している。 

今から 79年前の日米開戦は、米国からの石油輸入が途絶したのが直接原因であり、

その後の敗戦と貧困生活を経験したのである。特に 80 歳以上の高齢者には不幸な実体

験がある。今から思えば、資源豊富な大国と戦争する愚かさを感じるが、当時は“神

国”の精神論中心の軍部、それを煽ったマスメディア、それらを支持した国民の構図

があった。実は戦争に反対だったと多くの人が言うかも知れないが、黙って世論に同

調したのだから戦争支持と同じである。 

このような苦い経験が 2度と起こらないよう、日ごろから国際情勢を見極め、省エネ

を進め、エネルギー自給率を高めるため、あらゆる対応を図らねばならない。島国日

本は、地政学的な宿命があり、天然資源も乏しいことを、国民は認識しておくべきで

ある。先の戦争時と同様に、国民が黙って世論に流されるだけでは無責任である。特

に国のリーダーは、世論の声に寄り添うだけでなく、何が重要かを自らが判断し、国

民に正しい方向を指し示し、将来を切り開く知見と勇気を持ってもらいたいのであ

る。 

 

（３）再エネ 100%の夢から覚めて現実を見よう 

最近市民の多くは“いずれ原発はなくなって、再エネに置き換わるだろう”と思って

いるように感じる。2011 年の原発事故から 9年以上経過した昨今では、原発再稼働の

是非を議論した当時の熱気は忘れ去られ、原子力への関心が薄れている。政府は世論

に阿るように原発への依存を徐々に少なくしていくと公言している。また、最近は例

年にない酷暑が続き、大型台風の影響で強風や豪雨が連日日本列島を襲い、九州地方

を中心に被害が拡大している。このような背景の下に地球温暖化対策の緊急性がクロ

ーズアップされ、CO2を排出しない再エネを待望する雰囲気が一般市民の間で強くな

っている。その気持ちは分かるが、再エネが万能ではなく、これだけに頼るわけには

いかないことを理解すべきである。再エネのうち特に期待されているのは太陽光と風
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力であるが、それらは毎日 24時間フルに発電しているのではない。当然のことながら

雨天や夜には太陽光発電は働かないし、風力は風任せである。図 16 に太陽光・風力発

電の出力が 1日 24時間にどのように変化するかを例示する。一方市民生活や産業を支

える工場には電気が途切れなく供給されていることが必要である。従って、太陽光・

風力の発電がない場合の停電を防ぐには需要に見合った別の発電能力を待機させてお

く必要がある。今は原発がほとんど動いていないので、火力発電所が待機していなけ

ればならない。これは物理的な事実であって、誰も否定することはできない。火力発

電所が何時でも発電できるように設備を整備し、要員を待機させておかなければなら

ないが、これには当然コストがかかる。一般市民は、太陽光発電ではパネルを設置す

るだけで済むので発電コストは安いはずだと感覚的に思っているかも知れない。しか

し間歇的にしか発電しない再エネの発電コストには、それを補完するコスト、この場

合は火力発電所を稼働又は待機していなければならないためのコストが加わるのであ

る。再生エネ信奉者はこの大切なことを忘れているか、知っていても意図的に言わな

い。国民が再エネ 100%の夢をみて、政府がそれに阿る政策を採り続け、原発が無くな

った時に、“さあ大変だ”と言っても手遅れなのである。 

余談になるが、コロナウィルスの感染拡大が収まらない中、屋外での行動や店舗の営

業活動に対し、一般市民が過剰に自粛を迫る“自粛警察”が最近話題になっている。

これは日本人の「空気」に支配される属性だと最近読売新聞が報じている。約 40 年前

に刊行された山本七平の“「空気」の研究”が再評価されている。この中には、空気に

流されてしまった結果、まわりまわって自分の首をしめてしまうことを危惧する記述

がある。太平洋戦争の際は、“日本人ならぜいたくはできないはずだ！”などの標語が

国民生活に制約を課し、隣組や国防婦人会が見て回っていたし、おかしいと思ってい

ても“戦争反対”などはとても言える雰囲気ではなかった。コロナ禍でも“３密”や

“ソーシャルディスタンス”を過剰に守ろうとする風潮があり、今も同じことをやっ

ている。原子力についても、反原子力又は脱原発の空気が世間に広がると、それが良

いか悪いかではなく、空気に逆らう意見を言い出すには勇気が要る。第 2章でマスメ

ディア等による脱原発世論の形成について述べたが、それが自分自身にどのような結

果を招くかを今こそ真剣に考えるべきである。 

国内ではドイツがあたかも再エネ推進の模範のように報道され、日本もドイツを見習

うべきだとよく言われる。しかしそれは皮相的な知識に基づくものであって、ドイツ

の現実はかなり異なっている。ドイツでは温室効果ガスの排出量削減幅を 1990 年比で

80～90%減にするとして非常に意欲的な目標を掲げている。ちなみに日本は 2030 年に

26%減、2050 年には 80%減にすると表明している。ドイツではこの削減目標を目指して

再エネを推進させ、その発電量は 1990 年から 2017 年までの間に 11 倍に増大しドイツ

全体の総電力の約 33%（水力発電を含む）を賄うまでに成長した。しかし、電気料金

（家庭用）は世界一高いデンマークの次に高く、日本は 2017 年に 1kwh当たり約 24円
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であるが、ドイツはその 1.5倍の約 36円である。また、温室効果ガスの排出量は、

1990年から 2015 年までの 25年間に約 3.4 億トンから約 2.9 億トンに 15%減少したに

留まり、このままでは 80～90%減の目標はとても達成できないとの見方が強い。日本

がドイツを見習えない理由がもう一つある。図１７の通り、ヨーロッパには天然ガス

のパイプラインが網の目のように張り巡らされている。また電力網も施設されている

ので、ドイツは天然ガスの連携ばかりでなく、電力不足の際はフランスから原発の電

気を輸入したり、余剰電気を隣国に融通してしている。日本は島国であり、大陸との

間に天然ガスや電力の連絡ラインが敷設されていないため、地政学的に事情が違うの

である。ロシアとの間に天然ガスラインを建設する話も話題に上るが、ロシアや中国

等にエネルギーを依存できるか等政治的な問題も浮上して、簡単には実現できないで

あろう。 

  

 

     

図１６ 太陽光・風力発電の 1日間（24時間）の出力変動の例 
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     図１７ ヨーロッパにおける天然ガスのパイプライン網 

 

（４）エネルギー代表格の石油や LNGの多くは中東からタンカーで運んでいる。 

図１８に中東から日本までの石油タンカー輸送経路（茶色の線）を示す。また図１９ 

に原油の輸入先（2018年財務省統計）を示す通り、日本が輸入する原油の約 9割が中

東から運ばれている。海賊が多いと言われるホルムズ海峡を無事に抜けたとしても、

石油タンカーはインド洋から狭隘なマラッカ海峡を通り、南シナ海を通過し、日本ま

で約 12,000km を海上輸送しなければならない（３９）。この経路には中国の資源輸送のた

めの戦略的海路“真珠の耳飾り”や米国を意識した戦略的国境の“第 1列島線”、“第

2 列島線”と交錯する（４０）。中東からの石油タンカーの航路だけでも、このように国

際情勢の動きに気を配り、必要な自衛手段を講じる等の対策が講じられなければなら

ない。 

自家用車を持つ一般市民は、ガス欠になりそうなら近くのガソリンスタンドに行けば

よい。夏の冷房にはクーラーを回し、冬の暖房にはエアコンか石油ストーブを点ける

だけで良い。これらすべてを可能にしているのは、電気があるからであり、ガソリン

や灯油が手に入るからである。そしてそれを可能にしているのは、商社や輸送会社が

苦労して石油タンカーを動かしているからである。また、その活動を可能にしている

のは、外務省が国際関係に気を配り、最近の緊急時には防衛相が自衛隊を派遣する

等、“油断”にならないような対策を講じているからである。国民は、日常目には触れ
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ないが、エネルギー確保のために関係者が毎日努力を重ねていることを知らなければ

ならない。 

現在はコロナウィルス問題に国際的な関心が集まっているが、もともと米国とイラン

の関係は核開発を巡って険しくなっている。アメリカファーストを叫ぶトランプ大統

領がもし再選されれば、ホルムズ海峡閉鎖が現実化する恐れがある。その場合、世界

の原油供給が日産 1,000万バレル位（OPEC 最大の生産国サウジの生産量に匹敵し、世

界の石油需要の約 1割に相当する）がなくなると予測され、これにより世界全体の

GDPは９％落ち込み、日本では７～８％の影響を受けると試算されている（４１）。日本

では 1973年に経験したオイルショック（第 1次）と同様の経済危機が現実になるので

ある。当時は中東戦争を契機として原油価格が 70%急上昇し、日本では消費者物価が

23%上昇（“狂乱物価”と言われた）したため、その頃の高度経済成長期が終わり、

1974年にはマイナス 1.2%となった社会を体験している。 

 

 
    

図１８ 中東から日本への石油輸送経路       図１９ 原油の輸入先 

 

もし、石油や LNG が日本に来なくなったらどうなるか。 

日本は中東だけでなくオーストラリアやマレーシア等他の国々とも交流しているの

で、輸入が全て同時になくなることはないだろうが、国際情勢の変化により少なくな

ることは大いにあり得る。平成生まれの人には馴染みが薄いが、日本は 1973 年の第 1

次、その 6年後の第 2次の 2回オイルショックを既に経験している。前者は中東戦

争、後者はイラン革命に端を発し、原油の供給逼迫から価格高騰のために影響が大き

くなった。 

第 1次オイルショック時には、1974 年の消費者物価指数が 23％上昇し、当時“狂乱

物価”と呼ばれた。このインフレのために、太平洋戦争後ずっとプラス成長を継続し

てきた日本経済が初めてマイナス 1.2％のマイナス成長となった。政府は大量の国債

を発行してこれを乗り切ったが、残念ながら国債に頼る傾向は今も続いている。当
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時、「石油が無くなれば物資が不足するのではないか」といううわさが広がり、トイレ

ットペーパーや洗剤などの物資を買い占める人々で全国のスーパーがごったがえすな

ど、市民生活に大きな混乱を招いた。2度にわたるオイルショックは経済に大きな影

響を与えたが、逆に、日本企業がエネルギー効率を改善させる大きなきっかけとな

り、国民も省エネ感覚の意識醸成に役立つ契機ともなった（４２）。 

歴史を少し遡って、1941 年 12月 8日に日本軍がハワイ真珠湾を攻撃した史実は誰で

も知っている。米国との太平洋戦争（第 2次世界大戦の 1局面）の開戦である。その

直接の理由は、米国が日本向け石油を禁輸したためであった。日本の中国進出等、米

国にも開戦の理由はある。米国による石油の禁輸政策のため、油が欠乏した日本は資

源を求めて南方へ進出すると同時に資源大国の米国と勝ち目のない戦争に突入してし

まったのである。その結果は、犠牲者が戦闘員と民間人合わせて約 213万人、本土空

襲による消失家屋総数約 234万戸となり、1945 年 8月 15日に敗戦となった。 

今の 80歳以上の高齢者は誰でも体験しているが、終戦直後には多くの国民が毎日の食

べ物にも事欠く辛酸を味わうことになった。戦後すぐに小学校に入学した私の個人的

な体験であるが、当時の食糧事情は大変悪く、肉はほとんど口に入らなかったし、子

供のおやつはサツマイモの切れ端か、夏はサトウキビぐらいであった。進駐軍の兵士

からもらったチューインガムが甘かったことを、当時の男の子たちは苦い思い出とし

て記憶しているのではないか。今の若者が我々高齢者より背が高い理由は、食べ物の

質と量が当時より格段に向上したからであろう。チョコレートやアイスクリームをお

やつにして、魚や肉のカロリー豊かな食事は、今では普通の生活である。コロナウィ

ルス問題では、感染防止のために自宅に閉じこもって不便を感じているが、エネルギ

ーが不足した場合、停電になったらどうなるか、工場が止まって給料をもらえなかっ

たらどうなるか等々、その厳しさを想像してほしい。 

 

（５）エネルギーは命を支える。エネルギー安全保障を確保しなければならない。 

エネルギーは食料と同じで、我々の生活に必須である。日本のエネルギー自給率はい

ま約 10％なので、必要量の 90％を海外から買っている。一方食料の自給率は 40％程

度だが、やはり残り 60％を海外に依存している。食料が不足すれば死人が出るので分

かり易いが、エネルギーは目に見えないので分かり難い。比較的分かり易いのは電気

が不足した場合だ。北海道やニューヨークで発生したブラックアウトや、最近では大

型台風による千葉の停電騒動があった。2018 年 8 月に発生した北海道のブラックアウ

トは、燃料の不足からではなく、地震のために発生しているが、停電による被害は大

きかった。当時約 300万戸が 11時間停電しただけであるが、浄水ポンプ等の停止のた

めに上下水道が機能停止、通信網も鉄道も機能停止して混乱に陥った。もっと大きな

事故もあった。ニューヨークを含めた北アメリカでは、2003 年 8月に 29時間停電

し、約 5,000 万人が被害を受けたと報告されている。 
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また、中東のホルムズ海峡で異変が起こる可能性が高い。もし起これば日本への輸入

原油の 9割が止まり、また 1970年代のオイルショックのような混乱が起こるかも知れ

ない。この問題への対策については、既に原発事故後の 2012 年 5月に国会で議論され

ており、当時の民主党野田首相が河野太郎議員（現防衛大臣）の質問に対して、省エ

ネ、石油備蓄等の他、米国と天然ガスの輸入について交渉中である主旨の答弁を行っ

ている（４３）。いずれにしても、エネルギーの確保は、世界のどの国もリーダーが英知

を絞って対策を考える重要課題である。 

分かり易く言えば、市民のレベルでは日常生活に必要な電気やソリンや灯油をいつで

も安価に入手できることが大切である。また、国のレベルでは、産業を動かす石油・

LNG・石炭等のエネルギーが継続的に、経済的な価格で、安全に提供されることが大切

であり、このことが“エネルギー安全保障”が確保されていると言う。経産省エネ庁

がまとめているエネルギー白書には次のように定義づけられている。「“エネルギー安

全保障”概念の意義は、国民生活、経済・社会活動、国防等に必要な「量」のエネル

ギーを、受容可能な「価格」で確保できること。」 

 

（６）エネルギー安全保障を確保するためには何をすればよいのか。 

海外の各国も国民を守るために周到な政策を立てて、エネルギー安全保障を確保する

よう努めている。経産省では、エネルギー安全保障を確保するための重要なポイント

は次の８つであるとしており、（４４）国のエネルギー政策はこれらを配慮して構築され

ている。政策には、国内や海外の情勢全てが複雑に絡み合うので、全体を正確に理解

するのは難しい。しかし、その政策は国の将来を決する程重要であり、国民は政府の

エネルギー政策を総合的に考え、バランスある判断を下すことが大切と考える。 

➀エネルギー自給率：自国内で活用できるエネルギーが多ければ多い方がよい。 

➁エネルギー輸入先多様化：輸入先を複数の国にして、国際情勢の変化によるエネル

ギー供給途絶のリスクを少なくする。 

➂エネルギー源多様化：特定のエネルギー源だけに頼らず多様化して、国際情勢の変

化によるエネルギー供給途絶のリスクを少なくする。  

➃電力の安定供給：自国内での電力は、停電が少なく、長期にわたる安定供給体制が

確保されていなければならない。 

➄“チョークポイント”リスクの低減：ホルムズ海峡やマラッカ海峡等、船舶往来が

集中してい るなど、海上水路で重要な“チョークポイント”は、何か起これば物流

輸送が難しくなる。このリスクは少ないほど良い。 

➅エネルギー消費の GDP原単位：国内総生産（GDP）あたりのエネルギー消費量で、エ

ネルギーの利用効率を示す指標である。利用効率は高い方がよい。 

➆供給途絶への対応力：充分な備蓄を用意し、万一のエネルギー供給途絶のリスクに

備えなければならない。 
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➇地球温暖化対策への配慮：近年特に国際的に重要視される視点であり、CO2 排出量

の削減に貢献すべきである。 

 

（７）今の日本のエネルギー安全保障には原発が必要 

エネルギーの安全保障は国の運命を変えるほど重要なのに、“原発がなくても再エネ

に頼れば良い”と簡単に考えている人もいる。実際は、エネルギーのような小難しい

ことには興味がなく、誰か他の人がちゃんとやってくれるだろう程度の人がもっと多

いように思われる。このため、はっきり“原子力反対”を発言する人の声は大きく影

響する。黙っている人の方がはるかに多いと考えられるが、結局反対の意見が世論に

大きく影響し、それが政治家に影響する。民主国家の政治家は、国民の世論を聞いて

政策を遂行する。国民の世論が、再エネの問題点や原発の安全性等の実態を真剣に考

えた結果を反映したものであるならば、十分受け入れられよう。しかし、希望や夢で

描いた世論を配慮した政策では、日本のエネルギー安全保障の実現は難しい。 

今は既に存在する原発を停止させ、電力の大部分を火力発電に頼っているため、膨大

な費用を国民が負担している。石油、LNG、石炭の火力用燃料代を毎年海外に支払って

いる。また、経済的に自立できない太陽光等の再エネ導入を促進させるため、兆円単

位の“再エネ賦課金”を国民が毎年支払っているのが現実である。世論が変わらなけ

れば政治も変わらず、この現実が今後も継続されることになる。前述のエネルギー安

全保障確保のための 8つの重要ポイントに関しては、原発を無くせば、➂エネルギー

源多様化を損ない、火力発電による CO2排出増加で➇地球温暖化対策に逆行し、火力

用燃料運搬のためにホルムズ海峡等を通過することで➄チョークポイントのリスクが

高まり、結果的に➀エネルギー自給率を押し下げることになるのである。 

原発を稼働させれば、日本のエネルギー自給率を高めることができる。CO2 を排出し

ないので国際的な地球温暖化対策に寄与できる。電源の多様化により緊急時対応能力

が向上する。つまり、原発は日本のエネルギー安全保障に大きく貢献できるのであ

る。いつも“原発は危ない”又は“危険だ”の声を聞くが、他の電源の火力や水力と

比較して危険ではなく、より安全であることを後述する。世論の背景には、2011 年 3

月の福島原発事故の影響が大きいと考えられるが、そろそろ後遺症から覚めて、事故

の影響の実像を合理的に分析する必要があると考えられる。 

 

（８）原発を停止させているために国民が支払っている金額は膨大になっている。 

2011年 3月の原発事故の影響を受けて、当時の民主党政権菅首相は中部電力浜岡原

発の全原子炉の停止を 5月に要請し、それが引き金になって日本中の原発が止まっ

た。事故前は国内総電力の約 3 割を原発が賄っていたが、原発を止めたために火力発

電が代わりの役目を引き受けることになった。当時再エネは数パーセントの発電量し

かなく、代替電力にはなり得なかった。このため、海外から従来にも増して、火力用



67 

 

燃料を余分に買うことになった。海外に支払う燃料の代金は、国際情勢により増減は

あるものの、事故の前より年間約３兆円増えたのである。 

太陽光や風力等の再エネは、CO2を排出しないので地球に優しいと言われ、欧米では

その活用が進んでいる。このため、日本もこれらの再エネを出来るだけ導入しようと

の方向に進んでいる。確かに再エネは自然界のエネルギーを使うことで、イメージは

良いのだが、前述したとおり他の電源からのサポートが必要であり、経済的にも自立

できていない。再エネの発電割合の増加は、原発がほとんど止まっているので火力発

電所の稼働率低下につながる。この稼働率低下は、結果として電気料金の増加につな

がるのである。 

 再エネは CO2を排出しないので、今国際的に強力に推進されている地球温暖化対策に

沿うとして、再エネの開発を国内でも政策として推進することとされた。2012 年 7月

には、「再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度（FIT 制度）」が制定され、2014

年 8月から、国民から「再エネ賦課金」（再生可能エネルギー発電促進賦課金）を徴収

することとなった。FIT制度の趣旨は、“再エネを普及・拡大させる目的で、電力会社

が 20年間再エネを買い取る際の費用を電力消費者が負担する”とされている。要する

に、FIT制度に基づき、市民が毎月電力会社に支払う電気代は、消費した電気代プラ

ス再エネ賦課金であり、これを 20年間払い続けなければならないと定められたのであ

る。  

“再エネ賦課金”として国民から徴収する金額は、2019 年度だけで 2.3 兆円にな

り、再エネによる発電量が増えれば、それだけ毎年増えていく。この仕組みは、根拠

となる FIT 制度が存在するので、再エネ賦課金をすぐになくす訳にはいかない。図２

０のとおり、経産省の試算では、国民から電気料金の一部として徴収する“再エネ賦

課金”は 2030年には年間 3.7～4.0 兆円になると予想されている。電中研の研究資料

によれば、2030年の時点で再エネ賦課金の累積総額は 40兆円、同じく再エネ買取金

の累積総額は 59兆円（４５）に達すると試算されている。ここで再エネ賦課金の額は、

正確には電力会社が再エネによる電力を買取るために再エネ発電業者に支払った金額

から、買取った再エネ電力量だけ火力用燃料費の節約がきるので、その金額を差し引

いた額である。 
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        図２０“再エネ賦課金の推移（経産省資料） 

    

この国民の出費は毎年続き、最近は石油の価格が世界的に低迷しているので火力用燃

料として余分にかかる費用は一時的に少なくなっているものの、火力用燃料代と“再

エネ賦課金”を合わせて年間４～６兆円を国民が今後も支払うことになる。もしこの

まま原発が止まって、再稼働が遅れれば、2030 年までに国民が支払う総額は 60 兆円

を超える膨大な金額になると予測される。2020年度はコロナウィルス対策で相当な額

の臨時費用がかかるであろうが、通常の国の年間予算が 100 兆円程度であることと比

較すると、原発を止めたために発生する巨大な出費は異常ではないでろうか。2019年

10 月 に消費税 8%が 10%に上がり、その税収の増分を財務省は約 4.4 兆円と予測し

た。当時 2%の増税でも国内では議論が沸騰したのに、原発停止に伴う膨大な出費に対

して国民が黙っているのは不合理であるとしか言えない。もし事故炉以外の原発を稼

働させていれば、これらの膨大な費用は大幅に削減できるからである。 

東電福島第一原発は、マグニチュード 9.0 の大地震による巨大津波によって事故を起

こしたが、他の原発は大地震にも立派に耐えたのである。東北電力女川原子力発電所

では大地震と巨大津波に耐えたばかりか、近隣の被災難民 364 人を発電所内の体育館

に 3か月間受け入れた実績がある（４６）。図２１に大地震にも耐えた女川原発の施設内

に近隣住民が避難している様子を示す。 

現在国内に停止中の原発は、事故後に定められた新安全基準に基づいて、安全性をさ

らに高めるための各種追加工事が行われている。原発事故による被ばくの実態も、前

述したように深刻なものにはならないことが分かった。多くの原発を無駄に長期間停

止させて、火力用燃料を海外から余分に購入し、毎年多額な費用を国民に負担させる

のではなく、順次原発を稼働させて活用するべきではないだろうか。 
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図２１ 女川原発に避難した周辺の住民 

 

（９）「金さえ払えばエネルギー資源は輸入できる」と考えるのは危ない 

 金をいくら払ってもエネルギー資源を輸入できなかった実例がある。昭和時代の初

期の頃、日本はほとんどの石油を米国から輸入しており、金さえ払えばいくらでも輸

入できると思っていたようだ。ところが、日本と欧米との関係がこじれて戦争に発展

し、石油を手に入れることができなくなった。 

 日本がハワイの真珠湾を攻撃して、米国と太平洋戦争を始めたのは 1941 年 12月で 

ある。当時、日本が使う石油の海外依存度は 92%であった。国内には石油が少なく、

ほとんどを海外から輸入しており、そのうち 81%を米国から輸入していたのである。

その頃世界の主要国は、主要なエネルギー源を石炭から石油に転換しており、石油の

時代にっていた。日本の石油の海外依存度 92%は、自給率が 8%しかなかったことを意

味する。今の日本のエネルギー自給率は約 10%であるので、80年前にも同じような問

題を抱えていたことになる。 

 日米開戦から遡る 10年前の 1931 年に満州事変が発生し、日中戦争に発展して、こ

れが長引いた。日本が中国に進出し続けることに米国・イギリス・フランスは警戒し

ていた。戦後分かった話であるが、当時ソ連のスターリンもルーズベルトの米国政府

と裏で通じ合い、日本の中国進出に警戒していた。そのような背景から、欧米が中国

に対して軍事支援を行ったため、日本との関係が急速に悪化した。米国は航空機用燃

料や鉄鋼資源の対日輸出を制限するなど、日本の締め上げを図った。それでも中国か

ら撤退しない日本は、ドイツ・イタリアと 1940年に三国同盟を締結し、石油資源を求

めて仏領インドシナへ進駐し事態を打開しようとした。しかし、米国はさらに石油輸

出全面禁止などの経済封鎖を日本に対して行うこととなった。石油の輸入の途を絶た

れた日本は進退窮まって、太平洋戦争に突入したのである。当時米国との戦争に反対

した山本五十六連合艦隊司令長官は、“半年は暴れて見せる。それ以上は難しい。“と
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言ったそうだが、結果はその通りになった。石油がなくなれば、勝てるはずがないの

である。 

 渡部昇一は“石油の重要性がわからなかったのは、民度の低さゆえ”と著書（４７）の

中で述べている。第一次世界大戦から戦争の様相が近代化し、“武器を動かすのは石油

あり、そのことがわかるかどうかということが民度と言うものです“と彼は述べてい

る。敗戦後の日本が食べ物にも事欠いた悲惨さを実際に体験した高齢者は、生活の基

となり、産業を支えるエネルギーの重要さを理解できるだろう。しかし、電気はコン

センにつなげばよいと思っている若者も、エネルギーが途絶えることなく提供される

ことが生命線をつなぐことを意味し、如何に大切かを理解すべきである。今日本のエ

ネルギーの大部分は海外から輸入する石油や LNG等に頼っている。しかし、金さえ払

えばいつでも輸入できるのではない。イランと米国の関係がおかしくなってホルムズ

海峡が閉鎖されたらどうするのか、中国の海洋進出がさらに強化されたら輸送航路は

どうなるのか等々、心配の種は尽きない。自国でのエネルギーを安定的に確保するた

め、あらゆる手段を講じなければならない。その解決策に原発と再エネが含まれるで

あろう。ただし、繰り返し述べるが、再エネは不安定電源であり、必ず代替電源が必

要であることを忘れてはならない。 

 

 

３．２．２．核燃料サイクルによる長期エネルギー確保 

 

 核燃料サイクルとは、核燃料を原子炉で繰り返し使うことを意味し、軽水炉燃料サ

イクルと高速増殖炉燃料サイクルの 2種類がある。いずれも、原料のウランを軽水炉

や高速増殖炉で繰り返し使うことによって、より多くのエネルギーを引き出し、天然

資源のウランを効率よく活用することを目指している。図２２に各燃料サイクルの主

要な工程の流れを示す（４８）。簡単に説明すると、軽水炉燃料サイクルでは、軽水炉で

燃焼させた使用済み燃料を再処理し、出てきた燃え残りのウランやプルトニウムを

MOX燃料に加工して、これを再び軽水炉で燃焼させる。また、高速増殖炉燃料サイク

ルでは、軽水炉の代わりに高速増殖炉を活用して、装荷した MOX燃料を燃焼させると

同時にプルトニウム等の燃料に変換させ、装荷した燃料より多くの燃料を生み出す

（増殖させる）機能を持っている。 

この高速増殖炉燃料サイクルを活用すれば、天然ウランの利用効率を大幅に高めるこ 

とができ、数千年の長期間にわたってエネルギーを生み出すことができるため、高速

増殖炉は“夢の原子炉”と一般には言われている。しかし、軍事利用の可能なプルト

ニウムを多量に取り扱うために、政治的や経済的な種々の理由から、自由主義の国々

で研究開発は進められているものの、現在ロシア、中国、インドを除き、これを本格

的に商業化する機運は時期尚早と考えられている。 
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 核燃料サイクルの科学をやや詳しく説明する。現在国内の原発では、軽水冷却型原

子炉（略して軽水炉又は LWR）が使われており、軽水炉には沸騰水型原子炉（BWR）と

加圧水型原子炉（PWR）の 2種類がある。軽水炉ではウランに中性子を当てて核分裂さ

せ、エネルギーを取り出している。軽水炉の中では速度の遅い中性子（熱中性子）が

飛び交っており、これがウラン中の核種 U235 に当たって核分裂が起こる。天然ウラン

には核種 U238が 99.3%と U235が 0.7%含まれているが、軽水炉では U235 が核分裂する

ので、軽水炉用燃料には U235を 3～5%まで濃度を高めた濃縮ウランが使われている。

つまり、軽水炉から出る使用済み燃料には、核分裂を起こした U235 は少なくなってい

るが、U238 は多量に残っている。従って、軽水炉の場合は、U235 しか活用しないの

で、天然資源であるウランの利用効率が悪いのである。 

一方、高速増殖炉では U238 をプルトニウムに変換でき、それをさらに燃料として使う

ことができる。軽水炉では速度の遅い中性子（熱中性子）が U235に当たって核分裂を

起こさせるが、高速増殖炉では速度の速い中性子（高速中性子）が U238に吸収されて

プルトニウムが生成される。生成されたプルトニウムには核分裂する核種も含まれて

いるので、それらを再処理で回収して活用することができるのである。このように高

速増殖炉を活用すれば、ウラン資源の利用効率を飛躍的に高くすることができる。 

図２３は、高速増殖炉を使えばウラン資源を長期にわたって有効に活用できることを

示す試算例である（４９）。現在国内にある軽水炉では、ウラン資源の内 0.7%しかない

U235だけを利用しているが、高速増殖炉では 99.3%も存在する U238 をプルトニウムに

変えて利用できる。この試算例によれば、ウラン資源を軽水炉だけに使用すれば、あ

と 85年（同図では“可採年数”と表示されている）でウラン資源はなくなってしまう

が、高速増殖炉を活用すれば数千年間の長期にわたってウラン資源を使用することが

できる。このことが、高速増殖炉が“夢の原子炉”と呼ばれる理由であり、核燃料サ

イクルを回せば人類は数千年間エネルギー確保の心配をしなくてもいいのである。な

お、あと何年使えるかを意味する可採年数は、今後の科学技術のレベル、社会情勢等

の変化が複雑に絡んでくるので、正確な数値ではなく、今後変わり得るものである。 
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図２２ 核燃料サイクルの工程 

 

 

       図２３ 高速増殖炉によるウラン資源の有効活用 

 

核燃料サイクルの工程には、図２０に示す通り、軽水炉や高速増殖炉の他に、ウラン

濃縮、原子燃料加工、再処理、放射性廃棄物処理処分等が含まれている。各工程に関

する詳細はここでは省略するが、それぞれの工程について多くの学術書が市販されて

いるし、ネットからも検索できるので、必要に応じて参照されたい。 
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 核燃料サイクルはウラン資源の有効活用により、膨大なエネルギーを生み出し得る

すばらしい科学技術である。しかし、特に国内にはその開発と実用化を批判する意見

や反対する意見もある。ここでは多くの国民が、心配して反対する理由や問題点を採

りあげ、それらに応える形で、核燃料サイクル技術の重要性と実態を示して理解する

一助としたい。 

 

 最初に、世論に大きな影響を与える主要な新聞が核燃料サイクルに対して最近どの

ように論じているかを見てみたい。 

朝日新聞は、2020 年 5月 14日の社説「核燃料サイクル政策 理のない“国策”と決

別を」の中で、前日原子力規制委員会が下した六ヶ所の再処理工場安全審査合格に関

して概略次のように報道している。“使用済み燃料を再処理してプルトニウムを取り出

し、改めて原発で燃やす核燃料サイクル政策はもはや破綻している。再処理工場を動

かすことは、核不拡散や経済性、エネルギー安全保障など様々な面で理にかなわな

い。安倍政権は方針を転換すべきであり、規制委の判断をよりどころに、破たんした

「国策」を漫然と続けるのは無責任だ。“ 

 一方、2020 年 5月 20日の読売新聞社説「核燃料サイクルの道筋を示せ」では、ほ

ぼ正反対の意見を記事にしている。その主旨は、“核燃料サイクルという選択肢を残し

ておく意義は、石油や天然ガスの輸入に依存せず、自前で安定したエネルギー源を確

保する点にある。「もんじゅ」の廃炉やプルトニウムに対する海外の懸念等、再処理工

場が稼働してもサイクル実現までの道は厳しいが、政府は長期的な視点から核燃料サ

イクル政策を進めなければならない。“ 

このように、国内で主要な新聞では、核燃料サイクルについて前者は“止めるべき”、

後者は“続けるべき”と異なった論調になっている。朝日新聞の論調は、前章で述べ

たように、週刊朝日の反原子力の主張と同様である。どちらが合理的かを判断する前

に、何が問題になっているのかを見ていきたい。          

 

（１）批判・反対理由１：核兵器に転用できるプルトニウムを使うのは問題ではない

か？ 

 日本がプルトニウムを利用することについて、原子力委員会は「我が国のプルトニ

ウム利用について」（５０）の中で次のように国の立場を説明している。“我が国は、原子

力発電所から出る使用済み燃料を再処理することでプルトニウム等を回収し、再度原

子力発電所の燃料として用いる「核燃料サイクル政策」をとっている。一方、プルト

ニウムは、核不拡散の観点から、国際的にも厳重な管理が求められている。このた

め、我が国のプルトニウムを含むすべての核物質は、IAEAによる厳重な査察管理を受

け、平和的活動であるとの結論が得られている。“ 
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 このように国の方針と立場が明確に示されていても、一部のマスメディア等から批

判や反対の意見が出ている。例えば、グリーンピース・ジャパンの意見（５１）は、“今

日本はプルトニウムを 45 トンも持っている。これを核兵器に転用すると約 6,000発の

原爆を作ることができる。そのような危ないプルトニウムを大量に扱う核燃料サイク

ルは止めるべきであり、海外から日本が核兵器国になるのかと疑惑の目で見られてい

る。“  

 他にも、NHKクローズアップ現代の“プルトニウム大国日本～世界で広がる懸念

～”（2017 年 10月 30日）や朝日新聞の“日本のプルトニウム大量保有、世界が疑問

視している”（2019 年 9月 7日）等がある。しかし、不思議なことに、海外から直接

日本のプルトニウム保有を懸念する公式報道はほとんどないのである。国内の一部の

マスメディアが問題視し、国民の心配を煽っているような感じがする。日本が現在保

有するプルトニウムの量は確かにこのとおりである。しかし、国のプルトニウム利用

の目的は原子力委員会が示したとおりであり、「我が国のプルトニウム管理状況」（５２）

に示されているように、プルトニウムは国際的な査察を受けて厳重に管理されてい

る。2018年末時点において、国内外に管理されている我が国所有のプルトニウム総量

は約 45.7トンであり、うち約 9.0 トンが国内に保管され、残りの約 36.7 トンが海外

の施設に保管されている。海外保管分は、国内の使用済燃料を、英国とフランスの再

処理施設で再処理した結果生成されたプルトニウムである。これらはいずれも燃料加

工施設で MOX燃料に加工され、国内の原子力発電所で使用される予定になっている。 

日本は、核兵器不拡散条約（NPT）の下、IAEA との間で締結した保障措置協定に基づ

き、プルトニウムを含めた国内の全ての核物質について、IAEA による保障措置を受け

入れている。つまり、国内でプルトニウムを取り扱う施設には、IAEA から派遣された

査察官が常駐し、その動きを監視している。2019 年 6月に開催されたＩＡＥＡ理事会

において、「申告された核物質について平和的な原子力活動からの転用の兆候は見られ

ない。未申告の核物質及び活動の兆候も見られない。」ことを根拠として、すべての核

物質が平和的活動にとどまっていると結論付けられている。 

余談になるが、筆者が国内の核燃料加工工場で働いていたころ、毎年 IAEA 本部から

査察官数名が派遣されて来た。ウランの管理状況をグラム単位で現物と帳簿を厳重に

チェックしていた。ある時間になると査察官が全員いなくなった。不思議に思って 2

度目について行ったら海岸で祈りをささげていた。イスラム系の査察官であったので

ある。宗教のことはさておき、プルトニウムでなくウランでさえも、このように国際

的な監視を受けているのである。また、“原爆 6,000 発”などと危険視されているが、

プルトニウムには“原子炉級“と”兵器級“の組成の異なる 2種類があり、原発の使

用済み燃料から生成される原子炉級プルトニウムから原爆を作るのは大変難しい。原

爆用には、Pu239 が約 90%を超える組成のプルトニウムが必要であるが、普通の原発か

ら出るプルトニウムには、Pu240が少なくとも 20%を含んでいるためである。これから
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Pu239だけを濃縮させれば、理論的には原爆製造は可能となろうが、時間と金がかか

り、世界のどこも原子炉級プルトニウムから原爆を作った実績はない（５３）。 

＊Pu240は Pu239 の中性子捕獲により生成するが、容易に自発核分裂を起こすので、

Pu240が多く含まれると爆弾の出力と信頼性を損なう欠点を持っている。 

 

（２）批判・反対理由２：使用済み燃料を再処理するより直接処分の方がコストが安

いのではないか？ 

 単純に比較すれば再処理の工程が除かれるから、その分だけ直接処分のコストの方

が安いのは事実である。政府が 2011 年 12 月に行った試算（５４）によれば、ウラン採掘

から使用済み核燃料又はガラス固化体廃棄物の地層処分まですべてを含んだ原子力発

電のコストは、再処理経由の場合と使用済み燃料を直接処分する場合を比較すると、

発電量 1kwh 当たり約 1円の差があり、後者の方が安くなっている。なお、原発事故後

の 2015年に経産省エネ庁が行ったコスト計算では、再処理や事故対応費用等すべての

コストを含めた原発の発電コストは kWh当たり約 10.1～ 円と試算された。“～”の意

味は、原発事故に起因するさらなる被害額を正確に見積もることが難しかったからで

あり、被害額が 1兆円増すごとに原発発電コストが 0.09 円/kwh増えるとしている。

この原発の発電コストは、石炭火力発電の kWh当たり 12.3 円、太陽光発電（メガワ

ットクラス）の kWh当たり 24.2円等と比較して、十分低いコストと試算されている。 

 使用済み燃料を再処理せずに直接処分する方が安いが、再処理することによるメリ

ットははるかに大きい。一つ目は、廃棄処分される高レベル放射性廃棄物（再処理の

場合はガラス固化体、直接処分の場合は使用済み燃料）の放射線レベルを、天然ウラ

ンレベルまで減衰するのに要する時間を短縮できることである。図２４に示すとお

り、直接処分の場合は約 10万年かかるが、再処理すれば約 8,000 年になる。さらに高

速増殖炉や加速器を活用した分離変換技術を使えば、約 300 年程度まで短縮できる（５

５）。ここで分離変換技術とは、使用済み燃料中に含まれる様々な放射性核種を、用途

に応じて分別・分離し、その中で半減期が長く、放射性毒性の強い核種を短寿命核種

に変換する技術である。ある程度予測が可能な 300 年程度の期間での管理であれば、

国民の理解を得やすくなるメリットがあると考えられる。 

二つ目は、高レベル放射性廃棄物の体積が、再処理すれば直接処分の場合の約 4分の

１に小さくできることである（５６）。このことは、必要な廃棄物処分場の面積も概略 4

分の１に縮小できることを意味する。特に狭い日本の場合は、国民の受容性問題に関

係して、大きなメリットになると考えられる。日本原子力開発機構（JAEA）の評価で

は、10km2 程度の面積の土地が国内に 1か所あれば、国内で発生する高レベル放射性

廃棄物を収納できるとしている。膨大な量の産業廃棄物が日々各地の処分場に廃棄さ

れる実態と比較すれば、高レベル放射性廃棄物の処分に必要な面積は桁違いに少なく

て済む。 
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三つ目は、再処理することによってプルトニウムや回収ウラン等、さらに燃料として

活用できる資源を有効に使えることである。高速増殖炉を活用すれば、ウラン資源活

用の効果は格段に大きくなる。一方、原発から出た使用済み燃料をそのまま直接処分

すれば、まだ活用できるウランやプルトニウムをみすみす捨てることになり、有限な

ウラン資源を十分活用することにはならない。図２５に示す通り、現在のウラン確認

埋蔵量は全世界で 614万トンと報告されており、あと約 100 年間は原発を稼働させる

ことができるが、高速増殖炉を核燃料サイクルに活用すれば、図２３に示したとお

り、ウラン資源を利用できる期間を数千年まで延長させることができるのである。 

 

     図２４ 高レベル放射性廃棄物からの放射線の強さ vs経過年数 

 

（３）批判・反対理由３：「もんじゅ」が廃炉になったから高速増殖炉の開発はできな

いのではないか？ 

 もんじゅは、1995 年にナトリウム漏洩事故を起こしたため、安全性向上等の改善策

が種々検討されていた。しかし、原子力規制委員会の審査を経て、結局 2016 年 12月

の“原子力関係閣僚会議”で廃炉の方針が決定された。この決定は、特に高速炉開発

の意義を知る専門家には大きなショックであったと思われる。しかし、この閣僚会議

では同時に、今後の高速増殖炉開発の方向性を示す“高速炉開発の方針”が定めら

れ、さらに 2年後の 2018 年 12月の同閣僚会議では“戦略ロードマップ”が決定され

た経緯がある（５７）。ロードマップには今後 10 年ほどの高速炉開発作業の方向が示され

ている。一部のマスメディアが、もんじゅ廃炉に伴って核燃料サイクル計画はなくな

ったなどと報道しているが、それは国の方針ではなく、報道元の意見か単なる噂に過

ぎない。 
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 もんじゅのナトリウム漏洩事故は、もともと“原子力事故”と呼ばれるものでは決

してなく、放射能漏洩のない実験室規模のナトリウム漏洩と火災事故であった。しか

し、事故後の情報開示に関して、当時の動燃（動力炉・核燃料開発事業団）の管理体

制に一部不手際があったため、これをマスメディアが大きく扱って報道し、実態より

も大きな事故であったかのような印象を国民に与えた経緯がある。 

 わが国では 1963 年頃から高速炉の本格的な設計研究がスタートし、1977 年には実

験炉“常陽”、1994 年には原型炉もんじゅがそれぞれ臨界を達成している。もんじゅ

は廃炉の方向が決まったが、茨城県大洗町に建設された常陽はまだ健在であり、1978

年には運転を開始して多くの経験を積んでいる。2018 年 12 月の閣僚会議で決定され

た“戦略ロードマップ”では、“もんじゅで培った技術・人材を最大限活用して、従来

のナトリウム冷却型高速炉に限らず、さまざまなタイプの高速炉についても可能性を

追求する“としており、”21世紀後半のいずれかの時期に運転開始を期待する“とさ

れている。しかし、利潤を追求する民間がどこまでできるか、国がどのような形でこ

れをサポート していくのか等、難しい課題が残されている 

 

（４）批判・反対理由４：世界の各国も核燃料サイクルを中止か、止めているのでは

ないか？ 

 日本以外の世界の主要国（米国、ロシア、英国、フランス、中国、インド、ただし

ドイツを除く）は、自国内で再処理を行っている。核燃料サイクルについては、各国

とも国内の事情や国際情勢等の変化を受けて変動する可能性があるが、現在のところ

次の通り、自国の事情に合わせた活動を行っている（５８）。 

米国：核拡散防止の観点から軍事用以外の再処理は実施せず、使用済燃料を直接処分

する方針を採用している。高速実験炉の開発と運転経験は既に持っている。核不

拡散政策に関連して、高速原型炉の建設は無期延期となっている。ただし、先進

的な核燃料サイクル技術に関する研究開発は実施している。 

フランス：使用済燃料は再処理し、回収したウランやプルトニウムを MOX燃料に加工   

して国内の軽水炉で再利用している。高速炉については、実験炉・原型炉・実   

証炉（スーパー・フェニックス炉）ともに建設されているが、日仏共同開発の実

証炉アストリッド計画は最近中止となった。なお、日本の使用済み燃料の一部を

委託により再処理している。 

英国：高速実験炉と原型炉の運転経験を持っている。回収したウランやプルトニウム

を高速炉で再利用する方針であるが、現在は北海油田の利用等を背景にして、高

速炉計画を中止している。使用済燃料からのプルトニウムを MOX 燃料に加工し

て国内の軽水炉で再利用するオプションを検討中である。なお、フランスと同

様、日本の使用済み燃料の一部を委託により再処理している。 
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ドイツ：高速実験炉の運転経験はあるが、原型炉の建設中に政策論議や財政難のため

に計画を中止した。使用済燃料は全量直接処分することが法律により定められて

いる。使用済燃料を国外に再処理委託し、回収したウランやプルトニウムは、

MOX 燃料に加工して、国内の軽水炉で再利用した実績がある。 

ロシア：使用済燃料は再処理し、回収したウランやプルトニウムを MOX 燃料等に加工   

して高速炉や軽水炉で再利用している。高速実験炉・原型炉・実証炉の経験を経

て、2030年頃の高速商用炉運開を目指している。 

中国：高速実験炉の経験を経て、2025 年頃に実証炉を、2030 年頃に商用炉をそれぞれ

運開させるとしている。また、フランスと技術協力して商用再処理施設の建設に

向けた取組が進められており、2016 年 2月現在、再処理・MOX加工・高レベル廃

棄物処分については“開発中”と報告されている（５９）。 

インド：ウラン資源は少なく、品位もよくないが、トリウムは国内に豊富にある。こ

のため、“ウラン・トリウムサイクル“をベースとした独自サイクルを 3段階で

開発している（６０）。第 1段階の重水減速加圧重水冷却炉（PHWR）を使って、ウラ

ンからプルトニウムを生産し、現在は第 2段階の高速増殖炉（FBR）を開発して

いる。さらに将来は、第 3段階として新型重水炉サイクルを開発する計画であ

る。  

 

 このように核燃料サイクル開発の状況は、国によって異なっている。米国とドイツ

は使用済み燃料を直接処分する計画であり、フランスと英国は高速炉開発を中断して

いる。また、ロシアと中国はともに高速炉サイクルを進めており、インドは究極的に

はトリウムの独自核燃料サイクルを計画している。しかし、これらの主要国は、米国

とドイツを除いて、どこも使用済み燃料を再処理し、生成されたウランやプルトニウ

ムを再び活用している。米国の場合は、政策的に商業用には再処理は行わないが、軍

事用にはプルトニウムを生成して原爆を作っていることは周知の事実である。 

一部のマスメディアが“核燃料サイクル路線は破綻した”と報道して、六ヶ所再処理

施設まで反対しているのは、国際情勢を見誤っているのではないか。日本が、原発か

らの使用済み燃料を再処理してプルトニウムを取り出し、MOX 燃料として再び原発の

燃料として使うことは、他の主要国で行われていることであり、特殊な計画ではな

い。 

 

（５）批判・反対理由５：石油・石炭等まだ化石資源が十分存在するので、危険な核

燃料サイクルの活用は不要ではないか？ 

 図２５に OECD－IAEAがまとめた世界のエネルギー資源確認埋蔵量と利用可能年数 
（６１）を示す。人類は昔から天然の資源を使ってエネルギーを得てきた。最初は薪を使

って火を起こしていたが、そのうち石炭や石油を採掘して使うようになり、技術の進
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歩につれてガスが加わり、今ではウランから原子の火を活用するまでになった。これ

らはいずれも既に地球に存在するものであるが、無限にあるわけではないので、使え

ばいずれなくなることは明白である。では、後何年位まで使えるのか？正確に言い当

てるのは難しいので、普通には、今ある技術を使い、リーズナブルなコストで採掘可

能な年数を推測することにしている。先に示した図中の年数は、このような仮定の下

に推測した結果である。従って、今後探査や採掘に活用できる科学技術に大きな進歩

等の変化があれば、推定年数が増えることもあり得る。 

 現在では、石炭、石油、天然ガス、ウランはいずれも 50年から百数十年の間に枯渇

すると推定されている。要するに、21世紀末までには石油と天然ガスはなくなる（リ

ーズナブルなコストでは採掘できなくなる）。22世紀初頭から前半にかけてウランと

石炭もなくなる（同様に、リーズナブルなコストでは採掘できなくなる）。石炭を使う

火力発電所は、CO2 を排出して地球温暖化を促進するので可能な限り止めたい。この

ように考えると、今世紀末以降のエネルギーをどのように確保するのかは、次世代の

ために大変重要な課題になる。人類は既にウランからエネルギーを得る原子力技術を

活用している。しかし、これを高速炉サイクルまでつなげるには、基礎技術は既に確

立されているものの、実用化のための技術開発や今後の国際情勢、さらに国民の理解

等多くの課題を残しており、実現には長期間を要するであろう。 

 

 

図２５  世界のエネルギー資源確認埋蔵量と利用可能年数 
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３．２．３．地球温暖化対策 

  

 小泉環境大臣がスペインで開催された COP25で“化石賞”を贈られた。2019 年 12

月 

12 日の朝日新聞では、小泉大臣の演説が“国際社会が求める脱石炭や温室効果ガス排

出削減目標の引き上げ意思を示さなかった“のが受賞の理由だったと報道している。

COP25はスペインのマドリッドで開催された地球温暖化対策に関する国際会議であ

る。“化石賞”は世界各地の約 1300 の環境 NGOグループが「温暖化対策に消極的な国

に贈る賞」だとされている。COP会議は、各国の PR合戦になっていると言われてい。

しかし、これは小泉演説の問題ではなく、今の日本のエネルギー問題の深刻さを示し

ている。今世界の各国は、予想される地球温暖化による悪影響を食い止めようとあら

ゆる手段を講じてしのぎを削っている。 

近年各地を襲う大型台風や長雨、40度を超える夏の猛暑、予想を超える降雪等の異常

気象が頻繁に起こっている。原因は地球温暖化の影響ではないかと憶測されている。

なぜ地球温暖化が起こっているかの原因は、まだ 100％分かっているのではないが、

国際的には IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の説がもっとも信じられている。

2007年パリで開催された IPCCの第 4次評価報告書には、“人為的な温室効果ガス

（GHG）が温暖化の原因である確率は「90%を超える」とされた。今のところ、人間の

産業活動に伴って排出された温室効果ガスが主因となって地球温暖化が引き起こされ

ているとする説が国際的な主流になっている。さらに、2013 年ストックホルムで開催

された IPCC の第 5次評価報告書（６２）には、“20世紀半ば以降、観測されている温暖化

の主な原因は人間の影響である可能性が極めて高い“と結論づけられている。なお、

温室効果ガス（GHG）とは、CO2、メタン、フロンのように、大気圏にあって、地表か

ら放射される赤外線の一部を吸収して、地球に対して温室効果をもたらすものをい

う。 

 図２６に過去約 120年間の世界と日本の平均気温の変化を示す。出典は、気象庁ホ

ームページから日本原子力文化財団がまとめた資料である。これによれば、100 年間

の気温上昇率は世界が摂氏 0.74度、日本が 1.24度の割合であり、地球が温暖化に向

かっていることを示している。IPCC 第 5次評価報告書では、今世紀末までの世界平均

気温の変化は 0.3～4.8℃の範囲に、また海面水位の上昇は 0.26～0.82mの範囲に入る

可能性が高いとされた。このため、温室効果ガス（GHG）排出量の抜本的な削減が必要

であるとし、“CO2 の累積総排出量とそれに対する世界平均気温の応答は、ほぼ比例関

係にある”とされている。 

  



81 

 

 

      図２６  世界と日本の過去約 120年間の気温変化 

 

このように地球温暖化対策は世界中の国々が取り組むべき重要な課題となっている。 

2015年パリで開催された国連気象変動枠組み条約締結国会議（通称 COP15）（６３）で

は、2020年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組み“パリ協定”が合意され、各

国は温室効果ガス（GHG）排出量削減の次のように目標を定めた。 

日本：2030 年度に 26％の GHG削減（2013 年度比） 

英国：2030 年度に 57％の GHG削減（1990 年比） 

米国：2025 年に 26～28％の GHG削減（2005 年比） 

フランス：2030年に 40％の GHG削減（1990 年比） 

ドイツ：2030 年に 55％の GHG削減（1990 年比） 

 これらの削減目標はすばらしく、革新的ではあるが、達成するための具体的な道筋

が示されているのではなく、今後どこまで実行できるのか疑問符が付いていると関係

者に見られている。 

温室効果ガス（GHG）の大部分は CO2が占める。CO2排出量が最も多いのは石炭、石油

等を炊く火力発電所であり、排出量が最も少ないのは原子力発電と再エネである。図

２７に電源別の CO2排出量を示す。これは電中研の報告書「日本における発電技術の

ライフサイクル CO2排出量総合評価」（2016 年 7月）を下に、日本原子力財団がまと

めた資料であり、電源ごとに施設建設から燃料燃焼までのサイクル全体からの排出

CO2量を、発生電力１kwh 当たりの数値として集計している。これから、石炭火力が１
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kwh当たり 943g-CO2で最も多く、原発は 19g-CO2 であり、石炭火力の約 50 分の１だ

けしか CO2 を排出しないので、もっとも地球温暖化対策に寄与できることが分かる。

なお、原発の排出 CO2量がゼロでない理由は、原発を建設するために発生する CO2量

を見積っているからである。 

 “太陽光や風力を使えば CO2をほとんど排出しないので、将来はこれらの再エネに

100%頼れば良い“ と考える人が多い。無限にある自然界のエネルギーは、感覚的に地

球に優しく、理想的だと思われている。しかし、太陽光や風力は天候次第で間歇的に

しか発電しないので、前述した（62頁）通り問題が多いのである。もし再エネの電力

を貯めて必要な時に取り出せるような大容量の蓄電設備が開発されれば、この問題は

解決するかも知れない。しかし、大容量の蓄電設備が経済的な価格で一般に使われる

時代にはまだなっていない。また、化学反応を利用する蓄電設備が大容量の電気を貯

めることは、科学的に見ても不可能とも言われている。 

ドイツは、脱原発政策で再エネを積極的に利用する国として、特に国内では人気が高

いが、実態は種々の問題（６４）を抱えている。ドイツでは、もともと原発に対して否定

的な感情を持つ国民が多く、2011年 3月の福島原発事故を契機に、政府は脱原発政策

を強め、再エネ利用をさらに拡大する方向に舵を切った。ドイツでは風力発電の寄与

が大きく、年間を通して風が強い北部に発電施設を作った。しかし、工業地帯の南部

まで電力を送る送電線建設に、途中の住民が環境が破壊されるとして反対しており、

現在まだ工事はほとんど進んでいない。また、再エネ電力の割合を増やしているた

め、これを補完する火力発電所の稼働効率が悪くなり、電力会社の経営が難しくなっ

ている。再エネによる電力が消費電力を上回る場合は、お金を払って他国にその電力

を買い取ってもらうことまでしている。しかも、肝心の温室効果ガスが大幅に減少す

ることが期待されたが、あまり減少していないのが実態である。この結果ドイツの電

気代は欧米各国の中で最も高くなっており、メルケル政権は脱原発を含めたエネルギ

ー政策に苦慮している。川口マーン恵美は、この実情を踏まえて、島国日本が安易に

ドイツを見習うべきでないと警鐘を鳴らしている（６５）。 
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図２７  各種電源別のライフサイクル CO2排出量の比較 

   

 

３．２．４．経済性 

 

 日本に原発が必要な理由の一つに経済性があることを忘れてはならない。端的に言

えば、原発による電気は他の電源から生まれる電気よりも安い。このところ国内では

安全性の話題ばかりだが、本当は経済性の話が負けず劣らず重要である。エネルギー

が生活に必須であることは言を俟たない。一般に文明が進むほどエネルギーを電化し

て活用する比率（電化率）がますます高くなる。安い電気を継続的に提供すること

は、文化生活を営む上で必須である。経産省エネ庁の資料によれば、日本の“一次エ

ネルギーに占める電力の比率（電力化率）“は、1970 年から 2017年までの 47年間に

26%から 45%までに増加した。これは家電や IT機器等の普及によるものと考えられ

る。今後は地球温暖化対策に関係して電気自動車等の普及、最近はコロナ問題による

在宅勤務の増加や空調設備の拡大等、電力化率はさらに増加すると予想される。 

 図２８に原発による発電コストを他の電源と比べて、それぞれ発電電力 1kwh 当たり

の値（６６）を示す。これは原発事故後の 2015年 6 月に、日本エネルギー経済研究所

（IEEJ）から報告された試算値である。原発事故前に既に原発発電コストを 8.9 円

/kwhと報告していたが、事故による諸費用を加えて再試算し、10.1 円～/kwh とし

た。8.9円/kwhには、廃止措置、再処理、高レベル放射性廃棄物処分、立地、研究開

発、事故リスク等を含んでいた。原発事故後は、これに賠償費用の増加分、追加的安

全対策費等が加えられている。10.1 円に確定しなかったのは、原発事故に起因するさ
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らなる被害額を正確に見積もることが難しかったからであり、被害額が 1兆円増すご

とに原発発電コストが 0.09 円/kwh 増えるとしている。これから、もし今後被害額が

仮に 10兆円増えたとしても原発の発電コストは 11 円/kwh 程度となり、石炭火力の発

電コスト並みになり、他の電源と比較して最も経済性に優れていると言える。「原発事

故で膨大なコストのかかることが分かったので、そのコストを含めれば原発の電気は

高いはずだ」等の意見をよく聞く。しかし、原発はどこでも事故を起こすのではな

い。原発事故のコストを総発電量で平均化すれば、結果として安くなる。なお、IEEJ

の試算にはいくつかの課題が残されている。例えば、太陽光や風力等の自然変動電源

の大量導入に伴う系統安全化費用や廃棄物処分費用、他の電源も含めた事故リスクへ

の対応費用等の推定である。発電コストは、石油の値段等の国際情勢の変化からも影

響を受けるので、正確さが期待されるが、これからも諸条件に連動して変動する可能

性がある。 

 

図２８  電力 1kWhあたりの電源別発電コスト 

 

 

３．３．原発再生のための課題は何か 

 

今の豊かな生活を続けるためにはエネルギーが必要であることを論じてきた。具体的

には、電気が切れ目なく市民と産業に提供されることが必須である。電気を作る発電

所には、火力、水力、原子力、再エネ（正確には水力も再エネに分類される）の４つ

がある。どれも重要であり、なくてはならない。しかし、2011 年 3月の福島原発事故
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の影響を受けて、脱原発世論の傾向が高まり、事故後 9年を経た今もその傾向が続い

ている。脱原発の世論に迎合して、日本から原発を消滅させた場合の問題の大きさを

今まで説明してきた。主要な問題をまとめて図２９に示す。 

第 1の問題は、原発をなくせば、再エネは天候に依存し能力も少ないので、火力発電

が代替の役目を果たさなければならないため、電気代が上がることである。第 2は、

火力発電は CO2ガスを排出するので地球温暖化促進させる。また、世界的な温暖化対

策の動きに反する。第 3は、海外に約 90%を依存している石油・LNG 等の輸入ができな

くなった場合の対策が難しい。これは単なる仮定ではなく、世界の政治や各国の事情

によって将来起こる可能性が大である。輸入が完全にストップしなくとも、石油・LNG

の値段が急上昇した場合はどうするか等、常に対応策を考えておく必要がある。この

ことは国のエネルギー安全保障を如何にして盤石なものにしておくかの問題であり、

第 3でなく最も重要な問題になるかも知れない。 

この節では、火力、水力、再エネとともに国の主要電力として、消滅しかけている原

発を再生させるには何が必要かについて考えたい。原発は、島国日本のエネルギー安

全保障を確保し、豊かな市民生活を持続的に可能にする必要条件になり得るからであ

る。 

 

         図２９ 日本から原発をなくした場合の問題点 

 

３．３．１．エネルギー政策を国民が考え、選択できる社会 

 

（１）「脱」原子力の背景にある「嫌」原子力の現状 

第 2章で述べた状況によって、2011 年 3月 11日の東電福島原発事故から、「脱」原

子力に傾く国民の数が増えた。また、「脱」原子力の主張をすれば「嫌」原子力の集票
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に繋がるという空気を読んだポピュリスト政治家が目立っている。憂慮すべき問題

は、マスメディア等によって形成された世論の中で、「脱」を主張する政治には全体的

整合性のある論理の下に、何故「脱」なのかの説明がないことである。事故影響によ

る直感的な危険認識からの「嫌」感情への便乗や、偏った解説によって不安感を増幅

させた短絡的「脱」原子力の主張が問題なのである。 

具体的に言えば、政府の第 5次エネルギー基本計画には、原発の利用をできるだけ少

なくしつつ、2030 年の電力比率を原子力 20～22%、再エネ 22～24%とし、CO2 排出を

26%削減（2013年度比）するとしている。国のエネルギー政策は、2002年に制定され

た“エネルギー政策基本法”に基づき、経産省がエネルギー基本計画を作成し、閣議

決定されている。これは国内外の情勢変化を反映して、基本的に 3年毎に見直される

ことになっており、第 5次エネルギー基本計画は 2018年 7月 3日に閣議決定された。

エネルギー政策基本法の趣旨は、エネルギーは国民生活の安定向上、経済の維持・発

展に欠くことができないので、エネルギーの安定供給、地球環境への適合、国や事業

者の責務等を規定し、日本と世界の経済社会の持続的発展に貢献することと定めてい

る。 

この第 5次エネルギー基本計画には、再エネ利用比率や CO2 削減幅に大きな目標を掲

げており、世論受けを狙っている。しかし、ほとんどの原発が現在停止しており、増

設計画も皆無なら、2030 年の 20～22%目標ももはや達成不可能であり、その後は原発

自身は徐々に消滅していくであろう。理由は、原発事故の後 2012年に改正された原子

炉等規制法により、原発の運転期間を 40年と規定したためである。ただし、原子力規

制委員会の認可を受ければ、その期間を 1回に限り 20 年を超えない期間で延長できる

とされてはいるが。 

図３０に原発の運転期間を 40年又は 60年と規定し、しかも今後原発の新設又は増設

がない場合の影響を示す。これは経産省エネ庁資料に基づくが、現在存在する原発が

そのまま再稼働するとしても、運転期間 40年の場合、新設・増設がなければ原発の発

電量は 2028 年に半減し、2049年にはゼロになる。運転期間 60年としても、2070 年頃

には原発は日本から完全に消滅することを意味している。原発の再稼働でさえ、地元

の反対があって解決すべき課題が多く、ましてや新設・増設には 5年や 10 年の長期間

を要することを考えれば、原発を今後も活用するためには即刻の対応が求められる。 
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        図３０ 原発の運転可能期間 40 年/60 年の影響 

 

再エネについては 2030年の目標が 22～24%とされているが、その実現も容易ではな

い。2018年現在の再エネ比率は 17%であるが、その半分以上は水力と地熱によるもの

であり、それぞれ土地に結びついたものであり、今後出力を大幅に増やすことは難し

い。このため、太陽光や風力の出力拡大が必要となるが、天候次第の不安定電源であ

る上、在来の電力系統への統合や効率のいい蓄電設備の流通等の問題を解決しなけれ

ばならない。 

最近広く使われている蓄電設備にリチウムイオン電池がある。2019 年のノーベル化

学賞には、リチウムイオン電池開発に貢献した吉野彰氏（旭化成）ら 3名が受賞し

た。これは、既にスマートフォンやパソコンをはじめとする電子機器、通信などの産

業機器を中心に世界的に普及している。しかし、リチウムイオン電池の改良を重ねて

も高性能化には限界があることがわかっている。重量当たりのエネルギー密度の理論

的限界値は、リチウム電池の場合約 662Wh/kg とされている。一方、例えばガソリン

の重量当たりのエネルギー密度は 12,000Wh/kg 以上もあり、ガソリン車なみの蓄エネ

ルギー性能を電池に求めることは難しいのである（６７）。また、地球上の資源には限界

があり、リチウムが無限に採掘されることは不可能である。 

 

野党民主党の政策 INDEXには、2030 年に再エネ 30%以上、2030 年代に原発ゼロを目

指すと書かれている。れいわ新選組の政策に至っては、原発即時禁止、再エネ 100%を

目指す等とされている。大衆受けするが、その実現に必要な全体的整合性のある論理

が全くない。目指す目標だけ聞けば、危なそうな原発をなくし、地球に優しそうな再
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エネに頼れるとなれば、エネルギーの知識の乏しい国民は賛成するであろう。しか

し、実現不可能な論理で、重要な国のエネルギー政策を破綻に導くことは、全く無責

任と言わざるを得ない。 

言うまでもなく、政治家は見識と同時に有権者の票が生命である。公共に資する政策

に関わる見識を示し、有権者に選択される人々である。エネルギー政策が国益と国民

の福祉に叶う大切なものであるという見識を持つ政治家もいる。しかし、ここが大き

な問題であるが、その見識を国民にわかりやすく説明する政治家が今はいないことで

ある。国のエネルギー政策のために原発の役割や必要性を説明しても、「嫌」感情を持

つ多くの有権者に受けないことを知っているからである。「嫌」感情に同調することな

く、国民との対話を通して、自らの信ずるエネルギー政策を世に問い、国民の支援が

得られるよう努力する気概を持つべきであると切に願う。 

一部の知識人の中には、事故の衝撃が科学技術への不信となり、倫理的もしくは文明

論的に原子力利用を忌避し、自然エネルギー回帰を唱える「脱」原子力の発言もあ

る。しかし、彼らは原子力も自然エネルギーであることを知らずに、科学技術で築か

れてきた現代文明の現実を理解せず、未来の展望を持たない後ろ向き論者であり、ど

の時代にもいた人々である。 

 

（２）エネルギー安定確保の重要性と国民意識の傾向 

事故後、全ての原発が停止した時期が続いた。火力発電用の燃料を追加購入するた

め、国内経済に回らない巨額の費用、毎年約 3兆円が海外に流出し、貿易収支悪化の

主要原因となった。そのため、電気料金が値上げされ、産業、国民生活へ波及は甚大

であった。それにも拘らず、「脱」原子力の主張としてこのことを敢えて過小評価し

た。経済的悪影響のみならず、エネルギーの安定確保は安全保障上必須要件であるに

も拘らず、政情不安定な地域から火力発電用燃料輸入に頼るというリスクを今も伴っ

ている。更には、．地球温暖化対策の節で述べたように、化石燃料の燃焼に伴う温室効

果ガスの増加は、先進各国が大幅な削減を目指していることと対比され、我が国の姿

勢は非難の対象になっている。 

我が国の現実を直視すれば、自前で供給できる限界をはるかに超えたエネルギーを必

要とする国に成長している。自給率約 10％で世界第 3位の経済力という数値がそれを

物語っている。この国の持続的発展のためには、海外に依存しているエネルギー供給

を安定的に確保することと同時に、自給率を増やすことが重要課題である。ただし、

大きなリスクを常に回避しなければならないことも忘れてはならない。官民挙げて外

交、政治、経済、技術開発等多くの局面で、リスクを少なくする努力がなされてい

る。 

原子燃料にはウランが原料として使用される。その確保には、国や商社や生産業者の

努力と緊密な連携が欠かせない。一般的な例では、カナダの業者から長期契約で天然
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ウランを買い、これをカナダ国内で UF6（六フッ化ウラン）に転換してもらい、さら

に米国に運搬して U235を濃縮してもらい、濃縮 UF6 を日本に輸入する。国内では、濃

縮 UF6を UO2に転換し、これを成型加工してやっと原子燃料が完成するのである。濃

縮ウランは核不拡散条約の対象になるため、IAEA の査察が必要になる。 

原子燃料は、原子炉に装荷した後 3～4年の間エネルギーを生産し続けることから

“準国産エネルギー源”と位置づけられ、自給率向上に寄与してきた。従って、原子

力発電を他のエネルギー源と組み合わせ一定の比率を付与することは、ベスト・ミッ

クスとして重要なエネルギー政策であり、大きなリスク対策でもある。この政策策定

には、各エネルギー源について世界の現状と見通しや国内の需要等を基に英知を集め

て分析し、エネルギー基本計画に集約される。 

原子力の利用開発は、他のエネルギー源と異なり、理学、工学、医学分野の他に原子

核反応に伴う放射線科学が加わって行われる。それは多方面に亘る専門分野の総合科

学の利用であり、研究開発の進捗状況を示す時間軸を加えて４次元的にその全貌を捉

えた上で、PDCA（Plan, Do, Check, Action）を螺旋的に回してゆくことが必要であ

る。原子力の利用開発は、当初から原子力基本法の下で、「原子力の研究、開発及び利

用に関する長期計画」を、そのような認識で約 5年毎に見直されてきた。しかし、こ

の仕組みが、3年毎の「エネルギー基本計画」の策定に変わり、その中で国民の理解

の重要性を謳い続けてきた。それにも拘らず、原子力開発の意義を理解するのは難し

いと一般に受け止められているため、国民との共有化は必ずしも進んでいるとは言え

ない。 

2012年末の参議院選挙や 2014年初めの都知事選挙等において、「脱」を主張する候

補者の票が伸びなかったことの理由として、「嫌」感情に抗して他の政策も含めた俯瞰

的視野に基づいたバランスある良識が働いた結果と言われている。しかしながら、都

知事選挙前の SNS 分析によると、原子力利用賛否に関わる単一争点では「否」が優勢

になると分析され、選挙結果の分析でも「脱」原発支持率が多いという解説もある。

このことは、1996 年 8月巻町の原発建設、2001 年 5月の刈羽村のプルサーマル問題

が、いずれも住民投票によって否決され頓挫した事例が示すように、原子力利用に関

する単一の争点では反対が優勢になるという状況が変わっていないことを示してい

る。この根底には、被爆国という特殊要因に加え、人間の持っている一般的な特性、

すなわち目に見えないものに対する防衛本能と、恐怖に騙されやすい脳の放射能恐怖

心であると考えられる。前述の事例では、これを利用した原子力反対派の人々が、住

民投票の実施が決まる直前に国会議員も含め全国から集結し、チェルノブイリ事故を

想定した事故による放射能汚染の恐怖を煽った結果であった。今回の東電福島原発の

事故では、環境への放射能放出が現実の恐怖となったため、多くの国民が「嫌」原子

力に傾いているのは正に同一現象と看做すことができる。 
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（３）国民が真剣にエネルギー安全保障を考える仕組みを作るために 

文明は、エネルギー源としての「火」の使用から始まり、「火」を制御して活用する

ことによって成り立っている。「火」をエネルギー源として科学技術を進歩させ、その

成果を社会の福祉に活かしながら、地球上に 70億人以上の同朋が暮らす今日の繁栄を

築いてきた。「火」を制御して活用しているということは当たり前であり、顕在意識に

あがらない。しかし、立ち止まって現実を見るならば、利便性享受の背後に莫大な消

防、火災防止に関わる社会的コストが存在する。火災保険等も含めた社会構造の中

で、火災被害リスクを充分低く抑えているという暗黙の理解があることに気づくはず

だ。20 世紀末に地球温暖化問題が新たなリスクと認識されるようになっても、この暗

黙の理解の中で「嫌」原子力の感情が加わったため、冷静に資源、環境、持続可能性

に関するリスクの比較考量ができていない。IT化と共に民主化が進む中で、生活に欠

くことのできないエネルギーのベスト・ミックスを国民が理解し、判断し選択するた

めにどうしたらよいか真剣に取り組まなければならない。 

科学技術で築かれてきた文明は、技術史が示すように、人知の足らざるが故に発生し

た様々な事故を克服することによって進歩してきた。原子力利用技術もスリーマイル

島事故、チェルノブイリ事故等からも多くの教訓を得て安全性が強化されてきた。我

が国では、原子力利用のリスクについて国民と十分対話せず、「安全神話」で収めてき

たと考えられる。今回の原発事故と、その後の社会の現実と反省を基にして前進する

には、難解なエネルギー政策、安全の考え方の正体の全体を国民の共通理解としなけ

ればならない。国民との共通理解によって、「安全神話」に関わる不信を取り除き、

「放射能恐怖」に係る虚なる部分を改め、国民自らが、産業と生活を支えるエネルギ

ーを安定且つ安価に確保することの重要性を認識し、それに伴うリスクを受け入れ

て、エネルギー政策に同意するという社会にしなければならない。 

原子力理解の入口は学校教育であり、2011 年度から新学習指導要領が取り入れら

れ、約 30年間中断していた放射線教育が再び行われるようになった。放射線は医療の

他、農業や工業にも広く活用されており、原子力も今回の事故で明らかになった通

り、社会生活に深く関わっている。最近の中学や高校の教科書では、理科だけでなく

社会科の中にも放射線や原子力の役割が記載されるようになった。大変好ましいこと

であり、大いに期待できるが、その成果が表れるには時間がかかる。 

原発事故が契機になって、一般の市民も放射線や放射能を知る機会が増え、知識も広

がったと思われる。真実を知ろうとする意欲があれば、マスメディアからだけでな

く、ネットを通して専門家からの情報や知識を学ぶことができる。エネルギーの代表

格は電気であり、食べ物と同様、供給が途切れれば即悪影響が出る。今は新型コロナ

の感染を防止するために市民一人一人が自重を余儀なくされ、考えて行動している。

同じことをエネルギーや原子力に対しても考えて欲しいのである。もちろん、専門家

は役に立つ情報や知識の発信に積極的に取り組むべきである。 
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学校教育の充実による放射線や原子力の基礎知識の上に、国民の良識に訴える十分

な正しい情報を提供し、国民が自ら考えて判断することができるような社会制度の見

直しが必要であろう。 

 

３．３．２．放射線のリスクを正しく理解するために 

 

（１）「放射線はどんなに微量でも害がある」という呪縛 

「放射線はどんなに微量でも害がある」という感覚を多くの国民が持っている。特に

この感覚は、原発事故後のマスメディアの報道を受けて、異常な高まりを見せた。国

民の多くに放射線の科学的知識がなかったことが主な原因であるが、この呪縛から解

放されることが重要である。このことに関して、著名な放射線医学の専門家達が、著

作、講演会、ユーチューブ等を通して発信しているので、目新しい話題ではない。放

射線医学の専門家達は、この状態を沈静化させるため、「正しく怖がる」ことが必要と

発信することが多い。しかし、正しいとされる内容が直接的に「それほど気にしなく

て良い」というメッセージであり、詳細な理由については正直に“分からない”とす

るため、むしろ信頼を損ない、感情的に叩かれ顧みられないことが多い。 

余談であるが、筆者自身も極低レベルの放射線被ばくを怖がる必要がないことを、ど

のように説明すれば納得してもらえるのか苦慮したことがある。原子力規制庁の放射

線相談窓口には、“放射線被ばくは、低くても結局その影響が分かっていないのでしょ

う。だから怖いです。”と電話の向こうで言う人が多かった。そこで、このように話し

た。“普通に生活する上で、いろいろ危険な目に会っている。出歩けば車にはねられる

かも知れない。転倒して怪我をするかも知れない。タバコで肺がんに、酒で糖尿病に

なるかも知れない。被ばくによる健康へのリスクは、このような日常生活でのリスク

の程度と同じかもっと低いことが分かっているのです。”また、“塩を沢山食べれば、

酒をたくさん飲めば健康に害になることは分かっていますが、では少し塩を舐めた

り、酒を少し飲んだ場合に害になるかどうかは分かっていないのです。放射線もこれ

と同じですよ。” 

「放射線はどんなに微量でも害がある」というのは放射線防護の考え方であり、事故

後の内閣府参与の涙の発言があってから、報道を通して社会においても確固とした信

念となっている。当時の環境大臣が、1 mSv 以上のところは除染すると約束し、厚労

省大臣も世界標準に比べて極端に低く抑えた食品の基準を定めた。このため、その数

値への過敏さがビジネスとなり報道を通して風評被害をもたらした。放射能恐怖症に

かかった人々はできるだけ遠くに避難した。恐怖症でなくとも、示された１ｍSvの限

度値を超えると危険であるという感覚を持っている人々に大きなストレスを与えてい

る。この基準が存在するために、１ｍSvまで除染しなければ完全と思われず、帰還を

思いとどまっている多くの人々がいる。 
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福島産食品については、放射能汚染の恐れから不買運動や売価下落等による風評被害

が広がり、生産者を苦しめている。このような実態を背景にして、2013年 9月に日本

学術会議から、「原子力災害に伴う食と農の“風評”問題対策としての検査態勢の体系

化に関する緊急提言」（６８）がなされた。しかし、その内容は従来の考え方を前提にし

ており、放射線の呪縛を緩和するようには思われない。 

  

（２）地球上では自然放射線の中で生きている事実、人体には防御機能が備わってい

る事実 

放射線の話は、ミクロの原子核からマクロの宇宙に繋がっており、放射線と健康に関

しては精緻な領域なのでそれぞれの専門家の話を丁寧に聞かないと理解できない。今

まで経験したことのない原発事故が発生して、突然放射線の環境に身をさらされた

人々は不安でたまらない。実は、原発があってもなくても、人は昔から自然の放射線

に晒されて生きてきたのであるが、知識がないと分からない。示された基準値や限度

値は危険との境と解し避けることは当然と思われ、復興への歩みは滞る。 

「放射線はどんなに微量でも害である」から「実際は、それほど気にしなくてもよ

い」が本当ならば、そう感じたい。身近にあるパンフレットを見ると、科学的な事実

が次のようにまとめてある。地球環境で暮らしている限り、年間平均で 2.4mSv（世界

平均）の放射線被ばくがある。その内訳は、宇宙から 0.39mSv、大地から 0.48mSv、食

べ物から 0.29mSv、空気から 1.26mSv である。 

宇宙からの放射線は高度が高いほど高くなり、1500m 登れば約 2倍になるので、富士

山頂では 5倍位となること、航空機では 100倍にもなるが、それを気にする人はほと

んどいない。更に、国際宇宙ステーション（ISS）が周回している高度 400km 前後の上

空では、非常にエネルギーの高い粒子が降り注いでいる。このため、宇宙船の船壁や

遮へい材によって、ある程度は遮ることができるが、宇宙船では 1日当たり 0.5～

1mSv程度の被ばくとなる。宇宙飛行士は、地上での約半年分に相当する被ばくを毎日

受けている。しかし、飛行中も地上に帰還してからも、放射線被ばくのために健康を

害したという話は聞いたことがない。 

大地からの放射線の強さは、地中にどれだけ放射性物質を含んでいるかや構造等、土

地の種類によって異なる。図３１に世界各国の自然放射能による 1年間の平均被ばく

線量を示す。日本の平均 2.09mSv より高いところも低いところもある。特にフィンラ

ンドやスウェーデン等の北欧の国々では 4mSv を超えている。また、世界には自然放射

線がさらに高い場所があることも報告されており、例えばイランのラムサール地方で

は年間 260mSv の高いところもある。 

つまり、国内旅行、海外旅行、登山等、大雑把にいうと、地球の生活圏においては平

均１～100 倍くらいのばらつきの中で太古から生活してきているということは、紛れ

もない事実である。更に、医療用の検査、治療には桁違いに高い線量率（単位時間に
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受ける放射線量）の被ばくを受けている。特に医療被ばくは、日本の方が海外より約

6 倍高い。国連科学委員会（UNSCEAR）の報告によれば、世界では医療被ばくが年間平

均 0.6mSvであるが、日本では平均年間 3.87mSvとなっている。いずれにせよ、事故由

来の放射能として毛嫌いするのは理解できるが、この範囲の被ばくが既にあることを

まず知っていたなら、原発事故後に放射線恐怖症にかかる確率はずっと少なかったの

ではないかと思われる。  

近年、放射線に対する生体防御機能が解明され、放射線によって傷ついたＤＮＡは修

復され、修復に失敗したＤＮＡは死滅させるということがわかっている。ＤＮＡの損

傷の点では、自然放射線よりも空気中にある活性酸素の方が圧倒的に脅威である。私

たちの体（生命体）は、この脅威への対処法として、修復と死滅、新陳代謝の機能を

長い歴史の中で獲得してきた。従って、活性酸素濃度や放射線の強度を感知して低い

ところに移動する必要はなく、地球生活圏にいる限り、自然放射線程度の線量率は危

険とは感じていない。けがや病気からの回復能力があるように、私たちの体には、放

射線によるダメージにも回復能力が既に備わっている。 

 

図３１ 世界各国の自然放射能による年間被ばく線量：単位ｍSv/y 

        （国連科学委員会 UNSCEAR 2000 年報告書より） 

 

（３）瞬間的一回被ばくと低線量率被ばくの大きな違い 

ここからは放射線の人体への影響について説明したい。人間は怪我をしても、火傷を

しても治癒する。もちろん、大怪我や大火傷をすれば死に至ることもある。同じこと

が放射線被ばくについても言える。人間の体にはそのような回復力がもともと備わっ



94 

 

ている。広島や長崎の原爆のような多量の放射線を浴びれば人は死ぬが、毎日浴びて

いる自然放射線やたまに浴びる医療用放射線のレベルでは、悪影響は出ないし、心配

することも全くない。この科学的な事実を、特に放射線を必要以上に怖がる人に理解

して欲しいのである。 

放射線を発見し利用するようになってから、放射線の過剰被ばくからの健康を守るた

めに、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）は被ばく限度を定める必要が出てきた。そ

こで、当時放射線と健康に関する知見の乏しい中で、被ばくがゼロならば何も影響は

ないということと、症状が出るレベルとを直線で結び「放射線はどんなに微量でも害

がある」というわかりやすい考え方を採用した。実際には、被ばくゼロでなく多少の

被ばくがあっても悪影響がないことは分かっていた。しかし、“微量でも害がある”と

仮定しておけば、放射線を利用する際“安全側”に管理されるであろうと考えられ

た。この仮定は非常に安全側に設定された管理手法なのである。日本酒を毎日 1升飲

めば健康を害するであろう。だから毎日 1升から飲酒ゼロまで直線を引いて、「酒はど

んなに微量飲んでも害がある」とすれば、飲酒の防止にはなるが、非合理的であるこ

とが分かる。 

高線量で被ばくした事故例などから、250mSv 以下では症状が臨床医学的に認められ

ないという事実、それ以上では線量に応じた症状が出ること、6000mSv程度になると

死に至ることなどが分かった。また、確率的な影響である発がんは原爆被ばく者の調

査から 1000mSvで 10％増えるという相関を得ている。しかし、これらのデータはいず

れも瞬間的な一回被ばくであり、線量は爆心からの距離で算定したものである。この

考え方を「しきい値なしの線形仮説」（LNT 仮説）と呼ぶ。放射線防護管理上は安全で

有効な考え方である。 

しかし、この安全性の考え方には非科学的な部分がある。1000mSv は瞬間的一回被ば

くであり、一年で 1000mSv（一時間では 0.12mSv）という低線量率でじわじわ被ばくす

る場合では、生体防御機能（回復機能）から見ると全く異なる。それにも拘らず、低

線量率に関するデータが少ないため、ＩＣＲＰは瞬間的な一回被ばくの原爆被爆者デ

ータに、じわじわ被ばくに対する線量率効果として１／２を採用し、1000mSv で 5％の

発がん確率があるとした。線形仮説では 100mSvで 0.5％の発がん確率、10mSv で

0.05％の発がん確率としているのである。 

自然界の変動幅（～100倍）程度の低線量率の放射線の影響に、瞬間的一回被ばくの

データがそのまま適用できるとすることは安全側ではあろうが、あまりにも非科学的

であると直観できる。250mSv 以下では臨床医学上の急性症状が認められないことか

ら、人体の対応能力が 250mSv まであり、更に線量が多いと生体防御機能が負けて、被

ばく線量の程度に応じて様々な発症を呈することになる。しかし、新陳代謝、再生の

時間遅れを伴って回復する。6000mSv 位の高線量には、生体防御機能による再生バラ

ンスが崩れて全滅し、死に至る。これらの事実から分かることは、生体防御機能のミ
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スが残り、確率的晩発性症状（発がん）が残ったとして、1000mSv で 10％ということ

であり、それ以下では、他の発がんの要因（喫煙や運動不足等のリスク）の中に隠れ

てしまって判別できない程度とみなせる。もしくは、生体防御機能が働いて自然放射

線下でのリスクと同程度なので臨床的にも急性症状はなく、被ばく者のデータからも

発がん率を同定できないのではないかと思われる。 

年間 250mSv という線量率は、地球生活圏の自然放射線のばらつき範囲であり、１時

間の線量率では、0.03mSv/h、1分間の線量率では 0.48μSv/m であり、この程度の変

動には問題なく対抗しうる生体防御機能が備わっていると言えるのである。つまり、

瞬間的一回の 250mSV の被ばくに対抗できる生体防御機能は、年間 250mSv の低線量率

には、生体防御機能の対応時間遅れ（新陳代謝時間と関連）を長くて 3か月と考え

て、3か月 250mSv を限度とみると、月間では 80mSv、年間では 1000mSvとなるので、

Ｗ．アリソンの説（１９）に繋がるように思われる。 

Ｗ．アリソンは、放射線被ばくに関する新しい安全基準を提言している。1回の急性

被ばくなら 100mSv、じわじわ被ばくなら 1か月当たり 100mSv、生涯線量の場合は

5,000mSvである。彼は提言の理由として、1世紀にわたる放射線治療の経験、実験に

基づく放射線生物学の最新知識、1回急性被ばくとじわじわ被ばくの長期的な医療記

録の３つを挙げた。 

 

（４）原子力利用と放射線防護の考え方 

「放射線はどんなに微量でも害がある」という考えは、放射線利用社会の黎明期から

放射線防護の専門家の基本的考え方であり、放射線医療や原子力発電所の現場におけ

る放射線防護に貢献してきた。この間、義務教育においては放射線や原子力の基礎教

育もなく、一般社会の日常生活においては、放射線の健康影響について知らなければ

ならない動機はなかった。このため、一般国民は放射線防護体系の背景となる考え方

を知る由もなかった。原爆や放射線事故に関するマスメディアの報道内容だけを知識

としていると、厳重に管理されているはずの場所から放射能や放射線が出ることはあ

ってはならぬとの感覚が支配的になるであろう。 

また、放射線を食品に照射して滅菌する技術は、世界で広く利用されている。しか

し、日本では便益と比較考量する前に拒否反応が強く、まだ一部の食品にしか適用さ

れていない。放射線を利用して素材の機能／性能を強化した様々な製品が日常生活で

使われている。例えば自動車のタイヤは放射線により耐熱性と耐摩耗性が改善される

が、あえてそのことに触れない方が広報戦略上好ましいとされてきた。放射線利用

は、特に医療用として一般社会に広く便益を提供している。医療用の放射線は信頼で

きる人によって管理されているので、あまり不安を感じない。最近はインフルエンザ

の治療薬の開発にも放射線が使われている。 
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エネルギーの利用についても、特に電力利用により社会福祉に大きな貢献をしてきて

いる。しかし、日常生活では電気はあって当たり前であり、残念ながらその恩恵を感

じることはほとんどない。むしろ原子力施設で発生する不具合や事故は針小棒大に報

道され、特に放射線被ばくに関わる事故は恐怖の対象とされてきた。このような背景

から、エネルギー政策として原子力発電を一定の比率（ベストミックス）で社会受容

を得るためには、絶対安全の広報が必要とされ、安全神話が形成されてきたと考えら

れる。 

 

（５）ＩＣＲＰの考え方と現状 

放射線防護の考え方は、放射線利用の早い段階からＩＣＲＰの考え方（しきい値なし

の線形仮説）に基づいて体系づけられている。その後、知見（マーラーのショウジョ

ウバエの研究は二重らせんＤＮＡには適用できない）の蓄積と共に修正する部分があ

ると言われてきた。さらに分子生物学的な知見による生体防御機構と低線量率に関す

る科学的解明がなされながらも、いったん確立されたＩＣＲＰの放射線防護体系を崩

すことはなかった。 

マーラーのショウジョウバエの研究結果は、ICRP の考え方の基本になっているの

で、少し補足する。彼は 1927年にショウジョウバエに放射線をあてる実験をして、

“当てた放射線量と発生した異常の数は比例する”という結果を得た。この実験結果

に基づいて、“放射線の害はその量に直線的に比例する”という仮説を発表した。この

研究成果が、1946 年のノーベル賞受賞につながったのである。 

2008年のＩＣＲＰレポート 111号は「原子力事故もしくは緊急放射線被ばく後の長

期汚染地域住民の防護に関する委員勧告」（６９）（2011 年 4月 4日付けで国内配布）に

まとめられた。このレポートには、原発事故等に際して想定しうる多様な事象が考慮

されているが、抽象的な記述になっており、具体的な政策・施策をどう策定していく

かは利用者に委ねられている。基本的に当初の考え方は変わっていないが、「防護方策

の最適化」と「防護方策の正当化」が大切であるとしている。「防護方策の最適化」と

は、被ばくがもたらす不利益と、関連する経済的・社会的要素（避難生活、収入面、

生き甲斐・誇り、などなど）とのバランスにより、最適な放射線防護の方策が決めら

れるべきだという意味である。また、「防護方策の正当化」とは、防護方策は、結果的

には住民に不便を要求するものになるので、被ばくによるリスクとのバランスを考慮

して、“不便の強要”に、正当な根拠があることを示さなくてはならないことを意味す

る。防護方策を決めるにあたり、もとになったデータや想定条件は明確に示される必

要があり、重要な情報はすべての関係者に提供されること、意志決定プロセスを第三

者が追跡できることが前提とされている。「放射線はどんなに微量でも害がある」の考

え方は変えないが、慎重に緩和しているとみられる。 
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この考え方を具体的に言えば次のようになる。被ばくを避けることによって得られる

便益（被ばくによる健康障害リスクの低減）と、被ばくを避けるために発生が予想さ

れる被害（金銭的コストの増加や家族離散の精神的ストレス等）のバランスを考え

て、安全規制が行われなければならない。 

前述のＷ・アリソンは、「実際に行われている放射線治療における分割照射は、放射

線照射が正常な細胞に与えるダメージが修復される時間を事実上１日とし、治療にお

いて正常細胞が受ける線量率はＩＣＲＰの定めた一般人向け上限線量率の 20 万倍に達

する。しかし、ＩＣＲＰは被曝限度を年間の総量で示しているだけで、既存の安全基

準は急性被曝と慢性被曝（じわじわ被曝）の影響の違いをほとんど無視している」と

主張した。このことから、Ｗ・アリソンは実際のデータが示す１回の急性被曝で問題

がないと判断される 100mSv を一ヵ月の許容限度に設定できるとした。これはＩＣＲＰ

の許容する年間 1mSvの千倍の許容量になる。現状では、中村仁信や近藤宗平等、ＩＣ

ＲＰの考え方に異論を唱えている日本学者も多くいる。 

瞬間的一回の高線量による健康への影響を、年間 1mSv という低線量率に対する被ば

くにまで外挿して考える限度値は余りにも不合理である。自然放射線の変動範囲の低

線量を、事故由来であるからという理由で、避難や除染の基準として適用すること

は、これによる心理的ストレスによるリスクの方が圧倒的に大きいと言わざるを得な

い。福島の復興を早めるための最適化には、ばらつきのある自然放射線下で暮らして

いる事実と生体防御機能がある事実から判断し、それほど気にしなくて良いという納

得の輪を広げるリスク・コミュニケーションが必要であると考える。 
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第４章．まとめと提言（日本が国際社会に生き残るために） 

 

わが国は、2011年 3 月 11日に発生したマグニチュード 9.0 の大地震による巨大津波

を受けて、東電福島第一原発の炉心がメルトダウンし、多量の放射能を漏洩する事故

を経験した。当時の政府は国民を守るため、緊急の安全対策として、住民の避難、食

品の安全基準、土地等の除染目標等を施策した。しかし、国内ではいままで経験しな

かった原発事故であったため、必要以上に安全側の規制が施行されたことが主原因と

なり、原発事故の影響を大きく拡大してしまった。困窮する長期避難生活、福島産農

水産物に対する風評被害、コストのかかる困難な除染活動等は、マスメディアの格好

の報道対象となった。これらが国民の嫌原子力感情になり、脱原発世論を形成したと

考えられる。 

今世界を震撼させているコロナウィルスの猛威（７０）は、私たちに再びリスクを認識

せざるを得なくさせた。これを奇貨として、コロナ後の新たな日本の将来を迎えるた

めには、私たち個人がリスク判断をする際に必要な正しい情報、正しい判断の重要さ

を教えている。持続可能な文明社会を支えてゆくためには、エネルギー、環境のリス

クを考えることが不可欠である。 

原発事故の体験は、それを奇貨として、原子力技術のバックエンド分野の知識と技術

の蓄積に寄与している。時間はかかるが、事故を起こした原子炉の廃炉作業、メルト

ダウンした燃料や炉心構造物の取り出しと分析処理、各種放射能汚染廃棄物の処理処

分等の技術は、世界的に見ても貴重な日本の科学的財産になり得ると考えられる。国

内の原発は、事故の後遺症でこのところ低迷している。しかし、世界的には地球温暖

化対策にも関連して、海外の原発の存在価値は失われず、特にアジアの中国やインド

では数多くの原発が建設されつつある。また、日本は、IAEAの完全な核査察を受け、

原子力の平和利用に徹していることから、非核兵器国の中で唯一再処理を認められて

いる。今後さらに研究開発を要する分野も残っているが、日本は核燃料サイクルの基

本的な技術を保有する国である。 

 豊かな生活に、安価な電気の安定した持続的供給は必須条件である。特に、エネル

ギー自給率が著しく低い日本には、エネルギー安全保障を確保することが国の存続を

も左右する重要課題であり、原発はこれに最も応え得る電源である。原発は、前述し

たとおり、CO2を排出しないので地球温暖化対策の世界的な目標にも沿い、火力発電

や再エネ等他の電源より安い電気を生み出すことができる。文化と経済力があり、平

和路線政策を進む日本は、世界的な信用を得ることもできる。現在、自国中心主義の

傾向が強い世界環境の中、原子力を再興することで日本は国際秩序整備への指導的役

割を果たすことができるのではないかと考える。 

 この明るい展望を次世代のためにも実現させるには、今の脱原発世論を変え、原子

力技術に対する国民の理解と信頼を得ることが必要条件である。本来なら、政府が各
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分野の専門家の意見を踏まえて総合的に判断し、合理的な政策を打ち出すべきであ

る。しかし、政府は、主に選挙による国民の選択を受けて選ばれた国会議員から構成

されていて、国民の世論に沿わない政策を打ち出せば落選の憂き目に会い、野党にな

って政権を取ることはできない。これが民主主義であり、良いところでもあるが、改

革に時間がかかるという欠陥もある。そのことを踏まえ、国民の原子力に対する理解

と信頼を得るため、次を提言する。 

 

1. 国民自身がエネルギー、即ち身近にある電気から受ける恩恵に気付くと共に、毎日

電気を安定して供給する多くの関係者の努力の理解促進を図る。 

電気が日々途切れなく提供されているのは何によるのか、安い値段で購入できる

システムは何によって維持管理されているのかを考えてほしい。“電気はコンセン

トに差し込めばいい”、“だからその先は考えたことがない”と言ったのは、ある教

育系大学の対話会での学生の発言であった。一般の社会人も同じ感覚ではないかと

思う。電気を毎日コンセントまで供給している人々の努力が不可欠であり、電気な

しには暮らせない。声の大きい原発反対派の意見が世論になり易いが、彼らは原発

なしでどのように毎日電気を供給できるのか、実現可能な具体策は言わない。電気

の安定供給は、政府の施策、海外諸国との良好関係維持、電力会社、メーカー、商

社等々関係者の総合的な取り組みがあってはじめて可能となる。国民はこの事実を

知らなければならない。   

２．原子力の専門家やエネルギー産業を支える人達（専門家と言ってよい）は、関係

する狭い分野だけに閉じ籠らず、国民に向けて知識や体験をもっと発信する。 

放射線や放射能の自然と科学、放射線の医療・農業・工業分野での役割、原子力

発電の科学、火力発電や水力発電の歴史と仕組み、送電・配電設備と技術、等々生

活に必要なエネルギーに関する知識や体験は数多くある。国民は日々の暮らしに多

忙なため、これらの知識に直接触れることは少ない。しかし、近年はネットの活用

が拡大したため、専門家と一般市民との間の距離が近くなったと言われている。専

門家は、これらの知識や体験を国民と共有する努力を一層強めて欲しい。原子力

は、総合的な科学技術の集合体であり、かつ社会生活に深く関わっており、トラン

スサイエンスとして対処しなければならない。専門家は、国民が自国の大切なエネ

ルギー政策を理解し、自ら選択できる社会にするために積極的に貢献すべきであ

る。 

３．政府は文科省を通して、小中学校用教科書に放射線や原子力の科学と、エネルギ

ーの社会での役割を正確に書きこみ、生徒に教える施策を強めてほしい。 

1980 年の中学理科で放射線教育が消え、2011年の中学 3年理科で復活するまで、

約 30 年間日本の義務教育から放射線が消えた経緯（７１）がある。日本は世界で唯一

広島・長崎の原爆を体験した国でもある。このトラウマと義務教育での経緯が、原
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発事故による放射線や放射能の影響を過大に受け止め、結果として被害拡大に寄与

したと考えられる。その後学習指導要領改訂の動きに伴って、放射線や原子力に関

する教科書の記述は増える傾向になり、大変好ましい。しかし、今の中堅の教員の

多くから、もともと学校で放射線や原子力を教えてもらわなかったことに加えて、

それらの社会との関わりについて生徒に教える授業時間をほとんど取れないとの声

をよく聞く。教育は、時間はかかるが将来を左右する大きな力を持っている。文科

省は、義務教育での放射線、原子力、エネルギーの科学と社会への関わりについ

て、授業の内容強化に努める必要がある。 
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あとがき 

 

 新型コロナウィルス感染の影響がまだ収まらない。コロナ感染が中国から始まり、

豪華客船ダイヤモンドプリンセス号から日本への感染が報道され、さらに半年以上経

っても終息の気配がない。この小冊子は外出自粛の機会を利用して執筆することがで

きた。最近はマスクを着ける着けないで騒動が発生したり、海外では政府の対策の遅

れをめぐる大規模デモが報道されている。SNSを通して情報が氾濫し、社会に影響を

与える“インフォデミック”が今起こっていると言われており、WHO は科学的に根拠

のない情報を信じないようにと呼び掛けている。同じことが 9年前の東電福島原発事

故直後にも発生したように思う。当時マスメディアから放射線や放射能に関する情報

が氾濫し、小さなわが子を心配する母親から“自分は我慢するが、子供には 1 ベクレ

ルも被ばくさせたくない”のような意見も数多く出た。最近は原子力に関する話題は

少なくなっているが、政府は原発を可能な限り少なくすると言っているし、脱原発の

世論を背景にして一般市民の多くは“いずれ原発はなくなり、再エネに置き換わるで

あろう”と能天気な雰囲気を感じるこの頃である。 

 民主主義を国是とする日本の政府は世論に耳を傾ける。それは当然のことであり、

良いことではあるが、エネルギー問題のように国の浮沈に係る重要な課題について

は、世論に阿るだけでなく、リーダーは国民の先頭に立って将来への展望を見据えた

政策を強く推進するべきではないか。しかし、エネルギー基本計画や国会での政策議

論を見るにつけ、いささか心許ないと感じるのは筆者だけではないと思う。森友・加

計学園問題や桜を観る会に貴重な時間を費やすのではなく、政情不安定の世界の中で

日本のエネルギー安全保障をどう確保維持していくのか、再エネ・原発・火力のベス

トミックスをどのように実行して国際的な課題である温室効果ガス削減を果たしてい

くのか等喫緊の課題にもっと時間をかけて取り組んでもらいたいのである。この小冊

子を執筆した趣旨もここにある。一般市民の皆様が、島国日本のエネルギー安全保障

がどれほど重要なのか、原発はその確保・維持になぜ大切なのかの理解にこの小冊子

がいささかなりとも役立つことを心から願っている。 

 執筆に当たっては、多くの友人から数多くの貴重な情報や助言をいただいた。日本

原子力学会シニアネットワーク連絡会や「エネルギー問題に発言する会」会員の出澤

正人様、齋藤隆様、早野睦彦様にはこの場を借りて心から感謝申し上げたい。 
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